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はじめに 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロ

ジェクトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価

分科会を研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェク

トの研究評価を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定

している。 
 
本書は、「無曝気・省エネルギー型次世代水資源循環技術の開発」の事後評価

報告書であり、第１８回研究評価委員会において設置された「無曝気・省エネ

ルギー型次世代水資源循環技術の開発」（事後評価）研究評価分科会において評

価報告書案を策定し、第２４回研究評価委員会（平成２２年２月５日）に諮り、

確定されたものである。 
 
 
 

平成２２年２月 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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 福島大学 理工学群共生システム理工学類 教授 

敬称略、五十音順 
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審議経過 
 
● 第１回 分科会（平成２１年９月１８日） 

公開セッション 
１．開会、分科会の設置、資料の確認 
２．分科会の公開について 
３．評価の実施方法について 
４．評価報告書の構成について 
５．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 
６．プロジェクトの詳細説明 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定、その他、閉会 

 
● 第２４回研究評価委員会（平成２２年２月５日） 
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評価概要 

 
１．総論 
１）総合評価 
現行の下水・産業排水処理設備は、副生成物による環境負荷への影響と運転費

の削減という点で課題を残している。本プロジェクトで掲げたエネルギー消費量、

CO2 排出量，汚泥発生量の 70％削減という高い目標値をいずれもクリアしてい

る点、および処理水質が標準活性汚泥法と同等で、しかもほぼ年間を通して安定

した運転ができる可能性が高いという点で、本プロジェクトにおける開発技術は

高く評価できる。また、下水を処理対象とした場合のシステム設計や操作に関わ

る基本データの収集も十分になされている。本開発技術は、我が国のみならず、

開発途上国への適用にも有利であり、大きな成果が得られたといえる。 
一方で、本研究開発では、設備費、維持管理費に対する説明が不十分なので、

今後、建設費、維持管理費の算出根拠・前提をさらに詳しく示すべきである。

その上で、改善のための課題や、経済的に適用可能な範囲を明確にする必要が

ある。また、標準活性汚泥法と同等の水質を得るために砂濾過処理が必要とな

るため、処理に必要な用地面積についても検討する必要がある。また UASB か

ら発生する温暖化ガスの一種であるメタンガスの有効利用や適切な処理も今後

の課題とすべきであろう。 
 
２）今後に対する提言 
本システムの実用化の推進やリスク回避のためにも、実験の前提条件を明確化

すべきである。UASB のスタートアップには時間が掛かり DHS のスタートアッ

プは短時間で完了できる。UASB のスタートアップ時間を短縮できなければ、

トータルプロセスとして余分な装置設備が必要となるので、それを回避する方法

を今後の開発課題とすべきである。また、成果の普及のため、DHS 槽で使用す

る担体コストの低減に向けた材質や形状等について検討すべきである。 
用地費、建設費、維持管理費、運転・維持管理の容易さ等あらゆる要素を考慮

して本技術が「適正技術」となるような条件を取りまとめる必要があろう。本技

術を普及させる上では本技術に対する全ての代替案と、上記の条件を比較する必

要があろう。設計・運転・維持管理マニュアルの整備を検討すべきである。 
適用市場は日本にもあるが、本技術が適する市場は、低緯度の開発途上国に

も有ると考える。海外からの技術移転の要望に対応できる態勢（技術情報のエ

ンジニアリング化、許諾条件、特許使用権、対価など）の整備を望みたい。 
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２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
本システムの実用化の推進やリスク回避のためにも、実験の前提条件を明確化

すべきである。UASB のスタートアップには時間が掛かり DHS のスタートアッ

プは短時間で完了できる。UASB のスタートアップ時間を短縮できなければ、

トータルプロセスとして余分な装置設備が必要となるので、それを回避する方法

を今後の開発課題とすべきである。また、成果の普及のため、DHS 槽で使用す

る担体コストの低減に向けた材質や形状等について検討すべきである。 
用地費、建設費、維持管理費、運転・維持管理の容易さ等あらゆる要素を考慮

して本技術が「適正技術」となるような条件を取りまとめる必要があろう。本技

術を普及させる上では本技術に対する全ての代替案と、上記の条件を比較する必

要があろう。設計・運転・維持管理マニュアルの整備を検討すべきである。 
適用市場は日本にもあるが、本技術が適する市場は、低緯度の開発途上国に

も有ると考える。海外からの技術移転の要望に対応できる態勢（技術情報のエ

ンジニアリング化、許諾条件、特許使用権、対価など）の整備を望みたい。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
研究開発目標として、明確かつ高い数値目標が具体的に設定されている。そ

れらの目標を達成するための要素技術が組み合わされており、基本技術の導入、

現象面の解析などが行われている。また、開発課題についての技術や知見を有

する実施者で構成される事業実施の適正な体制となっている。プロジェクトリ

ーダーによる開発事業の統括・進行管理も十分になされたと評価できる。運営

も技術開発委員会、定例会議、進捗フォローアップミーティングなどの会議体

で頻繁にかつ適正に執行されたと考えられる。 
しかし、研究開発目標は排水処理の主流である標準活性汚泥法との比較で設

定されている。エネルギー消費や CO2 発生量などはライフサイクルで評価する

ことが望ましい。また、国内での他のシステムとの競合を考えると、N，P につ

いても目標を掲げるべきであった。 
一方、この数年間で国内市場は大きく減少してきている。高温対応、廉価担

体、処理水質、処理水利用など、海外も視野に入れた開発の見直しが有っても

良かったと考える。 
 
３）研究開発成果について 
本事業で実施した UASB-DHS システムのパイロットプラントによる実証試

験を通して、砂濾過を付加した上ではあるが、エネルギー消費量や汚泥発生量

の低減に対して設定された高い目標を達成した。後段は従来の散水ろ床法の短

所をかなり改善しており、優位性が認められる。更に、本システム全体では優
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位性が際立っている。低温下におけるセルロースの分解状態の把握、DHS にお

ける食物連鎖による低汚泥発生現象の把握など新しい知見も多く得られている。

投入予算以上の成果が得られたと言える。 
論文や学会発表などの研究成果の発表がよく行われており、一般へ向けての

情報発信も報道機関を通じてなされている。 
しかし、小規模活性汚泥法の最新の技術情報もきちんと把握して、建設費、

維持管理費、維持管理の難易、環境影響などの視点から、それとの比較を行っ

たうえでのユーザーへの情報提供はまだ十分ではない。SS 除去のため、砂濾過

を付加する必要があるので、処理に直接必要な施設の占用面積や建設費の増加

分について、経済面を含めたシステムを総合評価する必要があろう。 
また、特許等の知的財産の事業化戦略における有効性がやや不明確である。

成果の受取手に対して、技術導入のメリットとなる点をより分かりやすく説明

することが必要である。 
 
４）実用化、事業化の見通しについて 
産業廃棄物の約 44％を占める汚泥の発生の大幅な低減が可能であり、かつ、

生物処理による曝気動力の大幅な削減と、それらに伴う地球温暖化ガス排出量

の削減を可能にする排水処理システムに対する潜在市場ニーズは大きい。比較

的小規模の国内産業排水処理の分野では、標準化・ユニット化により、かつて

多くの浄化槽が普及したように事業化が進む可能性がある。また大規模の生活

排水処理（下水道等）においても複数の系列の一部の増設に、本システムを導

入することにより実績を積める可能性がある。 
しかし、事業化に至る道筋は必ずしも具体的とは言えない。実用化を促進す

るため、産業排水処理・下水処理等における国内外での技術普及の具体的実施

シナリオを示す必要がある。産業界への普及という点では、もっと多くの具体

的な業種や排水の種類を挙げると分かりやすい。また、より多様な廃水に対す

る処理が可能となるよう、窒素またはりんの除去処理にも取り組むことを希望

する。 
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研究評価委員会におけるコメント 

 
第２４回研究評価委員会（平成２２年２月５日開催）に諮り、了承された。

研究評価委員会からのコメントは特になし。 
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客員教授 

委員長

代理 
吉原 一紘 オミクロンナノテクノロジージャパン株式会社 最高顧問

委員 

安宅 龍明 
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ヘルスケア事業開発部 企画グループ 
コーディネーター 

伊東 弘一 
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客員教授（専任） 
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小林 直人 学校法人早稲田大学 研究戦略センター 教授 

小柳 光正 
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バイオロボティクス専攻 教授 
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菅野 純夫 
国立大学法人東京大学大学院 新領域創成科学研究科

メディカルゲノム専攻 教授 

冨田 房男 放送大学 北海道学習センター 所長 

架谷 昌信 
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第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員のコメントを原文の

まま、参考として掲載したものである。 
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１． プロジェクト全体に関する評価結果 

１．１総 論 

１）総合評価 

現行の下水・産業排水処理設備は、副生成物による環境負荷への影響と運転

費の削減という点で課題を残している。本プロジェクトで掲げたエネルギー消

費量、CO2排出量，汚泥発生量の 70％削減という高い目標値をいずれもクリア

している点、および処理水質が標準活性汚泥法と同等で、しかもほぼ年間を通

して安定した運転ができる可能性が高いという点で、本プロジェクトにおける

開発技術は高く評価できる。また、下水を処理対象とした場合のシステム設計

や操作に関わる基本データの収集も十分になされている。本開発技術は、我が

国のみならず、開発途上国への適用にも有利であり、大きな成果が得られたと

いえる。 
一方で、本研究開発では、設備費、維持管理費に対する説明が不十分なので、

今後、建設費、維持管理費の算出根拠・前提をさらに詳しく示すべきである。

その上で、改善のための課題や、経済的に適用可能な範囲を明確にする必要が

ある。また、標準活性汚泥法と同等の水質を得るために砂濾過処理が必要とな

るため、処理に必要な用地面積についても検討する必要がある。また UASB か

ら発生する温暖化ガスの一種であるメタンガスの有効利用や適切な処理も今後

の課題とすべきであろう。 
 
＜肯定的意見＞ 
○無加温嫌気性、無曝気好気性の生物処理を主体とした新規性のある処理システム

が提案され、エネルギー、CO2，汚泥量の削減目標値をいずれもクリアされている

点、および処理水質が従来の標準活性汚泥法と同等であり、かつほぼ安定した運転

ができる可能性が高いという点で、高く評価できる。 
○本開発事業は、その全体の実施が当初の計画の通りに進められ、計画段階で目標

とした成果を、技術開発事業を通して達成していると評価できる。また、研究と開

発がしっかりとコーディネートされ、それぞれの研究開発分担機関が有機的かつ効

果的に連携して本開発事業がなされたと評価できる。 
○本事業で実施した UASB-DHS システムのパイロットプラントによる実証試験に

おいて、エネルギー消費量や汚泥発生量の低減に対し設定した目標が十分に達成さ

れており、コマーシャルプラントへスケールアップしてもこれらの低減効果が期待

される。また、低水温期における処理水の水質悪化を避ける方策として砂濾過を付

帯することにより、システム全体での処理時間を極端に長くとることなく、活性汚

泥法と同程度の水質を安定して容易に得られることが実証されている。さらに下水

を処理対象とした場合のシステム設計や操作に関わる基本データの収集が十分にな

されており、高く評価できる。 
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○現行の下水・産業排水処理設備は、バイプロダクトによる環境負荷への影響と運

転費の削減に課題を有している。本開発は、余剰汚泥発生量と曝気動力を削減する

ことにより、これらの問題の大幅な改善の可能性を示した。 
○本システムは標準活性汚泥法と比較すると省エネルギー、炭酸ガス発生量削減、

汚泥量の減少などの面で優れており、低炭素社会の実現に向けて有望な技術である。 

○本システムは無曝気・省エネルギー化を図ったもので、電力費用を極小化したも

ので、我が国のみならず、開発途上国への対応に有利であり、大きな成果が得られ

たといえる。 
 
＜問題点・改善すべき点＞ 
●砂濾過法に拘らず、他の濾過方式の検討もあっても良いのでは。 
●開発プロセスの実用段階における市場規模のより正確な把握が求められ、特に世

界的レベルでの温暖化対策技術として実施する場合の経済的効果を明確にすべきと

思われる。 
●砂濾過を UASB-DHS システムに追加することにより、低水温期等にも良好な SS
濃度を得ることができている。しかし、これは既存の砂濾過の特性を考えれば当然

の結果である。砂濾過を設置することなく標準活性汚泥法の処理水並みの SS 濃度

が得られれば、当該処理システムの従来型処理法に対する優位性のインパクトはさ

らに大きくなるので、DHS 槽の構造や形状等に関わる技術的克服の取り組みに期待

したい。 
●新しい技術の普及の可否は、便益性で決まる。代替え技術との比較において価格

競争力がないと普及は難しい。また、さらなる改善のための課題や、経済的な適用

範囲が見えて来ない。本開発では、設備費、維持管理費に対する説明が不十分であ

る。建設費、維持管理費の算出根拠・前提が示されると活用がより容易になる。 
●標準活性汚泥法と同等の水質を得るために砂濾過処理が必要であり、処理に必要

な用地面積の計算など今後検討すべき点がある。また UASB から発生したメタンガ

スの有効利用や適切な処理も必要とされている。 

●UASB グラニュールの種汚泥の確保の安全性、運転パラメータ、スポンジ担体の

低コスト化を図るとベストである。 
 
＜その他の意見＞ 
・システムの最終工程に、急速砂濾過法が必要ということであるが、できればこの

部分は無くして、好気性処理の段階で濾過機能も組み込めるとさらに有効である。 
・本技術開発の成果を今後の社会的利益に還元すべく、プラント建設コストおよび

必要となるトータルプロセスとしての維持管理コストを含めたコスト・パフォーマ

ンスのさらなる改善を達成し、開発システムの社会的普及につなげる取り組みが必

要と思われる。 
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・(1)時間的・資源的制約の中でデータの集積・解析が良くできているが、汎用的な

解析（例えば反応温度と BOD 除去速度の関係）が有れば種々の排水への適用の検

討が容易になる。 
(2)要素技術（無加温セルロース分解技術、DHS 担体）の単独普及も期待できる。 
・運転実績はまだ少ないが、インドに設置した DHS の運転経験などから今後さら

に改良を続けて行ってほしい。 

・開発途上国では特に衛生害虫がスポンジ活用 DHS に発生する可能性もあること

からこのような対応を検討しておくとよいといえる。更に、名称の件であるが、DHS
は Down flow High performance Sponge system という名前にされたら適正と思う。 
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２）今後に対する提言 

本システムの実用化の推進やリスク回避のためにも、実験の前提条件を明確化

すべきである。UASB のスタートアップには時間が掛かり DHS のスタートアッ

プは短時間で完了できる。UASB のスタートアップ時間を短縮できなければ、ト

ータルプロセスとして余分な装置設備が必要となるので、それを回避する方法を

今後の開発課題とすべきである。また、成果の普及のため、DHS 槽で使用する

担体コストの低減に向けた材質や形状等について検討すべきである。 
用地費、建設費、維持管理費、運転・維持管理の容易さ等あらゆる要素を考慮

して本技術が「適正技術」となるような条件を取りまとめる必要があろう。本技

術を普及させる上では本技術に対する全ての代替案と、上記の条件を比較する必

要があろう。設計・運転・維持管理マニュアルの整備を検討すべきである。 
適用市場は日本にもあるが、本技術が適する市場は、低緯度の開発途上国にも

有ると考える。海外からの技術移転の要望に対応できる態勢（技術情報のエンジ

ニアリング化、許諾条件、特許使用権、対価など）の整備を望みたい。 
 
＜今後に対する提言＞ 
○嫌気性処理が安定期に至るまでに相当の期間を要しているが、できればその期間

の短縮方法、すでにパイロットプラントでは試みられているが、についてさらに検

討して欲しい。メタンガスの活用法についても検討して頂ければ評価が一層高まる

のではないか。 
○本開発プロセスの利便性、特に各単位プロセスのスタートアップを適切にシンク

ロナイズさせる技術的方法についても、今後検討を行う必要があると考えられる。

特に、UASB のスタートアップに時間が掛かり DHS のスタートアップは短時間で

完了できる点に配慮いただきたい。これらのスタートアップを調和できなければ、

トータルプロセスとして余分な装置設備が必要とされることになるので、それを如

何に回避するかを今後の開発課題として留意いただきたい。 
○UASB-DHS システムの有効性が特に高い廃水処理量や廃水組成が存在するので

あれば、それを明確にすることで本技術の特徴が鮮明になると思われる。 
下水のような性状の廃水であれば、UASB を経由した後の DHS 槽において、低

水温期を除けば概ね十分な硝化進行が実証されたので、適用可能な廃水性状を拡大

するためにも、システム内での窒素処理への技術的対応を今後図っていくことが望

まれる。 
DHS 槽で使用する担体コストの低減に向けた材質や形状等についての検討が成

果の普及の上で望まれる。 
○原水性状、温度などに振れ幅のある難しい実験条件下において、新しい解析手法

などを用いて良く纏められている。適用市場は日本にもあるが、本技術が適する市

場は、低緯度の開発途上国にも有ると考える。海外からの技術移転の要望に対応で
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きる態勢（技術情報のエンジニアリング化、許諾条件、特許使用権、対価など）の

整備が望まれる。 
○省エネルギー型技術というだけでは技術が普及しない。用地費、建設費、維持管

理費、運転・維持管理の容易さ等あらゆる要素を考慮して本技術が「適正技術」と

なるような条件を今後取りまとめる必要があろう。また今回は標準活性汚泥法との

比較を行っていたが、本技術を普及させる上では本技術の全ての代替案と、上記の

条件を比較する必要があろう。設計・運転・維持管理マニュアルの整備が望まれる

ところである。 
○窒素・リン等の閉鎖性水域対応型のシステム設計が図れるようにすることが必要

である。国内外の汎用的運転・管理指標マニュアルの簡易化したもので普及図れる

ようにするとよい。 
 
＜その他の意見＞ 
・低温期の嫌気性プロセスにおけるセルロースの分解が、UASB リアクターの成立

のポイントであると思われる。取得したあるいは今後取得する微生物叢解析のデー

タを微生物工学の観点からさらに活用し、低温期におけるセルロースの分解の活性

維持に結びつける研究開発を行ってもらいたい。 
・本実験の開発目標が、明確な数値で示されており高く評価できる。一方、実験結

果は、目標値をクリアしているが、前提条件が不詳である。前提条件の明確化によ

り、本システムの適用の判別の自由度が高まり、実用化の後押しとなる。また、リ

スク回避につながる。 
・開発途上国においても無曝気型の本システムの導入の可能性を今後も追求して欲

しいが、省エネルギー性に優れた安定化池や住血吸虫症などの寄生虫症、感染症の

存在、担体のサプライチェーンの問題などさまざまな課題があるのでさらなる研究

が必要と考えられる。 
・分散型処理システムの重要性が強化されていることから、地域特性を踏まえた普

及整備方策を精査対応するとよい。温室効果ガス CH4への転換を重要な位置づけに

しているが、CH4の熱源利用等の件も適正に提言するとよい。 
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１．２各 論 

１）事業の位置付け・必要性について 

曝気動力の大きい活性汚泥法が広く普及し、しかも我が国の産業廃棄物の約

44％が汚泥で占められている現状で、発生する汚泥量と曝気動力の低減は汚水

処理の有する大きな課題である。エネルギー消費量、CO2排出量、及び汚泥発

生量を標準的活性汚泥法に対して 70％削減を事業目標とする水処理プロセス

は、民間活動のみでは着手困難な事業である。下水や排水処理は、生活環境の

維持や水環境保全を担う環境技術として国内外を問わず公共性も高いので、

NEDO のエネルギーイノベーションプログラムの技術開発事業として実施さ

れたことは妥当である。事業目的に関しても、下水道の未整備地区が中小都市

を中心にまだ多いことや、水質汚染で困っているアジア諸国への国際貢献が期

待できることから妥当である。 
しかし、排水処理分野には多くの既存技術や新規開発技術があるため比較優

位に立たないと本技術に対する潜在需要を顕在化できない。本技術のシェアを

伸ばす上では「エネルギー効率の向上」という側面だけでなく、競合する技術

と比較して排水量、気候、地形、周辺環境などさまざまな観点から考えて何が

最も適正なシステムであるかを判断する基準を提示することが必要と考える。

 
＜肯定的意見＞ 
○エネルギー消費が少ないシステムであり、イノベーションプログラムの趣旨に沿

っており、おおいに寄与している。本システムの下水道施設への適用は、下水道の

公共性がきわめて高い、また、採用しやすい産業排水処理システムの開発は、公共

用水域の水質改善を始め社会的な貢献度が高い、等々これらは NEDO が関与するに

十分の理由となる。事業目的に関しても、とくに下水道の未整備地区が中小都市を

中心にまだ多いことや、水質汚染で困っているアジア諸国への国際貢献が期待でき

ることから妥当である。 
○次世代型の水処理プロセスとして、エネルギー非消費型、二酸化炭素放出抑制型

および二次廃棄物発生抑制型技術の開発は、民間活動のみでは着手困難な事業であ

ることから、公共性が高く NEDO のエネルギーイノベーションプログラムの技術開

発事業として実施されたことは妥当であると評価できる。特に、水処理という環境

保全にとってなくてはならない社会システム要素におけるエネルギー効率の改善を

達成することは、エネルギーイノベーションプログラムの制度と目的に寄与するも

のであると評価できる。 
○汚泥発生量と曝気動力の低減は、広く普及している活性汚泥法による汚水処理の

有する大きな課題である。また、下水や排水処理は、生活環境の保護や水環境保全

を担う環境技術として国内外を問わず公共性も高いことから本事業の妥当性が認め

られる。 
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○(1)地球温暖化防止対策、廃棄物量削減などに対する本開発の意義は大きい。 
(2)高い開発目標値達成のために、大学・国研などの高度な知見・技術、解析力が推

進の裏付けとなっている。 
(3)この種の開発は長期間に亘る実証実験が必要であり、公的資金による補助の役割

も反映されている。 
(4)日本の当該市場は、飽和状態に近いが、更新、省エネ化・省汚泥化需要に対応で

きる技術である。一方、東南アジアを中心にした市場での需要が大きく期待されて

いる。 
○本研究開発は排水処理分野の研究開発という側面と省エネルギー技術の側面の両

面を持った案件である。排水処理の主流をなす曝気型の処理方式と比較し、運転に

要する電力消費が小さく、総合エネルギー効率の向上という点ではイノベーション

プログラムの目的に合致している。また低炭素社会の推進に向けての時宜を得た研

究でもある。 
○エネルギーイノベーションプログラムの目標を達成しており大きく評価できる。

国際競争力、国際貢献も大といえる。 
 
＜問題点・改善すべき点＞ 
●市場動向、政策動向および実施の効果という点から、わが国の公共下水道事業、

農村下水道事業には、施設設計基準があるので、本システムも認定されないと普及

もままならないのではないかと危惧する。その点の見通しはどうなのでしょうか。 
●開発技術の市場動向および政策動向への適応性について、社会工学的な観点から

のさらに詳細な解析および評価がなされる必要がある思われる。 
●国内の下水処理への迅速な適用を考えると、下水道行政における評価基準の一元

化が望まれる。 
●市場規模を４兆円と見込んでいるが、排水処理分野には多くの既存技術や新規開

発技術があるため比較優位に立たないと本技術に対する潜在需要を顕在化できない。

排水処理分野で本技術のシェアを伸ばす上では「エネルギー効率の向上」という側

面だけでなく、総合評価でユーザーを納得させることが必要である。競合する技術

と比較して排水量、気候、地形、周辺環境などさまざまな観点から考えて本技術が

最も適正であると判断できる基準を示すことがシェアの拡大につながるであろう。 

●得られた成果が幅広く啓発されるようにするとよい。 
 
＜その他の意見＞ 
・国内では活性汚泥法が主流となっている現状を踏まえて、そうした既存の処理施

設への参入についても一工夫あれば、より妥当性が高まるのではないか。 
・本開発プロセスは、地球温暖化防止への貢献や国際貢献の可能性が高いと考えら

れ、それら貢献の実現に向け具体的なシナリオの策定が今後付加的に検討されるこ
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とを期待したい。 
・当該技術は、開発途上国でも使える可能性がある。実用化推進施策の策定と、開

発費用投資効果のモニタリングが必要と考える。 
・開発途上国などに本技術を適用するためには操作員の能力向上プログラムやスポ

ンジ担体のサプライチェーンの構築などにかなりの時間と経費がかかることも想定

しておく必要があろう。 

・NEDO 関与プロジェクトとして成功したといえる。 
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２）研究開発マネジメントについて 

研究開発目標として、明確かつ高い数値目標が具体的に設定されている。そ

れらの目標を達成するための要素技術が組み合わされており、基本技術の導入、

現象面の解析などが行われている。また、開発課題についての技術や知見を有

する実施者で構成される事業実施の適正な体制となっている。プロジェクトリ

ーダーによる開発事業の統括・進行管理も十分になされたと評価できる。運営

も技術開発委員会、定例会議、進捗フォローアップミーティングなどの会議体

で頻繁にかつ適正に執行されたと考えられる。 
しかし、研究開発目標は排水処理の主流である標準活性汚泥法との比較で設

定されている。エネルギー消費や CO2発生量などはライフサイクルで評価する

ことが望ましい。また、国内での他のシステムとの競合を考えると、N，P に

ついても目標を掲げるべきであった。 
一方、この数年間で国内市場は大きく減少してきている。高温対応、廉価担

体、処理水質、処理水利用など、海外も視野に入れた開発の見直しが有っても

良かったと考える。 
 
＜肯定的意見＞ 
○国内外の技術開発動向は、省エネ、省資源にあり、しかも、本プロジェクトでは

具体的な目標値が設定されていることから、開発目標は妥当である。開発計画につ

いては、日程、予算ともにバランスよく設定されている。その全体の研究開発の流

れは理にかなっている。事業体制は、チーム構成、実施者、プロジェクトリーダー

ともに十分配慮されており、実施者間の連携も十分になされている。 
○具体的かつ明確な開発目標が定量的に設定されており、それらの目標を達成する

ための要素技術が組み合わされている。また、参加企業として当該技術分野におけ

る開発事業を実施する技術開発力と成果の事業化能力を持つ企業を選定して、本プ

ロジェクトが実施されたと評価できる。さらには、プロジェクトリーダーによる開

発事業の統括・進行管理も十分になされたと評価できる。 
○研究開発目標として、技術的な克服が必要で成果に意義のある数値目標が具体的

に設定されており、また、開発課題についての技術や知見を有する実施者で構成さ

れる事業実施の適正な体制となっている。 
○(1)本開発は、自然界のプリミティブな作用を工学的に排水処理に伴う地球環境問

題の解決に、明確かつ高い目標を持って全体の整合性と促進が図られている。 
(2)開発計画に下水処理への適用を含むため、四季の影響要因の解析に経年調査が必

要となる。基礎実験などを含めると本実験期間の 3 年間は妥当と考えられる。 
(3)本開発に大学、国研などを含めて行うことで、基本技術の導入、現象面の解析な

どが行われている。 
○産官学が協働した事業体制で有力企業も参加しており本技術開発体制は評価でき
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る。また運営も技術開発委員会、定例会議、進捗フォローアップミーティングなど

の会議体で頻繁に調整され行われ、適正に執行されていると考えられる。 
○開発目標・計画・実施体制は適正であるといえ、これが本プロジェクトの最適推

進につながったといえる。 
 
＜問題点・改善すべき点＞ 
●事業目標については、とくに国内を対象とする場合には、他の技術との競合とな

れば、N，P についても目標を掲げた方がよかったのではないか。これと関連して、

海外と日本とではやはり要求される内容が異なるところがあるので、その点の工夫

があってもよかった。 
目標達成に必要な要素技術という点では、最終段階の砂濾過については、他の濾材

や濾過システムの検討も欲しかった。 
●今後の実用化シナリオがやや明確でない点について、改善すべきと思われる。国

内外の成果の受け取り手がより受け入れやすい装置構造・プロセス構成を提案する

ことが必要ではなかろうか。その意味で、受取手によっていくつかの異なるバージ

ョンを提案しておくことも今後のフォローアップ課題と考えられる。 
●研究実施期間の制約に依存している面が強いかもしれないが、パイロットプラン

トの設計・製作に対して、並行して実施されているラボ実験やベンチスケール試験

の成果がどのように活かされる計画となっていたのか、またはどのような点が実際

に反映されたのか、報告書の上において明瞭に記述されていることが望ましい。 
●この数年間で国内市場は大きく減少してきている。海外も視野に入れた開発の見

直しが有っても良かったと考える。（高温対応、廉価担体、処理水質、処理水利用な

ど） 
●研究開発目標は排水処理の主流である標準活性汚泥法との比較で削減目標が設定

されている。エネルギー消費や CO2発生量などはライフサイクルで評価することが

望ましいであろう。 
 
 ＜その他の意見＞ 
・技術の普及上最も大きな評価指標になるのは、やはりコスト面であるので今後実

用化を進めて行く上ではコストの目標値なども必要となろう。 

・プロジェクトリーダーの適切な運営がなされたことは評価される。 
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３）研究開発成果について 

本事業で実施した UASB-DHS システムのパイロットプラントによる実証試

験を通して、砂濾過を付加した上ではあるが、エネルギー消費量や汚泥発生量

の低減に対して設定された高い目標を達成した。後段は従来の散水ろ床法の短

所をかなり改善しており、優位性が認められる。更に、本システム全体では優

位性が際立っている。低温下におけるセルロースの分解状態の把握、DHS にお

ける食物連鎖による低汚泥発生現象の把握など新しい知見も多く得られてい

る。投入予算以上の成果が得られたと言える。 
論文や学会発表などの研究成果の発表がよく行われており、一般へ向けての

情報発信も報道機関を通じてなされている。 
しかし、小規模活性汚泥法の最新の技術情報もきちんと把握して、建設費、

維持管理費、維持管理の難易、環境影響などの視点から、それとの比較を行っ

たうえでのユーザーへの情報提供はまだ十分ではない。SS 除去のため、砂濾

過を付加する必要があるので、処理に直接必要な施設の占用面積や建設費の増

加分について、経済面を含めたシステムを総合評価する必要があろう。 
また、特許等の知的財産の事業化戦略における有効性がやや不明確である。

成果の受取手に対して、技術導入のメリットとなる点をより分かりやすく説明

することが必要である。 
 
＜肯定的意見＞ 
○当初目標を十分達成しているので、この成果は国内外で環境改善に貢献できると

考える。他の競合技術との関係では、前段については、通常の加温方式を無加温方

式にしているのでその部分だけでみると処理水質や安定性の面で特に優位とは思え

ない。また、後段については従来の散水ろ床法が相当する技術であるが、この従来

技術の短所をかなり改善しており、優位性が認められる。綜合してシステム全体と

してみた場合、本システムの優位性が際立っている。成果の普及は、論文や研究発

表を通じて十分なされている。 
○本開発事業の当初計画された目標は、研究開発プロジェクトによって事業期間内

に達成されたと評価できる。特に、エネルギー消費の削減や二酸化炭素発生量の削

減における成果は、今後の地球環境の保全技術として有効であるだけではなく、世

界市場における汎用性のある技術およびシステムとしての適用性があると評価でき

る。論文や学会における開発の成果の発表は十分になされており、開発技術の普及

の道筋についても明確にしているといえる。 
○本事業で実施した UASB-DHS システムのパイロットプラントによる実証試験か

ら、エネルギー消費量や汚泥発生量の低減に対して設定した目標を十分に達成でき

ており、コマーシャルプラントでもこれらの低減効果が期待される。また、低水温

期における処理水の水質悪化への対応策として砂濾過を付帯することにより、シス
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テム全体での処理時間を極端に長くとることなく、活性汚泥法と同程度の水質が安

定して容易に得られることが実証されている。さらに下水を処理対象としたシステ

ム設計や操作に関わる基本データの収集が十分になされており、高く評価できる。 
論文や学会発表などの研究成果の発表がよく行われており、一般へ向けての情報

発信も報道機関を通じてなされている。 
○低温下におけセルロースの分解状態の把握、DHS における食物連鎖による低汚泥

発生現象の把握など新しい知見が多く得られている。 
○設定した目標を達成するため SS 除去に必要な砂濾過を付加した上ではあるが標

準活性汚泥法と比較した削減目標を達成している。エネルギー消費量や CO2 発生量、

汚泥発生量では十分な削減効果を得られている。論文発表等の成果の公表の努力も

十分である。 

○NEDO の所期の省エネ化の目標は達成されており、技術的にも極めて水準は高い

といえる。投入予算以上の成果が得られたと言える。 
 
 ＜問題点・改善すべき点＞ 
●小規模活性汚泥法の最新の技術情報もきちんと把握して、それとの比較を建設費、

維持管理費、維持管理の難易、環境影響などあらゆる視点から行ったうえでのユー

ザーへの情報提供はまだ十分ではないように思われる。 
●特許等の知的財産の事業化戦略における有効性がやや不明確と思われる。また、

成果の受取手に対しては、技術導入のメリットとなる開発技術のアピール点をより

分かりやすく説明することが今後必要と思われる。 
●目標値との比較において対象とした 10,000m3/d 未満の標準活性汚泥法における

消費エネルギーや汚泥発生量のデータは統計上の平均値であると思われるが、この

場合、用いられている技術の内容がどのようなものなのか明確となっていない。活

性汚泥法においても、酸素の溶解効率向上等の省エネルギー化技術の開発やその導

入が進められているので、最新技術との比較検討も必要である。 
●設備投資に対する経済計算の根拠が不明である。DHS は、標準活性汚泥法と比べ

て、処理槽の容積が数倍大きくなる結果となっている。充填材の支持法、水利学的

最適形状などを考慮した概念設計の基に、スケールメリットを含めて、経済性のポ

ジションを明確にしておくべきと考える。 
●SS 除去のため活性汚泥法では高度処理に相当する砂濾過を付加する必要がある

ため、処理に直接必要な施設の占用面積や建設費の増加分が本法の弱点とならない

ように経済面を含めたシステムを総合評価する必要があろう。 
●特許化・論文化を更に図るとよい。 
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＜その他の意見＞ 
・本技術開発の成果の産業界や社会一般への情報発信を今後積極的に展開していた

だきたい。 
・本システムの要素技術、組合技術は、元来、新規性が少ない。特許出願件数が少

なくなるのは止むを得ないが、ノウハウの保持とその継承が重要と考える。 
・開発途上国向けの啓発を強化するとよい。 
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４）実用化、事業化の見通しについて  

産業廃棄物の約 44％を占める汚泥の発生の大幅な低減が可能であり、かつ、

生物処理による曝気動力の大幅な削減と、それらに伴う地球温暖化ガス排出量

の削減を可能にする排水処理システムに対する潜在市場ニーズは大きい。比較

的小規模の国内産業排水処理の分野では、標準化・ユニット化により、かつて

多くの浄化槽が普及したように事業化が進む可能性がある。また大規模の生活

排水処理（下水道等）においても複数の系列の一部の増設に、本システムを導

入することにより実績を積める可能性がある。 
しかし、事業化に至る道筋は必ずしも具体的とは言えない。実用化を促進す

るため、産業排水処理・下水処理等における国内外での技術普及の具体的実施

シナリオを示す必要がある。産業界への普及という点では、もっと多くの具体

的な業種や排水の種類を挙げると分かりやすい。また、より多様な廃水に対す

る処理が可能となるよう、窒素またはりんの除去処理にも取り組むことを希望

する。 
 
＜肯定的意見＞ 
○適用可能性は、具体的な廃水を想定しての実験も実施しており明確である。波及

効果としては、とくに海外での展開のなかで、経済的な点で期待できる。 
○水処理プロセスとしての建設コストおよびエネルギー消費や汚泥処理費の削減に

よる運転コストの低下を可能としたことから、産業技術として広く適用される可能

性は高いと評価できる。今後も継続して企業内開発や実用化のための助成金等によ

る開発を進めることによって、さらに高い経済効果や社会的効果を得ることが期待

できる。 
○国内産業廃水に対する導入を図るという実用化への取り組みの明確な方向性が示

されている。また、本事業での開発技術の導入を進めるために新たな研究開発プロ

ジェクトに参画する等の具体的な活動がなされている。 
○(1)産業廃棄物の約 44％を占める汚泥の発生の大幅な低減が可能であり、かつ、生

物処理による曝気動力の大幅な削減と、それらに伴う地球温暖化ガス排出量の削減

を可能にする排水処理システムに対する潜在市場ニーズは大きい。 
(2)前段の無加温嫌気性処理プロセスと後段の DHS プロセスの各単位操作を、単独、

あるいは他の技術と組合せて使うことによる上記効果も期待できる。 
○比較的小規模の国内産業排水処理の分野では、標準化・ユニット化により、かつ

て多くの浄化槽が普及したように事業化が進む可能性がある。また大規模の生活排

水処理（下水道等）においても複数の系列の一部の増設に、本システムを導入する

ことにより実績を積める可能性がある。 

○本無曝気・省エネルギーシステムは実用化技法として意義あるもので、ロードマ

ップもしっかりしているといえ、波及効果も大きいものといえる。 
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＜問題点・改善すべき点＞ 
●産業界への普及という点では、もっと多くの具体的な業種や排水の種類を挙げる

と分かりやすい。 
●事業化による経済効果は明確であると思われるが、事業化に至る道筋は必ずしも

具体的とは言えない。産業排水処理・下水処理等における国内外での技術普及の具

体的実施シナリオを示し、今後の実用化を促進する必要があると思われる。 
●有機性汚濁成分の除去を対象とするのみならず、窒素または窒素およびりんの除

去は今後種々の廃水で強く要請される事項なので、より多様な廃水へ適用性を広げ

るためにも、本事業での技術をベースとした窒素処理または窒素およびりん処理へ

の技術的な対応を今後の研究開発で取り組んでいくことが望まれる。 
●(1)本開発システムの適用マーケットが明確でない。(2)産業排水への実証試験には、

紙パ、食品、石油化学などの排水を選ぶべきであった（フェノール：汎用的でない。

染色排水：3 次処理のウエイトが大きい）。 
●実用化に向けては停電、流入水質異常、運転ミス等の事故時の対応と処理水質の

回復などの運転ノウハウを確立することが必要であろう。またスポンジの寿命（交

換のタイミング）など長期間運転した実績がなければ把握できない点を検証するこ

とは重要である。 
●UASB、DHS のイニシャルコストをいかに低減させるかについて努力するとよい

といえる。 
 
 ＜その他の意見＞ 
・開発に携わった企業内における技術開発人材の育成、および大学等の共同研究機

関における多くの人材育成に貢献したことが窺え、この点における社会的波及効果

は大きいものがあったと評価できる。 
・本システムの下水処理場等への導入にあたって従来の散水濾床システムが既設さ

れている場合には、設備の全面更新ではなく部分的に既存施設の一部を利用・改造

して本システムを導入するということも考えられる。 
・熱帯地域の開発途上国向けに普及展開を強化するとよいといえる。 
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２．個別テーマに関する評価 
２．１前段嫌気性処理技術の開発 
１）成果に関する評価 

 
＜肯定的意見＞ 
○無加温でも、20℃以下になっても特に手を加えることなく、それなりに安定した

処理が可能であることが実証されている。もちろん加温方式に比べるとその性能自

体は劣るものの、システム全体としてみればそれ以上の省エネ効果を生み出すこと

につながっている。 
○下水の処理がUASBプロセスによって実施できることを立証した研究開発として

評価できる。特に、日本のように熱帯・亜熱帯に比較して気温の低い地域において

も、年間を通して UASB プロセスによる下水処理が可能であることを明らかにした

例等は、これまでにない新規な成果であると評価できる。 
○低水温期を含んで安定的に処理可能な負荷条件等の運転条件や除去速度および保

持汚泥量の変動状況等の装置設計や操作の基礎となるデータが長期的に収集され、

その特性が明らかされている。 
保持汚泥の菌相構造解析を行い、直ちに処理性能の向上や改善が達成されるとはい

えないものの、それに繋がる基礎的な知見として、槽内での有機物分解に寄与する

微生物群に関する知見を得ている。 
○セルロースが低温域で可溶化されていることが解明された意義は、今後、メタン

発酵の適用範囲の拡大に繋がる成果といえる。 
○生活排水（下水）のような低濃度排水に関する嫌気性処理の可能性や低温時にお

ける処理状況などを明らかにし、わが国の状況に技術を適用する際の条件に関する

知見を得たことは本技術の実用化に貢献していると言える。 

 下水の処理が UASB プロセスによって実施できることを立証した研究開発と

して評価できる。低水温期を含んで安定的に処理可能な負荷条件等の運転条件や

除去速度および保持汚泥量の変動状況等の装置設計や操作の基礎となるデータ

を長期的に収集し、その特性を明らかにした。しかも、保持汚泥の菌相構造解析

を行い、槽内での有機物分解に寄与する微生物群に関する知見を得ている。 
しかし、嫌気性処理が安定期に至るまでに相当の期間を要している。また、低

温期における UASB リアクター内へのセルロースの蓄積は UASB プロセスの成

立を困難にする大きな要因となる。これらのプロセス阻害要因をどのように解決

すべきかが今後の課題である。 
更には、実用化する際の設計諸元の決定方法や維持管理指針などは未だ十分と

は言えない。種汚泥の確保の安定方策のマニュアルをつくることを検討してほし

い。 
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○UASB 反応システムにおいて 20℃という低水温で効果的な反応が起こり無曝気

で適正処理が行われ、システムとして適正技術が開発できたといえる。 
 
＜問題点・改善すべき点＞ 
●冬季と夏季でのセルロース解性能の違いは、1 年を通してみれば相補うと言うこ

とであるが、その期間のバランスが重要であると思われる。低温期間が長すぎる場

合の対策や運転管理指標が必要ではないか。これに関連して、いくつかある可溶化

手法についての詳細な検討も必要ではないかと考える。 
●下水のような低濃度廃水の処理では、COD 容積負荷を高く設定することが困難で、

嫌気性汚泥のグラニュール化を促進することは難しい。その結果として、スタート

アップ期間として相当程度長期間を要している。また、低温期における UASB リア

クター内へのセルロースの蓄積はUASBプロセスの成立を困難にする大きな要因と

なる。これらのプロセス阻害要因をどのように解決すべきかについての技術開発が

今後の課題として残されていると思われる。 
●COD 負荷、温度、セルロース含有量の変動の中で、炭素の物質収支から、酸生成

とメタン生成の律速条件の判別が出来るデータの整理が望ましい。 
●運転に関する基本事項に関しては本技術開発で知見を得られつつあるが、実用化

する際の設計諸元の決定方法や維持管理指針などは未だ十分とは言えないのではな

いか。 
●低水温型UASB反応技法においてグラニュールができるまで時間を要することは

当然であるが、本システムを普及する上での種汚泥の確保の安定方策のマニュアル

をつくるとよい。 
 
＜その他の意見＞ 
・下水処理に適用可能な嫌気性処理プロセスを開発することができたことにより、

下水処理プロセスにおける汚泥発生量を大幅に削減することを達成した開発の成果

は特に高く評価できる。 
・分子生物学解析結果を含め、特許化・論文化を更に図るとよい。 
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２） 今後に対する提言 
 温度や異なった流入排水の負荷濃度などに対してどのような設計を行うかなど

設計面のノウハウの蓄積が必要と考える。現場で運転状況をモニタリングし、対応

が取れるような簡易な指標（例えば槽鉛直方向の一定の高さにおける SVI など）

を確立しておくことが本技術の普及の上で重要であろう。こうした知見を踏まえ、

本技術を普及させてゆく際には維持管理マニュアルの作成などが望まれる。 

 
＜今後に対する提言＞ 
・低温期における嫌気性処理におけるセルロース残留の問題をいかに解決し、かつ

UASB リアクターにおける嫌気性汚泥のグラニュール形成をいかに促進するかにつ

いて、今後さらに微生物工学的な技術の開発を行っていただきたい。 
・開発途上国での運転も視野に入れた運転管理指標の策定が望まれる。 
・本技術開発で得られた知見等にさらに情報を付加し、温度や異なった流入排水の

負荷濃度などに対してどのような設計を行うかなど設計面のノウハウの蓄積が必要

とされる。 

 現場で運転状況をモニタリングし、対応が取れるような簡易な指標（例えば槽鉛

直方向の一定の高さにおける SVI など）を確立しておくことが本技術の普及の上で

重要であろう。こうした知見を踏まえ、本技術を普及させてゆく際には維持管理マ

ニュアルの作成などが望まれる。 
・本無曝気・省エネルギーシステム普及と整備方策を運転パラメータに基づき汎用

的マニュアル化を図り構築するとよい。 
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２．２後段好気性処理技術の開発 

１） 成果に関する評価 

 
＜肯定的意見＞ 
○リアクター内スポンジの微生物保持効果が大きく、かつ酸素供給機能も十分備え

ていることから好気性処理が可能なことが実証されている。 
○UASB 嫌気性処理の後段処理として DHS リアクターによる好気性処理を行うこ

とには高い合理性が認められる。また、エネルギー非消費型でかつ汚泥発生量のほ

とんどない好気性水処理を達成した開発の成果も高く評価できる。これらは、長年

に亘る基礎研究の成果に基づいて本開発がなされたことによると考えられ、単に散

水ろ床の単体を合成スポンジに変えたことによる成果ではない。また、本方式によ

る下水処理性能をパイロット規模プラントで実証した点も高く評価することができ

る。 
○無曝気かつ無加温操作で DHS 槽が下水の UASB 槽による処理水を安定的に好気

処理可能であることを実証し、BOD 容積負荷や必要な塔高等の設計や操作のための

基本データが得られている。 
DHS 槽内の担体の流下方向における微生物群集解析や生息する微小生物の観察を

行い、槽内での浄化の機構や汚泥発生が極めて少ない原因を明らかにしており、学

術的にも意義がある。 
○余剰汚泥の発生量を大幅に低減可能な、食物連鎖を幅広く活用できる担体の開発

の意義は大きい。 
○カーテン型担体に比較してキューブ型担体が開発されたことにより安定した水質

 微生物保持効果が大きく、かつ酸素供給機能も十分備えた、耐久性のある担

体を開発・導入したことで、エネルギー非消費型でかつ汚泥の発生がほとんど

ない、安定した好気性水処理を達成したことは高く評価できる。また、本方式

による下水処理性能をパイロット規模プラントで実証した点も高く評価でき

る。 
DHS 槽内の担体の流下方向における微生物群集解析や生息する微小生物の

観察を行い、槽内での浄化の機構や汚泥発生が極めて少ない原因を明らかにし

ており、学術的にも意義がある。 
しかし、DHS リアクターへの流入 SS が高濃度となる際のリアクター流出 SS

の上昇をいかに抑制するかは、今後の研究課題と考える。比較のために、DHS
槽と既存の類似プロセスである散水ろ床の槽容積あたりの効率や処理速度の相

違が数値化されていることが望まれる。スポンジに比べて保護材のネットリン

グが高価ということから、コスト低下に努力することが普及・展開を図る上で

重要といえる。 
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と耐久性が確保された点は評価できる。またｋLa も活性汚泥法以上に大きく、本シ

ステムと類似した処理方式である従来型散水濾床法と比較して格段に処理効率が良

いと考えられる。 

○DHS システムにおいて多孔発泡体ポリウレタン（スポンジ）を導入したことで硝

化効率も高く、生物膜を捕食する高次動物の機能が発揮され所期の目標が達成でき

たといえる。 
 
＜問題点・改善すべき点＞ 
●SS 除去に関して難点があるのでその改善策が欲しい。もっとも、砂濾過を設置す

ることで補完しているが、できれば砂濾過はない方が好ましいし、同じ濾過でも他

の方式を検討するのも一つと思われる。 
●DHS リアクターへの流入 SS が高濃度となる際のリアクター流出 SS の上昇をい

かに抑制するかは、今後の研究課題と考えられる。後処理としての砂濾過プロセス

の導入が必須と思われるが、国外への技術普及のためにはできるだけシンプルなプ

ロセス構成や電力を要するプロセスをできるだけ少なくすることが求められる。そ

のために、DHS プロセスにおける SS 補足やプロセス内での自己消化などについて

今後検討を行うことが必要と思われる。 
●比較のために、DHS 槽と既存の類似プロセスである散水濾床の槽容積あたりの効

率や処理速度の相違が数値化されていることが望まれる。 
●開発途上国で DHS を使う場合、同類の競合技術の充填材（鹿沼土など）と比べ

た場合の比較検討を行っておくことが大切と考える。このことにより、優位性と劣

勢を認識し、今後の、技術改良、市場開拓につないでいくことができる。 
●本技術で用いている担体耐用年数やコスト、海外で用いる場合にはその入手ルー

トなどの点で検討すべき課題はあると考えられる。 

●スポンジに比べて保護材のネットリングが高価ということから、この多量生産・

コスト低下に努力することが普及・展開を図る上で重要といえる。 
 
 ＜その他の意見＞ 
・（初発濃度、温度などを変動因子とし、充填材閉塞あるいは系の崩壊に対する BOD
負荷許容値の把握が必要と考える。 
・温暖な開発途上国へ本技術を適用する際には保健担当者との情報交換の上、風土

病などへの配慮が必要となろう。例えば巻き貝を中間宿主とする住血吸虫症が存在

する地域の場合、DHS 中に巻き貝の繁殖がみられるかなどの観察も必要になろう。 
・チョウバエ等、巻貝類等の高次動物が発生すると考えられるので、特に衛生害虫

の昆虫対策として飛散防止ネット設置等も考慮しておくとよいと考えられる。 
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２） 今後に対する提言 
 インドでの６年間の運転実績を十分に分析し、その経験をフィードバックして行

くことが望ましい。窒素除去性能のアップおよびリン除去のための付加的方法・付

加的プロセスについても、今後の進展を期待したい。 
ランニングコストについては問題ないといえるが、イニシャルコストをいかに低

減するかが重要である。 
 
＜今後に対する提言＞ 
・DHS プロセスにおける栄養塩除去に関する研究が今後必要ではなかろうか。すで

に、硝化・脱窒についてのデータを得ているとのことであるが、窒素除去性能のア

ップおよびリン除去のための付加的方法・付加的プロセスについても、今後研究開

発の進展を期待したい。 
・保持汚泥量やハンドリング性といった利用段階での特性からキューブ型担体のひ

とつを選定したが、今後は、担体コストの低減に向けた材質や形状等についての検

討も望まれる。 
・インドでの６年間の運転実績を十分に分析し、その経験をフィードバックして行

くことが望ましい。 

・ランニングコストについては問題ないといえるが、イニシャルコストをいかに低

減するか重要といえよう。 
無曝気で空気中の酸素を自然の力でスポンジに取り込んで生物浄化を図る効率的

な方法であることの更なる啓発を図ることが重要といえよう。 
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２．３処理システムの開発 

１） 成果に関する評価 

 
＜肯定的意見＞ 
○嫌気生物処理、好気性生物処理という組み合わせは、それぞれの特徴をよく生か

しており、処理効果も目標をほぼ達成している。低温期の性能低下については、砂

濾過で対応するなど処理の安定性をはかっている。 
○本プロジェクトで開発した UASB、DHS、砂濾過を基本構成要素とするトータル

システムとしての下水処理性能が把握できており、その成果も当初の目標を十分に

達成するものであると評価することができる。また、下水のみならず産業廃水や毒

物含有廃水への応答の検討をも行い、トータルプロセスとしての安定性を確認した

点も評価できる。 
○従来の標準活性汚泥法に比較して、同等の処理水質を半日程度の滞留時間で概ね

安定的に達成しつつ、運転時における汚泥発生量、電力消費量ならびに二酸化炭素

排出量を大幅に低減可能であることを実証した点は高い評価に値する。 
○２つの単位操作（無加温嫌気性処理と DHS）がシステムの構成として機能してい

ることが明確である。一方では、各、単位操作の単独使用、他技術との組合せの可

能性も示唆された。 
○エネルギー消費量やCO2排出量の削減量が各操作ごとに標準活性汚泥法との比較

で明示されており、説得力がある。また SS 等除去のための砂濾過技術の基礎開発も

付帯的に行っており評価できる。 
○UASB・DHS システムについては下水等を対象とした排水を無曝気・省エネ方式

で処理する効果的処理システムであるといえる。 

本プロジェクトで開発した UASB、DHS、砂濾過を基本構成要素とするトータ

ルシステムとしての下水処理性能が把握できており、当初の目標を達成した。ま

た、下水のみならず産業廃水や毒物含有廃水への応答の検討をも行い、トータル

プロセスとしての安定性を確認した点も評価できる。標準活性汚泥法に比較し

て、同等の処理水質を半日程度の滞留時間で概ね安定的に達成しつつ、運転時に

おける汚泥発生量、電力消費量ならびに二酸化炭素排出量を大幅に低減可能であ

ることを実証した点は高い評価に値する。 
 しかし、冬季における UASB リアクターの性能維持、特にセルロース分解活性

の維持について、まだ十分に確立した方法が見出されていない。また、運転初期

の運転マニュアルの適正化が必要といえる。 
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＜問題点・改善すべき点＞ 
●冬季における UASB リアクターの性能維持、特にセルロース分解活性の維持につ

いて、まだ十分に確立した方法が見出されていないように思われる。この点の技術

開発を今後推進する必要があると思われる。 
●砂濾過を追加することにより、低水温期等にも良好な SS 濃度を得ることができ

ている。しかし、これは既存の砂濾過の特性を考慮すれば当然の結果であると言う

こともでき、本事業での所定の目標は達成しているところではあるが、あえて言う

ならば、砂濾過の設置なしでも標準活性汚泥法並みの水質が得られるような DHS
槽の技術的課題克服が望まれる。 
●最終処理水の SS 低減を図るために複層濾過が採用されている。これに限定され

ることなく、放流水の基準値、再利用の用途などに合った単位操作を選択すべきで

ある。 
●本開発では活性汚泥法と同等の処理水質を確保する際には後段の DHS の後に砂

濾過を付加する必要があるため、コストや設置面積の増加などが懸念材料となる。

前段の UASB から発生し、より強い温室効果をもつメタンガスの有効活用がなされ

ないと、たとえ CO2 発生量が削減されても環境面へのインパクトは低減できない。

総合評価を行う際には、発生したメタンガスの利活用設備の設置コストまで含めた

議論が必要になろう。 

●本システムで冬場の低水温期に処理能力の低下が初年度認められることから、運

転初期の運転マニュアルの適正化が必要といえる。 
 
＜その他の意見＞ 
・15℃とか 10℃以下となる期間が長く続く場合など、今回の実証実験よりも温度環

境が悪い場合の対策とか応急措置など運転マニュアルがあると安心できる。 
・二酸化炭素排出量について処理システム総体としての LCA に基づく評価を行ない、

それに基づく既存の水処理プロセスとの比較を行って、二酸化炭素削減量を評価す

ることが必要と考えられる。 
・水質に関わる処理性能のみでなく、DHS プロセスでは、既存の類似プロセスであ

る散水ろ床法が有していたろ床ばえのような昆虫類の発生や臭気等の問題について、

発生の有無や程度、その技術的対策と効果等に関する記述があることが望ましい。 
・高水温期の処理水質は良好で砂濾過は不要とのことであるが、流入水の変動等に

より処理水質が悪化して砂濾過が必要になることがあるか、安全面での検討があれ

ば良いと考えられる。 

・SS 対策上砂濾過付加施設の組み込みを適正化（砂以外の適正ろ材も含め）した運

転システムを地域特性に応じて対応するマニュアルを構築するとよい。 
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２） 実用化、事業化の見通しについての評価 
 主要な下水処理法である標準活性汚泥法と比較して、エネルギー消費量、二酸化

炭素排出量および汚泥処理コストの大幅な削減が可能であることを、トータルプロ

セスとして実証したことは評価できる。国内では、寒冷地を除いた中・小規模産業

排水処理への適用の可能性があり、海外では、低緯度開発途上国を中心に、下水、

産業排水処理への適用の可能性が有ると考える。 
しかし、本システムを事業化し、普及させる場合には、本システムが標準活性汚

泥法以外のシステムも含めた代替案の中で、比較優位に立つ条件を整理する必要が

ある。更には、プラント建設コストの低減のため、課題抽出を行い、対策を具体化

することが必要である。 
また、SS 対策上砂濾過付加施設の組み込みを適正化（砂以外の適正ろ材も含め）

した運転システムを地域特性に応じて対応するマニュアルの構築を希望する。 
 
＜肯定的意見＞ 
○本システムは、細かなノウハウはあるにしても、いわゆる先端技術ということで

もない。しかし、標準活性汚泥法と比較して、処理水質では遜色がないうえに、エ

ネルギー、CO2，汚泥発生量の削減と言う面では格段に優れているということから

需要も多く、実用化、事業化は明るい見通しといえる。 
○従来の主要な下水処理法である標準活性汚泥法に比較して、エネルギー消費量、

二酸化炭素排出量および汚泥処理コストの大幅な削減が可能であることを、トータ

ルプロセスとして実証しており、本開発プロセスは実際のエネルギー消費の削減お

よび環境保全の観点から実用性の高いプロセスであり、将来の事業化については高

い可能性を有すると評価できる。 
○国内産業廃水に対する導入を図るという実用化への取り組みの明確な方向性が示

されている。また、本事業での開発技術の導入を進めるために新たな研究開発プロ

ジェクトに参画する等の具体的な活動がなされている。 
○(1)国内では、寒冷地を除いた中・小規模産業排水処理への適用の可能性があると

考える。(2)海外では、低緯度開発途上国を中心に、下水、産業排水処理への適用の

可能性が、有ると考える。 
○小規模な産業排水処理等においては、本システムを単独で用いると考えられるの

で、普及のためには設計の標準化やユニット化を行えばコストダウンにより事業化

の可能性が高くなろう。また大規模な下水処理などにおいては、多系列あるうちの

一部を本システムで置き換える、増設の際に本システムを導入するなどの方向で整

備すれば、より安全性が高まると考えられる。上記の弱点である砂濾過施設の導入

も、既存の施設との連携運転により不要になる場合も考えられる。さまざまな状況

を想定し、安全性の高い状況から徐々に事業化を図って行くことが望ましいと考え

られる。 
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○本システムは内外において、省エネの必要とされる社会的要請に対応するもので、

実用化上・事業化上適正に推進できるものといえる。 
 
 ＜問題点・改善すべき点＞ 
●処理水の大腸菌群数が比較的高いことから、消毒プロセスを付加する必要性があ

ることは、一般に用いられている活性汚泥法と同じと考えられる。また、3 機関で

なされた研究のそれぞれの関連性が必ずしも明確ではなく、全体がひとつの開発研

究として統合化されていない点が気になる。 
●運転コストが小さいことは容易に推察されるが、装置の建設コストの程度やその

低減に向けた課題抽出と対策の方針が具体化されることが望まれる。 
●(1)下水道への普及に当たっては、浄化槽代替えの可能性は経済性から低いと考え

る。 
(2)小規模地域下水道への適用に当たっては、維持管理の容易性、景観に対する優位

性の説明が重要になる。 
●本システムを事業化し、普及させる場合には、他の代替システムとの間で総合的

な比較をする必要がある。省エネルギー型が特徴の本システムが、標準活性汚泥法

以外のシステムも含めた代替案の中で、どのような場合に比較優位に立てるかの条

件を整理する必要がある。 

●イニシャルコストの低減化を図り、原水性状に応じた管理条件の汎用化を図ると

よい。 
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３）今後に対する提言 
 第三者機関による経済評価と、商品化のための課題抽出が重要と考える。実用化、

普及に向けたシナリオ策定と実施状況のモニタリング、関連情報の開示も重要と考

える。 
本技術を開発途上国の生活排水処理等に適用する場合、同じく無曝気の処理方式

である安定化池法との比較で優劣を競う可能性が考えられる。その場合、土地の省

スペース化や、砂濾過を付けた場合の水質の良さなどのメリットと、建設費の高さ

というデメリットを整理し、競い合えるよう戦略を立てておく必要があろう。 
 
＜今後に対する提言＞ 
・曝気方式の標準活性汚泥法が今回の比較対象になっているが、好気性処理にも多

種多様な方法があり、そのなかにはより競合するものがあると思われる。あらゆる

状況を想定しての情報の整理も必要である。 
・汚泥の嫌気性消化槽を付設するのであれば、砂濾過逆洗汚泥の消化処理をも兼ね

るなどの、今後さらに広い視点でプロセスの総合化がなされることを期待したい。 
・下水のような性状の廃水であれば、UASB を経由した後の DHS 槽において、低

水温期を除けば概ね十分な硝化の進行が実証されたので、適用可能な廃水性状を拡

大するためにも、システム内での窒素処理への技術的対応を今後図っていくことが

望まれる。 
・(1)第三者機関（例：コンサルタント）による経済評価と、商品化のための課題抽

出が重要と考える。(2)実用化、普及に向けたシナリオ策定と実施状況のモニタリン

グ、関連情報の開示が重要と考える。 
・本技術を途上国の生活排水処理等に適用する場合、活性汚泥法との比較ではなく

本法と同じく無曝気の処理方式である安定化池法との比較で優劣を競う場合がある

と考えられる。その場合土地の省スペース化や、砂濾過を付けた場合の水質の良さ

などのメリットと、建設費の高さというデメリットを整理し、競いあえるような戦

略を立てておく必要があろう。 
・開発途上国に対して地球温暖化対策技法として CDM を考慮したシステムの特徴

を啓発・政策提言するとよいといえる。また、標準活性汚泥法のみならず高度 N・

P 除去活性汚泥システムと比較評価し、閉鎖性水域対策の効果も試算するとよいと

いえる。 
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３．評点結果 
３．１プロジェクトに全体に対する評価 

 
  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜判定基準＞ 
(1) 事業の位置付け・必要性について  (3) 研究開発成果について 

・非常に重要         →A  ・非常によい         →A 
・重要            →B  ・よい            →B 
・概ね妥当          →C  ・概ね妥当          →C 
・妥当性がない、又は失われた →D  ・妥当とはいえない      →D 

(2) 研究開発マネジメントについて   (4) 実用化、事業化の見通しについて 
・非常によい         →A  ・明確            →A 
・よい            →B  ・妥当            →B 
・概ね適切          →C  ・概ね妥当であるが、課題あり →C 
・適切とはいえない      →D  ・見通しが不明        →D 

2.0

2.7

2.7

2.7

0.0 1.0 2.0 3.0

(4) 実用化、事業化の見通しについて

(3) 研究開発成果について

(2) 研究開発マネジメントについて

(1) 事業の位置付け・必要性について

平均値

評価項目 平均値

(1) 事業の位置付け・必要性について 2.7 A B A A B A
(2) 研究開発マネジメントについて 2.7 A A B B A A
(3) 研究開発成果について 2.7 A A A B B A
(4) 実用化、事業化の見通しについて 2.0 A B B C C A

（注）　A=3、B=2、C=1、D=0　として事務局が数値に換算し、平均値を算出。

素点 (注）
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３．２個別テーマに対する評価 
３．２．１ 前段嫌気性処理技術の開発 

 
 
 
 
 
 
３．２．２後段好気性処理技術の開発 
 
 
 
 
 
 
３．２．３処理システムの開発 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

2.5

0.0 1.0 2.0 3.0

研究開発成果　　　　　　　　　

平均値

2.2

2.0

0.0 1.0 2.0 3.0

実用化、事業化の見通し

研究開発成果　　　　　　　

平均値

2.7

0.0 1.0 2.0 3.0

研究開発成果　　　　　　　

平均値

平均値

1.  前段嫌気性処理技術の開発

研究開発成果　　　　　　　　　 2.5 A B A B B A
2. 後段好気性処理技術の開発

研究開発成果　　　　　　　　　 2.7 A A A B B A
3. 処理システムの開発

研究開発成果　　　　　　　　　 2.0 A B B C C A
実用化、事業化の見通し 2.2 A A B C C A

（注）　A=3、B=2、C=1、D=0　として事務局が数値に換算し、平均値を算出。

個別テーマ 素点　（注）
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＜判定基準＞ 
(1) 研究開発成果について       (2) 実用化、事業化の見通しについて 
・非常によい         →Ａ  ・明確            →Ａ 
・よい            →Ｂ  ・妥当            →Ｂ 
・概ね妥当          →Ｃ  ・概ね妥当であるが、課題あり →Ｃ 
・妥当とはいえない      →Ｄ  ・見通しが不明        →Ｄ 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 



 

 

 

 

 

 

「無曝気・省エネルギー型次世代水資源循環技術の開発

プロジェクト」 

 

 

 

 

 

事業原簿 【公開】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当部 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

環境技術開発部 
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概 要 

作成日 平成 21 年 9 月 

プログラム名 省エネルギー技術開発プログラム 

事業(プロジェクト名) 無曝気・省エネルギー型次

世代水資源循環技術の開発

PJ コード Ｐ０６０３９ 

事業担当推進部室・担当者 環境技術開発部 

０．事業の概要 

 

廃水処理技術におけるエネルギー消費量および汚泥発生量をともに

70％以上削減しながら従来と同等の水質を得ることができる廃水処理シ

ステムを開発し実証するために、3 年間にわたってプロジェクトを実施し

た。これまでに行ってきた種々の基礎研究を踏まえて、初年度にプロトタ

イプとして霧島市国分隼人クリーンセンターに 50m3/d 規模の実証試験装

置を設計、製作した。2 年目には、装置運転、データ採取および検討、基

礎試験結果を踏まえた装置の改良、システムを完成するための後処理

（SS 処理）についても並行して実施した。3 年目には、装置・システムの仕

様を決定し一定の条件下で、年間の水質・温度等の変動に対応したデ

ータ採取、負荷変動試験などを実施した。以下事業の概要について記

載する。 

前段嫌気性処理に関する研究開発 

前段嫌気性処理に関する研究開発では、比較的低い濃度の廃水をエ

ネルギー消費および汚泥発生量を抑えて処理するために、嫌気性処理

技術のなかから UASB（Up-flow Anaerobic Sludge Blanket）法を採用し

た。UASB はこれまで BOD 濃度が数千 mg/L の高濃度廃水を高速処理

するために用いられてきたが、ここでは、BOD 濃度が低く、SS の割合が高

い廃水を対象に、無加温で処理できる条件を確立し、適用範囲を大幅に

広げることを目的として検討した。実験室規模での無加温における有機

物分解特性の評価では、下水中のトイレットペーパーに起因する繊維類

の分解特性や分解に関与する微生物について解析し、水温と分解速度

の関係を明らかにした。あわせてパイロットプラント内の微生物についても

解析し、年間の動態を明らかにした。嫌気性廃水処理プロセスの制御法

の研究では、ラボプラントを用いて、下水を処理し、低水温時の分解状況

と汚泥の有機物分解活性を明らかにした。また、UASB 内汚泥の保持量

を調べ、その消長を明らかにした。 

後段無曝気好気性処理に関する研究開発 

後段無曝気好気性処理に関する研究開発では、スポンジを担体として

用 いた 散 水 ろ 床 型 の 生 物 反 応 器 で ある Ｄ Ｈ Ｓ （ Down-flow Hanging 

Sponge reactor）を採用した。この装置の処理特性は、スポンジ担体の特

性によるところが大きい。そこで、5 種類の担体を用いてその特性を評価

し、キューブ型担体が総合的に優れていることを明らかにした。ＤＨＳ基礎
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技術研究では、キューブ型担体の一種である G3-2 の先行試験を行い、

一定の性能を有することを明らかにした上でパイロットプラント実験に反映

した。また、スポンジのセルサイズによる汚泥捕捉能力の違いや酸素供給

能力の違いを明らかにした。さらにＤＨＳ内の原生動物や細菌類の縦方

向の分布等についても計測を行い、活性汚泥法との違いを明らかにし

た。 

廃水処理トータルシステムの開発 

廃水処理トータルシステムの開発では、UASB-DHS の組合せで、下水

道放流基準を満たす水質を確保できることが明らかとなった。しかしなが

ら、比較対象となる活性汚泥法に比べて、処理水 SS の除去性能が必ず

しも優れていないことから、砂ろ過を組合せることでほぼ同等の水質が確

保できることを実証した。さらに年間の水質データ、エネルギー消費のデ

ータおよび系内の汚泥収支のデータを採取し、これを解析してエネルギ

ー消費量、CO2 発生量、汚泥発生量、処理水質等を算出し本処理シス

テムの評価を行った。 

下水処理分野への適用に関する研究開発では、処理水 SS 濃度を改善

するための砂ろ過装置に関する検討を実施し、比較的粒形の大きい

1.8mm 程度の粒径のものが閉塞等のトラブルに対応しやすいこと、処理

水 BOD 濃度が高くなると圧力損失が増大するなどの特性を明らかにし

た。初年度よりラボスケールのＵＡＳＢ－DHS の実験装置を製作し、人工

下水を用いてｐH５の酸性下水、ｐH９のアルカリ下水およびフェノール含

有の悪質下水に対する適応実験を実施し、処理水質に影響がないことを

明らかにした。また、小規模下水へ導入した場合のケーススタディを実施

し、活性汚泥法に比べて、コスト削減が可能であることを明らかにした。 

システム普及促進のための研究では、有効な処理技術が求められてい

る染色廃水とフェノール廃水を選定し、本システムが有望であることを明ら

かにした。また、パイロットプラントにおける大腸菌群数の挙動やスポンジ

に固定された微生物の酸素利用速度を明らかにした。 

Ⅰ．事業の位置付け・必要

性について 

 

【NEDO関与の意義について】 

好気性微生物を利用した廃水処理技術である活性汚泥法は、処理水

質は比較的良いが、曝気動力が所要動力の半分以上を占めるほど大き

いことや、大量に発生する余剰汚泥の処理のために膨大なエネルギーを

必要とするなどの欠点がある。これに対し嫌気性生物処理法は、所要動

力が少なく汚泥発生量も少ないが、処理水質の面や、処理速度が遅いた

め滞留時間が長くなり処理設備が大きくなること、嫌気反応槽の加温が必

要になる場合があるなどの欠点もある。 

我が国では、有機物濃度が低い生活系廃水等の処理には、活性汚泥

法が採用される場合が多く、処理に大量のエネルギーが消費されている。

一方で、有機物濃度が比較的高い食品産業等の廃水処理には、嫌気性
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処理であるＵＡＳＢ法（上向流嫌気性汚泥床法）が採用され、メタンガス回

収も含めた省エネルギー化が図られている。しかしながら、嫌気性処理の

みでは処理水質が放流基準に達しない場合が多いため、後段に曝気エ

ネルギーを必要とする活性汚泥処理プロセスを設ける必要がある。このよ

うに、処理システム全体として省エネルギー型の廃水処理技術はいまだ

に確立されておらず、「省エネルギー技術開発プログラム」の一環として本

課題の解決に取り組む必要がある。 

本事業では、所用動力が少なく、汚泥発生も少ない嫌気性処理法の

利点と、良好な処理水質が得られる好気性処理法の利点の双方の特長

を有し、かつ双方の欠点を克服し、省エネルギー性に優れた廃水処理技

術の開発を行う。また、本プロジェクトにおいて省エネルギー型処理技術

を確立させた後、海外においても本技術を広く普及させることで、グロー

バルな省エネルギーを進めることもできると考えられる。 

このような技術開発は、単独研究機関により取り組むことは困難である

ことから、例えば、低濃度廃水の無加温処理を目的とした嫌気性反応槽

の最適化、低コストで処理水質が優れた無曝気好気処理槽の最適化、処

理水の衛生学的安全性評価、保持微生物叢の評価、システム全体の安

定性を維持し、かつ悪臭等の２次公害を発生しないためのシステム技術

開発など、個々の技術を開発する研究機関がチームとして取り組むことに

より実施することが望ましい。このように微生物機能の解明、技術開発に

関わる研究機関と、開発技術の事業化が可能な企業が参画し、共同研

究開発体制を構築するためには、産学官連携による技術開発体制の確

立が不可欠である。このためには、チームとして研究開発集団を纏め上げ

るリーダシップ、多額の費用、一定の研究期間が必要となることから、国家

的なプロジェクト型研究開発が最も適している。 

下水や廃水の処理という「公共財的性格を有する財・サービス」の提供

を目的とした本技術開発の成果は、我が国の廃水処理における、省エネ

ルギー対策にも大きく貢献しうることから、NEDO・国の関与は妥当と判断

できる。 

開発技術の適用範囲は、有機物系の各種産業廃水から生活廃水に

至るまで広い範囲が想定され、実用段階における費用対効果は十分に

期待できると推定される。以上のように、省エネルギーならびに環境負荷

低減という国家的見地からの要望を満足する成果が期待できる。 

 

【実施の効果について】 

本事業は、廃水処理分野における喫緊の課題である省エネルギー性

の向上と放流水質の安全性、さらにトレードオフとなりがちな低コスト化を

両立させることでより確実な省エネルギー成果の確保を狙うものである。 

本事業の成果は、国内のみならず、まだ下水道の整備が進んでいない

ODA 対象国などおいて、実効を発揮することが期待される。 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

【事業の目標】 平成２０年度において、廃水処理システム全体として以下の性能を達成

することを目標とする。 

・エネルギー消費量：標準活性汚泥法に対して７０％削減。 

・二酸化炭素排出量：標準活性汚泥法に対して７０％削減。 

・汚泥発生量：標準活性汚泥法に対して７０％削減。 

・処理水質（ＢＯＤ、ＳＳ、大腸菌群数）：標準活性汚泥法と同程度。 

設定根拠は以下の通りである。 

・消費エネルギー：曝気ブロアが不要、 

汚泥処理に必要なエネルギ－低減 

・CO２排出量：同上 

・汚泥発生量：嫌気性処理により汚泥発生量低減 

・処理水質：嫌気-好気処理、高濃度微生物保持 

【事業の計画内容】 主な実施事項 Ｈ１８ｆｙ Ｈ１９ｆｙ Ｈ２０ｆｙ  

前段嫌気処理に関する研究開発     

後段無曝気好気性処理に関する研究開発     

廃水処理トータルシステムの開発     

下水処理分野への適用に関する研究開発     

嫌気性処理技術の動向と国内産業における適

用性総合調査研究 

    

 

成果とりまとめ     

会計・勘定 Ｈ１８ｆｙ Ｈ１９ｆｙ Ｈ２０ｆｙ 総額 

特別会計 ７１ ８４ ６６ ２２１

企業 ７１ ８４ ６６ ２２１

【開発予算】 

（単位 百万円） 

総予算額 １４２ １６８ １３２ ４４２

経産省担当原課 経済産業政策局 産業施設課 

運営機関 (独)新エネルギー・産業技術総合開発機構 

プロジェクトリ-ダ- (独)産業技術総合研究所評価部首席評価役 中村和憲

共同研究先 三機工業㈱、㈱荏原製作所、(独)土木研究所、 

（財） 造水促進センター 

【開発体制】 

再委託先 （国）東北大学、（国）長岡技術科学大学、(独)国立環境

研究所、(独 )鹿児島工業高等専門学校、(独 )呉工業高

等専門学校 

【情勢変化への対応】 基本計画の変更なし。 
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Ⅲ．研究開発成果について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標に対する成果を以下に示す 

①エネルギー消費量：標準活性汚泥法に対して７０％削減 

パイロットプラントを用いて検討したシステムのうち、最も高度な処理水質

が得られる UASB-DHS-砂ろ過システムのエネルギー消費量を調査した。

統計データより抽出した小規模活性汚泥法（日処理量 10,000m3 未満）と

比較し、水処理に係るエネルギー消費量 73%削減を得た。これにより所期

目標を達成した。 

②二酸化炭素排出量：標準活性汚泥法に対して７０％削減 

パイロットプラントを用いて検討したシステムのうち、最も高度な処理水質

が得られる UASB-DHS-砂ろ過システムの二酸化炭素排出量を調査し

た。統計データより抽出した小規模活性汚泥法（日処理量 10,000m3 未

満）と比較し、水処理に係る二酸化炭素排出量 73%削減を得た。これによ

り所期目標を達成した。 

③汚泥発生量：標準活性汚泥法に対して７０％削減 

パイロットプラントを用いて検討したシステムのうち、最も高度な処理水質

が得られる UASB-DHS-砂ろ過システムの汚泥発生量を調査した。統計

データより抽出した小規模活性汚泥法（日処理量 10,000m3 未満）と比較

し、水処理に係る汚泥発生量 85%削減を得た。これにより所期目標を達成

した。 

④処理水質（ＢＯＤ、ＳＳ、大腸菌群数）：標準活性汚泥法と同程度 

UASB-DHS-砂ろ過処理水質は、BOD 濃度、SS 濃度について下水道水

質基準を満たし、統計データより得られた標準活性汚泥法処理水質と同

等であった。大腸菌群数は、消毒前大腸菌群数について活性汚泥法と

同等以上の水質を確保し、既存の塩素消毒技術での消毒が可能である

ことが示された。これにより所期目標を達成した。 

 

個別研究項目に対する成果概要を以下に示す。 

①前段嫌気処理に関する研究開発 

＜反応槽の設計基準、構造、操作因子に関する研究開発＞ 

○水量 50m3/d（HRT10h）の処理条件で、UASB 槽内汚泥濃度が高くな

った期間（実験経過後 397 日以降）の処理成績（平均値)は 水温

23.8 ℃ 、 CODcr 容 積 負 荷 0.99kg/m3/d 、 CODcr 汚 泥 負 荷

0.09kg/kgMLVSS/d において CODcr 除去率 63.6％、SS 除去率

68.7％の安定した処理結果が得られた。 

    

○水温（20℃以下、20～25℃、25℃以上）ごとに、CODcr 汚泥負荷と流

入水量あたりのガス発生量の関係ついて検討した。その結果、CODcr

汚泥負荷 0.15kg/kgMLVSS/d 以上になるとガス発生量が低下する傾

向にあった。 

○水温 25℃以上において、HRT 4h、6h、8h、10h の運転条件で処理を行
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った結果、CODcr 除去率、処理水 SS 濃度から判断すると、UASB 処理

においては HRT 8h 以上が必要であることがわかった。 

○原水に塩化第二鉄を 2～4mg/l（asFe）添加することで、短期間で汚泥

中の鉄含有率を上げることにより、汚泥の沈降性を改善できることがで

きた。 

＜無加温嫌気処理における有機物分解特性の評価＞ 

○集積培養試験により下水に含まれる固形有機物の分解進行と水温との

関連を調査し、水温 20℃未満で固形有機物の分解速度が大きく低下

することが明らかになった。 

○UASB 槽汚泥のセルロース含量分析により、冬季の水温の低下に伴う

固形有機物の蓄積と夏季の水温上昇に伴う固形有機物分解の進行の

様相を明らかにした。 

○UASB 槽汚泥の汚泥保持能の改善（沈降性向上と保持汚泥濃度の増

加）により、メタン生成細菌の集積化と保持汚泥のメタン生成活性の増

加が生じることを明らかにした。 

○UASB 槽汚泥の菌相構造解析により、下水の常温嫌気分解には、未培

養バクテロイデス門に属する酸生成細菌群と Methanosaeta 属および

Methanobacterium 属のメタン生成細菌群が寄与していることが明らか

になった。 

＜嫌気廃水処理制御方法の研究＞ 

○水温低下時(15˚C 以下)においても、COD 除去率は 59±12%となり処理

性能を維持した。 

○COD soluble は冬 季 では処 理 水 と同 じレベルに達 するのに高 さ

3.25m(HRT:6.5 時間)要したが、夏季で  は高さ 1.25m(HRT:2.5 時間)

で同様のレベルに達することから、冬季では十分な反応時間が確保さ

れることにより、処理水質は維持されることが示された。 

○保持汚泥濃度は運転約 850 日で初期の 9gVSS/L から 23gVSS/L まで

増加した。この結果、汚泥負荷は 0.06 gCOD/gVSS/day の低いレベル

に達した。 

○消化汚泥を植種汚泥とした場合においても、良好なグラニュールが形

成されることが確認された。その結果、SVI は 20〜60mL/gSS を維持し、

良好な沈降性を示した。 

○保持汚泥の平均 VSS/SS 比は冬季に 0.73 と最大になり、夏季には 0.70

と最小となった。またセルロースは冬季に蓄積し、夏季に分解した。未

分解有機物の蓄積は水温低下時に起こり、水温の上昇に伴って分解

することが示唆された。 

 

②後段無曝気好気性処理に関する研究開発 

＜反応槽の設計基準、構造、操作因子に関する研究開発＞ 

○キューブ型 2 種類とカーテン型 3 種類のスポンジ担体の性能調査を行
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った。先行のラボスケール実験（後述＜DHS 基礎技術研究＞）とあわせて

考察したところ、高密度充填仕様キューブ型担体（G3-2）が生物保持量、

施工性の面で優れることが明らかとなった。 

○DHS では 4m 程度の流下長を確保することが望ましく、BOD 容積負荷

は、活性汚泥法と同等程度（0.3～0.8kg-BOD/m3-sponge/day）での設

計が妥当であることが明らかとなった。 

○DHS では余剰汚泥の引抜きは不要であり、UASB 処理水を流入水とす

る場合、流入水の調整（pH、温度など）は必要ないが、DHS 排気ファンお

よびディストリビュータ（散水器）のメンテナンスは必要となることが望まし

い。 

＜ＤＨＳ基礎技術研究＞ 

○DHS 単独での有機物許容負荷を明らかにするため、ラボスケールにお

いて、溶解性有機物であるプロピレングリコール処理実験を行った。COD

容積負荷 4 kg-COD/m3/day（BOD 容積負荷は 2.4 kg-COD/m3/day）

での平均除去率は 95 %以上であった。 

○スポンジによる汚泥捕捉に関する基礎実験を行った。セルサイズが

0.83 mm、1.25 mm のスポンジが汚泥補足に優れることが示された。 

○DHS の総括酸素移動容量係数（KLa）を調査した。15 mm 角スポンジ

KLa は 40.9 h-1、30 mm 角では 20.4 h-1 であることが示された。 

○新規担体である高密度充填仕様キューブ型担体（G3-2）の性能確認

試験を、DHS パイロットプラントによる実証試験に先立って、ラボスケール

において行った。G3-2 担体の保持汚泥濃度は次第に増加し、およそ 27 

g-VSS/L（40 g-SS/L）で安定した。 

○微生物生態学的な視点から DHS を評価するため、前記ラボスケール

DHS リアクターから保持汚泥を採取し、微生物群集解析を行った。高次

の微生物である後生動物、原生動物は、汚泥 1 mg-SS あたりの個体数は

活性汚泥と同程度であった。細菌群集は高さ方向に変化しており、水質

プロファイルを反映する結果を得た。 

 

③廃水処理トータルシステムの開発 

＜トータルシステムの開発＞ 

○システムには実下水を流入させ、処理水量 50m3/d、UASB 水理学的滞

留時間 9.7 時間、 UASB 水面積負荷 0.5m3/m2/時、DHS 水理学的滞留

時間 2.5 時間で運転した。 

○UASB-DHS は BOD の除去に優れるが、水温低下時に SS の除去が不

安定になることが明らかとなった。 

○UASB-DHS-砂ろ過システムで最も高度な水質が得られた。下水道法

における放流水質基準は BOD 15mg/L 以下、SS 40mg/L 以下であり、

H17 下水道統計標準活性汚泥法処理水平均値 は BOD 5.0mg/L、SS 

5.3mg/L である。これに対し、UASB-DHS-砂ろ過処理水は BOD 5.6 
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mg/L、S S 8.0 mg/L であった。 

○UASB-DHS-砂ろ過の汚泥発生量は、下水 1m3 処理あたり 0.043kg-SS

であった。 

○UASB-DHS-砂ろ過における水処理エネルギーは、下水 1m3 処理あた

り 0.097kWh であった。また、汚泥発生量から推定される汚泥処理エネル

ギーは下水 1m3 処理あたり 0.025kWh であった。 

○UASB-DHS-砂ろ過における水処理に伴う二酸化炭素排出量は、下水

1m3 処理あたり 0.054kg-CO2 であった。また、汚泥発生量から推定される

汚泥処理エネルギーは下水 1m3 処理あたり 0.009kg-CO2 であった。 

＜下水処理分野への適用に関する研究開発＞ 

○UASB-DHS 処理水質を低水温時に実験的に悪化させて、DHS 後段処

理としての砂ろ過技術の適用性を検討した。粒径 1.8mm のアンスラサイト

単層砂ろ過でろ過速度 100～200m/d では、DHS 処理水の SS を最大

27mg/L まで増加させても砂ろ過後では最大 13mg/L であり放流水基準

40mg/L 未満を余裕をもって達成できた。しかし、その際に DHS 処理水の

BOD は最大で 45mg/L まで増加し、有機汚濁の溶解性の割合が約 80%と

高かったため、砂ろ過後でも放流水基準 15mg/L 未満を達成できなかっ

た。従って、UASB-DHS の処理水質悪化時に、DHS 後段処理としての砂

ろ過技術の追加だけで常に放流水基準への適合を担保することは難しい

と考えられ、UASB-DHS の運転条件の変更等の適正な運転管理を併せ

て行う必要があることが示唆された。 

○処理に阻害をもたらすおそれのある水質への適応性調査を行い、下水

で想定される範囲の pH5.0～9.1 の変動およびフェノール性排水 5mg/L

の突発的流入に UASB-DHS が対応できることを示した。 

○小規模下水道への適用のコスト試算を行い、UASB-DHS システムが維

持管理費において標準活性汚泥法比で約 2 割削減できる可能性があり、

導入検討時に経済性の問題が阻害要因となる可能性が低いことを示し

た。 

○UASB-DHS システムに小型の嫌気性消化槽を組み合わせて汚泥を循

環させることで汚泥発生量を抑制し、エネルギー回収を促進できる可能

性があることを示した。 

＜システム普及促進のための研究＞ 

○ラボスケールにおいて、染色廃水連続処理実験を行った。流入廃水に

は染色実排水を用い、B OD 容積負荷 0.2〜0.8 kgBOD/m3/d、総水理

学的滞留時間 29 時間において、BOD 除去率 90%以上、SS 除去率 90%

程度を得た。加えて、着色度基準で 60 %程度の脱色が確認された。また、

汚泥発生量は従来の処理法と比較してもごく小さいことが示された。 

○引き続き、ラボスケールにおいてフェノール含有廃水連続処理実験を

行った。流入フェノール濃度 1500 mg COD/L、COD 容積負荷 1.4 kg 

COD/m3/day 、総水理学的滞留時間 28.4 hr において、COD 除去率
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95 ％以上が得られた。 

○UASB-DHS の衛生工学的特性評価を行った。標準活性汚泥法消毒

前大腸菌群数（国分隼人ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ）3.8×105CFU/100mL に対し、

UASB-DHS-砂ろ過消毒前大腸菌群数 1.9×105CFU/100mL であり、

UASB-DHS システムは、活性汚泥法と同等以上の大腸菌群除去能を有

することが示された。 

○UASB 後段の DHS の微生物生態評価のために、DHS パイロットプラント

から汚泥を採取し、酸素利用速度（OUR）および微小動物相解析を解

析した。OUR の垂直分布から、DHS 上部で有機物が積極的に酸化され

ることが示された。また、DHS OUR は既往文献から得られた標準活性

汚泥法 OUR と同等程度であった。微小動物相解析結果から、DHS は

活性汚泥よりも多様な高次微生物群集を保持することが示唆された。 

研究発表･講演 論文発表 １３件、口頭発表 ４８件、 

マスコミ、広報誌発表 ９件 

特許 出願済み ３件、出願準備中２件 

Ⅳ．実用化、事業化の見通

しについて 

＜実用化、事業化の可能性に関する調査＞ 

技術動向・市場動向、市場規模、波及効果、実用化までのロードマッ

プに関する調査を行った。 

○技術動向と本開発技術の位置付け 

本開発技術は UASB、低温（常温）嫌気処理、産業廃水と生活排水を含

めた幅広い適用分野への対応、後処理の DHS など、最近の技術開発動

向と一致した要素技術より成り立っており、目標達成のための手段として

の合理性がある。省エネルギー性、汚泥減容化などの効果に着目してシ

ステムを作り上げているところが新規性を有していると言える。 

○市場動向 

 水処理ユーザーへのアンケート調査により、活性汚泥処理の省エネル

ギー化、汚泥発生量の低減への関心度が非常に高いことが分かった。 

○市場規模 

国内産業廃水処理分野で約 20,000 事業所、約 2,000 万 m3/日の市場

があると推定される。生活排水処理分野では下水道未整備地域に今後

建設される処理場だけでも処理水量約 1,000 万 m3／日、人口約 3,500

万人の潜在需要があると推定される。市場動向調査より、2030 年におけ

る普及率で、事業所廃水処理設備更新需要の 1/6、生活排水で下水道

等未整備人口 1/3、程度の普及が可能と推定される。海外市場はアジア

を中心に、産業廃水で国内市場の約 5 倍、生活排水の国内市場の約 9

倍の市場規模があると推定される。 

○省エネルギー効果 

本開発技術の普及により、国内産業分野で 19 億 kwh/年、原油換算で

46 万 KL、国内生活排水処理分野で 4 億 kwh/年、原油換算で 10 万 KL
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の省エネルギー効果が期待され、国内産業と生活排水の分野合計で原

油換算 56 万 KL の省エネルギー効果が期待される。また本技術の普及

により、国内産業と生活排水の分野合計で 725 千ﾄﾝの最終処分量削減

が見込める。これは現状の汚泥の最終処分量 7,370 千ﾄﾝの約 10%に相

当する。 

○実用化までの課題を整理し、産業分野、下水分野及び海外での実用

化までのロードマップを作成した。 

本技術は設備更新期間が長い既設下水処理場への普及はハードル

が高いものの、省エネルギー、低コストを武器に、新規の生活廃水処理

や、廃水処理のコスト削減にめざとく比較的更新期間が短い民間の工場

廃水処理、さらには下水道整備が遅れている ODA 対象国、下水道設備

はあるが放流水質が基準を満たしていない中進国等海外への普及が見

込まれる。 

○実用化、事業化の可能性 

本開発技術は本開発技術の目標は、活性汚泥の省エネルギー化、コ

ストの低減、汚泥減容化を希望するユーザーニーズにマッチしており、普

及を見込める市場の規模は大きい。したがって普及の可能性は大きいと

考えられる。 

事前評価 平成１７年度実施 担当部環境技術開発部 Ⅴ．評価に関する事項 

中間評価以降 平成２１年度 事後評価実施予定 

作成時期 平成１８年３月 制定 Ⅵ．基本計画に関する事項 

変更履歴  
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プロジェクト用語集
番号 用語 説明

1 16S rRNA遺伝子

原核生物の細胞内に存在するタンパク質合成の場であるリボソームを構成する小サブユニットの一
つが，16S rRNAである。「16S rRNA遺伝子」とは16S rRNAをコードしている遺伝子（転写により16S
rRNAを生じるDNA領域）であり、細菌の系統分類の指標として広く認められている。

2 BLAST相同性

Basic Local Alignment Search Toolによって検索されたデータベース中に存在する遺伝子配列に対
する遺伝子の相同性。

3 CODｃｒ汚泥負荷
反応タンク内単位MLSS量あたり、1日に流入するCODcr量kgCODcr／（ｋｇMLSS・日）のこと。

4 CODｃｒ容積負荷
反応タンクの単位容積あたり、1日に流入するCODcr量kgCODcr／（ｍ３・日）のこと。

5 DDBJ
DNA Data Bank of Japanの略。NCBIと同様な機能を有するが、日本が監督している。

6 DGGE

DGGEとは，16S rRNA遺伝子に基づいた菌相構造解析手法の一種で，変成剤濃度勾配ゲル電気泳
動(Denaturing Gradient Gel Electrophoresis)の略語である。DNA変成剤の濃度変化（勾配）をもたせ
たアクリルアミドゲルにおいて，DNA増幅産物を泳動すると，DNAの塩基配列（細菌の種）の違いに
応じてDNAが分離し，細菌の種類と数に応じたDNAバンドのパターンが得られる。

7 DHS

Down-flow Hanging Sponge（下向流懸垂型スポンジ）の略称。気相中に配置されたスポンジを生物
固定担体とした、曝気装置が不要な好気性処理法。流入廃水は反応槽上部で散水され、スポンジ
担体周囲の酸素を取り込みながら流下する。

8 EGSB

Expand Granular Sludge Bed(膨張汚泥床）の略。UASB反応槽にGSSを多段に設置することにより高
負荷時の気液固分離機能、汚泥保持量の増加を確保したもの。

9 FastGroupⅡ

OTUを決定するための解析ソフトで、Yuらによって報告され、インターネットを通して解析を行うこと
が出来る。

10 GSS

UASB法装置の最上部に設けられたユニットで、この装置に入ってくるものは二酸化炭素、メタンなど
のガスと汚泥および溶液である。固液分離が困難でこの種の方法がうまくいくか否かは、この装置
の能力にかかっている。特にガスを内蔵した汚泥が流出しやすい。スタ－トアップ時に失敗するのは
ほとんど汚泥の流出によるものである。

11 HRT

水理学的滞留時間のことで、水や汚泥が池や槽に滞留する平均的な時間を表す。下水道では、最
初沈殿池、最終沈殿池、生物反応槽、汚泥貯留槽などに用いられ、これらの設計や維持管理におけ
る重要な要素の一つである。

12 Kla
酸素移動容量係数。水処理においてはある反応器における酸素の供給能力 (速度) を表す。

13 LV

線速度(LV）とは、単位時間あたりにろ過搭などの断面積を通過する水の速度で、流量を断面積で
割ることで計算される。

14 NCBI

National Center for Biotechnology Infromationの略。遺伝子情報やアミノ酸情報などの国際的デー
タベースでアメリカが監督している。

15 NL/kgCODremove

メタン発酵処理において、除去された有機物量（ここではCOD）あたりの標準状態（0℃、1気圧）での
発生ガス量を表す。
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16 OTU

Operational Taxonomic Unitの略。遺伝子情報を取り扱う際に遺伝子情報の相同性から、遺伝子配
列をグルーピングして、1つの固まりとして扱う際に用いられる。

17 PBS
Phosphate-buffered salineの略。リン酸塩緩衝液。

18 PSI
Percent sequence identityの略。FastGroupIIを用いて解析を行う際の設定パラメーターの1つ。

19 ｒRNAコピー数

試料に含まれるrRNAを定量PCR法により測定した結果得られるrRNAの数。rRNAはタンパク質合成
の場であるリボソームの構成するものであるため，細菌の活性が高い状態ではrRNAの含量も高い
ことが知られている。そのため，rRNAコピー数は試料中に存在する活性度の高い細菌の数を間接
的に表すと考えられる。

20 RuMP経路

メタン酸化細菌がメタンを酸化する際、その中間代謝物であるホルムアルデヒドを同化する際に用い
る代謝経路の1つ。

21 SBR

Sequential Batch reactor（逐次回分式反応器）の略。回分式反応槽を用いて、嫌気－嫌気、嫌気－
好気などの処理を逐次的に行う。

22 SRT

活性汚泥法などの生物処理系における基本操作指標の一つ。系内に存在する生物体量(kg)を単位
時間あたりに系外へ排除される生物体量（kg/日）で除した値。換言すれば、生物処理系に存在する
生物の種類やその生理状態を規定する最も重要な指標である。

23 SS汚泥負荷
反応タンク内単位MLSS量あたり、1日に流入するSS量kgSS／（ｋｇMLSS・日）のこと。

24 SS容積負荷
反応タンクの単位容積あたり、1日に流入するSS量kgSS／（ｍ３・日）のこと。

25 SVI

活性汚泥の沈降性を表す指標の一つ。反応タンク内混合液を30分間静置した場合、1gの活性汚泥
浮遊物質が占める容積をmL数で示し、MLSSとSVから次式で計算される。SVI＝SV（vol％）×
10,000/MLSS(mg/L）　一般には200以下が良好な状態といわれている。

26 UASB

Up-flow　Anaerobic Sludge Blanket　(上向流嫌気汚泥床）の略。付着担体を用いずに、沈降性に優
れた汚泥床を形成し、反応槽下部に原水を供給し、上部にGSS（気液固三相分離器）を備えた嫌気
反応装置。

27 ウォッシュアウト

増殖速度が遅い硝化細菌等の微生物が、その増殖速度に比較して余剰汚泥の引き抜き速度が大
きく（SRTが短く）なった場合に、活性汚泥処理系外に徐々に排出されて、最終的に失われてしまうこ
と。

28 グラニュール

上向流式嫌気性汚泥ブランケット法や自己固定化法等において形成される粒状化汚泥。発生ガス
等による暖やかな撹拌が形成・維持の必要条件の一つとなっている。

29 クローニング

雑多な遺伝子プールから、遺伝子を単離してくること。今回の場合、PCR法により特異的に増幅され
た1本のチューブの中に混在する様々なrRNA遺伝子を1つずつに単離した。

30 スカム

沈殿池、重力濃縮タンク、消化タンク等の水面に発生するもので、繊維、毛髪、ごみなどが複雑にか
らみあったものと、油脂類を主成分とし、そのまわりに比較的小さな浮遊物が付着して成長したもの
と、更には両形態のものが混ざりあったものがある。

31 ディストリビュータ
流入水を反応槽内に均等に分配するための装置。特に本事業においては、DHS散水装置と同義。

32 定量PCR法

定量PCR方はその増幅産物を迅速に定量できるポリメラーゼ連鎖反応 (PCR) の改良型である。こ
れは DNA、あるいはRNA の逆転写により得られるcDNAのPCR 増幅が行われる前の試料中のDNA
やＲＮＡの総量を間接的に測る方法である。目的の細菌由来の遺伝子配列が試料中に何コピー存
在するのかを確かめる目的で利用される。

33 プライマーペア
PCR法を用いて遺伝子を増幅する際に、その増幅領域の増幅基点となるためのプライマーの組み
合わせ。



Ⅰ-1 

 

Ⅰ. 事業の位置付け・必要性について 

1. NEDO 関与の必要性・制度への適合性 

1.1 NEDO が関与することの意義 

1.1.1 社会的な背景 

下水道施設における電力・燃料消費量は、下水道普及率の増加に伴い年々増加傾向にあ

る。図1.1-1 に示すように、2004年度の下水道における電力消費量は、約70億kwhであり、

我が国の電力総消費量の約0.7％に達している。このような状況から、省エネルギー効果が

高く、下水道のみならず事業所廃水及び生活排水への適用が可能な廃水処理技術の開発が

求められている。具体的には所用動力が少なく、汚泥発生の少ない嫌気性処理の利点と、

良好な処理水質が得られる好気性処理の利点の双方の特長を生かし、かつ双方の欠点を克

服した省エネルギー性に優れた廃水処理技術の開発である。 

 

 

図1.1-1 下水道普及率と電力消費量の推移 （出典：下水道統計） 

 

1.1.2 研究開発の必要性 

本プロジェクトは、廃水処理分野における省エネルギー性と放流水質の安全性向上を保

持し、さらにこれらとトレードオフの関係にある低コスト化を両立させる廃水処理システ

ムの構築を目的とした技術開発である。 

好気性微生物を利用した廃水処理技術である活性汚泥法は、処理水質は比較的良いとい

う利点があるものの、曝気動力が所要動力の半分以上を占めること、余剰汚泥の発生量が

多く膨大な処理エネルギーを必要とするなどの欠点がある。これに対し嫌気性生物処理法

は、所要動力および汚泥発生量も少ないが、処理水質が活性汚泥法に比べ劣ることや、処

理速度が遅いため滞留時間が長くなり処理設備が大きくなること、嫌気反応槽の加温が必

要になる場合があるなどの欠点もある。我が国では、有機物濃度が低い生活系廃水等の処

理には、活性汚泥法が採用される場合が多く、処理に大量のエネルギーが消費されている。

一方で、有機物濃度が比較的高い食品産業等の廃水処理には、嫌気性処理であるＵＡＳＢ

法（Up-flow Anaerobic Sludge Blanket：上向流嫌気性汚泥床法）が採用され、メタンガ
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ス回収も含めた省エネルギー化が図られている。しかしながら、嫌気性処理だけでは処理

水質が放流基準に達しない場合が多いため、後段に曝気エネルギーを必要とする活性汚泥

処理プロセスを設ける必要がある。このように、処理システム全体として省エネルギー型

の廃水処理技術はいまだに確立されておらず、「エネルギーイノベーションプログラム」

の一環として本課題の解決に取り組む必要がある。 

 

1.1.3 技術的課題と NEDO の関与する意義 

本プロジェクトでは、所用動力が少なく、汚泥発生も少ない嫌気性処理法の利点と、良

好な処理水質が得られる好気性処理法の利点の双方の特長を有し、かつ双方の欠点を克服

し、省エネルギー性に優れた廃水処理技術の開発を行うことを目的としている。また、本

プロジェクトにおいて省エネルギー型処理技術を確立させた後、海外においても本技術を

広く普及させることで、グローバルな省エネルギーを進めることも視野に入れている。技

術開発は、単独研究機関により取り組むことは困難であることから、低濃度廃水の無加温

処理を目的とした嫌気性反応槽の最適化、低コストで処理水質が優れた無曝気好気処理槽

の最適化、処理水の衛生学的安全性評価、保持微生物の評価、システム全体の安定性を維

持しかつ悪臭等の２次公害を発生しないためのシステム技術開発など、個々の技術を開発

する研究機関がチームとして取り組むことにより実施することが望ましいと考えられる。 

このように、微生物機能の解明等の先端技術開発に関わる研究機関と、開発技術の事業

化が可能な企業が参画し、共同研究開発体制を構築するためには、産学官連携が不可欠で

ある。このためには、研究開発集団を纏め上げるリーダシップ、多額の費用、一定の研究

期間が必要となることから、国家的なプロジェクト型研究開発が最も適していると考えら

れる。 

また、下水や廃水の処理という「公共財的性格を有する財・サービス」の提供を目的と

した本技術開発の成果は、我が国の廃水処理における省エネルギー対策にも大きく貢献で

き、また、開発技術の適用範囲は、有機物系の各種産業廃水から生活廃水に至るまで広い

範囲が想定され、実用段階における費用対効果は十分に期待できる。以上のように、省エ

ネルギーならびに環境負荷低減という国家的見地からの要望を満足する成果を得るために、

NEDO・国の関与が必要不可欠である。 

  

1.2 実施の効果 

1.2.1 産業界への効果 

 微生物の酸化・還元機能を活用した省エネルギー型廃水処理技術の開発は、廃水処理技

術分野におけるエネルギー問題と環境問題を同時に解決することを目指したもので、その

意義は極めて大きいと考えられる。一例として、食品加工廃水処理では汚泥発生量が多く、

汚泥発生量の少ない廃水処理技術への要望が高い。特に、中小企業が多い食品加工業界で

は低コストで維持管理が容易なプロセスが求められている。また、従来嫌気処理は高温消

化が一般的であるが、本技術は低水温廃水に対しても適用可能であり、マーケットが広範

になる。また、我が国のみならず電力事情の不安定な発展途上国等にも適用可能な廃水処

理の技術開発として、その技術提供によって達成できる地球環境および人類の居住環境の
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改善への貢献が期待でき、重要な技術開発成果を生み出すと考えられる。 

 

1.2.2 費用対効果 

 本技術開発は、国内の生活排水・工場廃水のみならず、東南アジアをはじめとする電力

事情の劣悪な発展途上国への波及効果を有し、グローバルな二酸化炭素の排出削減を図り、

もって地球温暖化の抑制に貢献することが期待できる。 

システムの前段に嫌気処理、後段に無曝気好気性処理を組み合わせることにより、従来

型活性汚泥法の所用動力の 60％を占める曝気ブロアを必要としないこと、汚泥発生量の

70%削減により、総合的に廃水処理に必要なエネルギーの 70％の省エネ効果が得られる。 

本技術の対応可能な市場規模は、産業廃水と生活排水を対象にした場合、4 兆円、省エ

ネルギー効果は 2030 年において、56 万 kl／年と試算される。試算の根拠を以下に示す。 

産業廃水について排出事業者数は 20,00箇所あり、対象水量は 20,000千ｍ3/日とされる。

このうち、1/3 を顕在市場、さらに 1/2 が普及可能な市場、平均設備費を 500 千円/ｍ3 と

仮定する。普及可能な市場規模は、 

20,000 千ｍ3/日×1/3×1/2×500 千円/ｍ3＝1,666,667 百万円≒1.7 兆円 

エネルギー原単位 2.2kwh/ｍ3、エネルギー削減量を 70％、原油換算係数を 0.243kwh/L

とすると、 

 20,000 千ｍ3/日×1/3×1/2×2.2kwh/ｍ3365 日/年×0.243kWh/L＝455,301kL/年 

≒46 万 kL/年 

となる。 

同様に、生活排水について、新設下水処理場を対象とすると 10,000 箇所が見込まれ、

対象水量を 10,000 千 m3/日、1/3 を顕在市場、平均設備費を 700 千円/ｍ3 と仮定した場合、

普及可能な市場規模は、 

  10,000 千ｍ3/日×1/3×700 千円/ｍ3＝2,333,333 百万円≒2.3 兆円 

 エネルギー原単位 2.2kwh/ｍ3、エネルギー削減量を 70％、原油換算係数を 0.243kwh/L

とすると、 

 10,000 千ｍ3/日×1/3×2.2kwh/ｍ3×365 日/年×0.243kWh/L＝91,060kL/年 

≒10 万 kL/年 

となる。よって、産業廃水及び生活排水について本システムを適応した場合、市場規模は、

約 4 兆円、2030 年時点で（原油換算）56 万 kl/年の省エネルギーを可能とすることが期待

される。 

 

2．事業の背景・目的・位置付け 

2.1 事業の背景 

 水循環技術の社会的ニーズが高まる中、「水の安全保障戦略機構」、「海外水循環システム

協議会」の発足、「省水型・環境調和型水循環プロジェクト」（NEDO)が開始するなど、国内

外の水問題解決に対する機運も高まっている。特に処理技術の省エネルギー化について注

目されている。このような背景において、本プロジェクトの目指す目標を達成することは、

社会的に極めて重要な役割を果たすことになる。 
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2.2 事業の目的と位置づけ 

「エネルギーイノベーションプログラム」では、目的として「資源に乏しい我が国が、将

来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネルギー技術の開発、導入・普及

によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築に取り組んでいくことが

不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間を要するとともに大規模投資を伴う

一方で将来の不確実性が大きいことから、民間企業が持続的な取組を行うことは必ずしも

容易ではない。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向性を示し、官民双

方がこの方向性を共有することで、将来の不確実性に対する懸念が緩和され、官民におい

て長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能となる。」が掲げられている。本プロジェ

クトは、当該プログラムの中でも特に「総合エネルギー効率の向上」の一環として、目的

の達成を目指し実施する。図1.1-2にエネルギーイノベーションプログラムにおける本プロ

ジェクトの位置づけを示す。 

 

 

図 1.1-2 エネルギーイノベーションプログラムにおける本プロジェクトの位置づけ 

(出典：第 27 回産業構造審議会産業技術分科会研究開発小委員会) 

 

技術戦略マップにおいては、３Ｒ分野の「汚泥系バイオマスを対象とした汚泥発生量を

低減する廃水処理技術」及び、「グリ－ンバイオ分野の生物機能を利用した環境への負荷低

減技術」に該当する。 
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Ⅱ 研究開発マネージメントについて 

1. 事業の目標 

1.1 全体目標 

 前段嫌気性処理に UASB、後段好気性処理に DHS を用いることにより、省エネルギ－でか

つ廃棄物発生量の少ない廃水処理トータルシステムを確立する。比較的成分が一定で成果

が妥当に評価でき応用範囲が広いという観点から、生活排水を実証の対象としえ、従来法

で広く用いられている活性汚泥法に対して、平成 20 年度において下記の性能を総合的に達

成することを目標とする。 

 

表 2.2-1 研究開発の全体目標と設定根拠 

項目 目標値 設定根拠 

エネルギー

消費量 

標準活性汚泥法に対して 70％削減 従来法 0.36kWh/m3-下水に対し 

CO2 排出量 標準活性汚泥法に対して 70％削減 従来法 0.2kg-CO2/m
3-下水に対し 

汚泥発生量 標準活性汚泥法に対して 70％削減 従来法 0.29kg-SS/m3-下水に対し 

処理水質 標準活性汚泥法に対して BOD、SS、

大腸菌群数は同程度 

従来法 BOD:5.0mg/L，SS:5.3 mg/L，大

腸菌群数:105～106CFU/100mL に対し 

 

1.2 個別目標 

全体目標を実現するため、かつ、効率よく研究開発をすすめるために、下記のとおり個

別研究を設定した。 

（1）前段嫌気性処理に関する研究開発 

① 反応槽の設計基準、構造、操作因子に関する研究開発 

生活廃水等の低濃度で難分解性有機物を含む廃水に対しては、十分な安定性や効率を持

つ嫌気発酵法が確立されていない。また、低濃度廃水は加温することはエネルギーが増大

することから難しい。本研究開発では、実証プラントにおける連続廃水処理実験により低

有機物濃度廃水の無加温メタン発酵技術を確立し、反応槽であるUASBの滞留時間や上向流

速等の設計基準や構造・CODcr汚泥負荷量等の操作因子を明確にすることを目標とした。 

② 無加温嫌気処理における有機分解特性の評価 

 都市下水の有機物濃度は低く固形性の有機物を多く含むこと、常温条件下(15℃〜25℃)では

微生物群が不活性化すること等の理由から、適切なメタン発酵処理技術は未だ確立していない。

本研究開発では、下水に含まれる固形有機物（SS）の低温条件下での分解特性評価（水温とSS 

分解との関連）を目標とし、回分集積培養試験を行った。また、UASB プラントの安定運転に関わ

る基礎データの収集を目標として、国分隼人クリーンセンター内に設置した実証規模下水処理

UASB プラントの保持汚泥性状（物性、微生物活性等）の把握を行った。 

③ 嫌気廃水処理制御方法の研究 

嫌気処理では、増殖速度の遅い微生物を利用するため、ウォッシュアウトによる保持微

生物量の減少によって、処理性能が低下することが懸念される。安定した処理性能を維持

するためには、保持汚泥量の変動や固形成分の蓄積など汚泥性状変化の知見は重要である
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が、温帯地域における実規模レベルのUASB の運転報告例は少ない。そこで本研究では、パ

イロットスケールUASB を無加温で長期連続運転し、温帯地域の下水処理UASB の処理性能

と保持汚泥量の変動、性状の変化について定量的な知見を得る。 

 

（2）後段無曝気好気性処理に関する研究開発 

① 反応槽の設計基準、構造、操作因子に関する研究開発  

DHS では、スポンジを担体の素材に用いることで、スポンジ自体の保水能力によって廃

水のHRT を確保するとともに、海綿構造の中に微生物を捕捉することで反応槽内の生物濃

度を極限まで高める。DHS パイロットプラントを建設し、実廃水による実証試験を実施し、

数種類の担体を試験し、最も適切な担体を選定する。その支持構造を確立し、有機物負荷、

必要処理高さ等を確立する。 

② ＤＨＳ基礎技術研究  

 有機物負荷量による処理水質への影響、DHS の処理能力に関わる汚泥捕捉能力、酸素供

給能力およびDHS に生息する微生物の種類を調査し、DHS の許容有機物負荷、担体設計基

礎データおよび新型担体の能力を評価し実証プラントに反映する。 

 

（3）廃水処理トータルシステムの開発 

① トータルシステムの開発 

 実証プラントの運転管理を実施し、水質の同等性を得るための廃水処理システムを確立

する。また、実験データを解析し、システムにおけるエネルギー消費量、CO2発生量ならび

に汚泥発生量を算定し、目標の達成度を明確化する。 

 ② 下水処理分野への適用に関する研究開発 

本研究開発の下水処理分野への適用のために、UASB-DHS（嫌気性－好気性処理システム）

からの処理水の水質変動が大きい場合は変動を吸収して放流水質を安定化させ、BOD15mg/L

以下を安定的に達成可能とする後処理システムの研究開発を行う。急速砂ろ過を検討する

こととし、下水処理への適用性について、ラボスケール実験および小規模パイロットプラ

ント実験ならびに実証プラントにより実験・検討を行う。また、UASB-DHS システムおよび

高度処理対応型システムについて、下水処理分野への適用性に関して評価を行う。評価は、

実証プラントの運転データの解析結果および処理妨害物質の影響に関するラボスケール実

験結果および小規模下水道への導入ケーススタディの検討を行う。 

③ システム普及促進のための研究  

下水などの生活排水以外の産業廃水について試験を行い、適用可能性を調査する。ラボ

スケールUASB-DHSシステムにより各種産業廃水を原水に用いた連続処理実験を行い、嫌気-

好気反応槽の処理性能の評価を行い、嫌気-好気反応槽の装置運転最適化のための制御因子

を明らかにする。大腸菌など衛生工学的特徴の評価および保持微生物の特性を代謝活性試

験や分子生物学的手法を用いて明らかにする。 
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2.事業の計画内容 

2.1 研究開発の内容 

ベンチスケ－ルからパイロットプラント規模の連続式処理装置を製作し、これを用いて

(1)「前段嫌気性処理技術の開発」と、(2)「後段好気性処理技術の開発」を並行して進め、

(3)「処理システムの開発」によってシステム全体としての性能を確認した。実験データ

を基に実規模プラントの概念設計を行い、汚泥削減率や省エネルギー率の検証と、コスト

の試算を行った。また、必要に応じてラボテスト等により、各種産業廃水に対する適用性

や、処理条件の変動に対する適応性等について検討した。本研究開発の下水処理分野への

適用のために (4)「下水処理分野への適用に関する研究開発」、及び本研究開発の成果を

広く普及させるため、(5)「嫌気性処理技術の動向と国内産業における適用性総合調査研

究」を行った。 

 

(1)前段嫌気性処理技術の開発  

生活廃水等の有機物濃度が比較的低く難溶性有機物を含む廃水を、無加温で高効率に処

理できる嫌気性廃水処理技術を開発する。本研究開発では、ラボテストによるメタン発酵

特性の把握や嫌気微生物の生態評価、実証プラントにおける連続廃水処理実験により低有

機物濃度廃水の無加温メタン発酵技術を確立した。  

① 反応槽の設計基準、構造、操作因子に関する研究開発 

低有機物濃度、難溶解性有機物を含む廃水に対する無加温メタン発酵に最適な嫌気反

応槽の設計基準、および嫌気生物の高密度保持に最適な反応槽の構造に関する研究・開

発を行った。 

①－１ ＵＡＳＢパイロットプラント設計・製作 

実証プラントの設計、建設を行った。 

①－２ ＵＡＳＢパイロットプラント運転データ収集とデータ解析 

実証プラントのデ-タ収集を行い、反応槽の設計基準、構造、操作因子の把握を行った。 

①－３ ＵＡＳＢ設計・運転方法のとりまとめ 

 収集データや解析結果をとりまとめ、設計方法・運転方法を確立した。 

② 無加温嫌気処理における有機物分解特性の評価 

②－１ ラボテストによる評価 

常温嫌気条件下における有機物分解特性の把握と、有機物分解に関わる微生物の生態

学的特性（基質分解活性や、菌叢構造など）の評価をラボテストで行う。回分培養等の

ラボテストにより有機物分解に及ぼす水温の影響評価を行った。 

②－２ パイロットプラントによる評価 

実証装置の汚泥試料に対して活性評価、発酵特性や菌相の把握を行った。 

③ 嫌気廃水処理制御方法の研究 

 ③－１ ラボテストによる評価 

低濃度廃水処理メタン発酵プロセスにおける有機物分解過程やマスバランスを把握

すると共に、有機物分解の安定化や効率化のための嫌気処理方法（制御方法）の研究

をラボテストで行った。ラボテストによる有機物のマスバランス把握等を行った。 

 ③－２ パイロットプラントによる評価 
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実証プラントにおけるマスバランス評価等を行った。 

 

(2)後段好気性処理技術の開発  

前段嫌気性処理装置から排出される廃水を、無曝気で放流レベルの水質まで処理できる

好気性廃水処理技術を開発する。 

 ① 反応槽の設計基準、構造、操作因子に関する研究開発 

スポンジ担体を核にした好気性反応槽の設計基準を明確にし、高濃度の微生物を保

持しながら廃水の供給や通気を適切に行う構造に関する研究開発を実施した。また、

実証プラントの運転を行い運転操作方法について研究開発を実施した。 

①―１ ＤＨＳ担体構造の開発 

スポンジの形状や、サポート材料の組合せにより、新たな担体を開発した。 

①―２ ＤＨＳ担体支持構造等の開発 

 ＤＨＳ担体を適切に保持し、容易に施工できる担体支持やリアクターの通気や廃水

の分散方法等について長期にわたって品質が保持できる構造や施工方法を開発した。 

①－３ ＤＨＳパイロットプラント設計・製作 

パイロットプラントのＤＨＳを設計・製作した。 

①－４ ＤＨＳ運転データ採取とデータ解析 

 パイロットプラントを運転し、運転データを取得する。採取したデータを動力学的

な解析を行い、特性を把握する。所定の性能が得られる条件等を決定した。 

①－５ ＤＨＳ設計・運転方法のとりまとめ 

 ＤＨＳの運転結果を踏まえ、廃水の入口条件等を考慮した設計データを取りまとめ

る。また、運転方法についてもノウハウを整理し、運転マニュアル等を作成した。 

② ＤＨＳ基礎技術研究 

ＤＨＳのもつ基礎的な特性について解明した。 

②－１ 濃度影響評価試験 

有機物負荷量、入口濃度変動による処理水質への影響などの基礎データを取得した。 

②－２ 新規担体評価試験 

新規担体の形状についても先行して評価し、その成果を実証プラントに反映させる。 

②－３ ＤＨＳ内生物特性評価 

 実験装置や実証試験装置のＤＨＳ内には従来の活性汚泥法等に比べ、好気性の広範

な種類の微生物が生息している。そこで、ＤＨＳの機能や特性をしるためにＤＨＳ内に

生息する微生物の種類や特性を調べた。 

 

(3)処理システムの開発  

前段嫌気性処理と後段好気性処理を組み合わせたシステム全体として、安定的に処理

でき、エネルギー消費量が低く、汚泥発生量が少ない廃水処理技術を開発した。 

①  トータルシステムの開発 

実証プラントの設計・製作と運転管理を実施し、前段嫌気性処理と後段無曝気好気

性処理を有効に組み合わせる方法について研究開発を行った。 

①―１ パイロットプラントの設計・設置 
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パイロットプラントのＵＡＳＢとＤＨＳの組合せ技術や周辺技術を研究できるよ

うにプロセス設計・設置を行った。 

①－２ パイロットプラント運転計画および実験データ解析 

トータルシステムとしての運転計画を策定し、それに基づく運転を実施し、データ

を採取した。採取したデータを動力学的な解析を行い、特性を把握した。 

①―３ 高度処理対応型システムの設計検討 

パイロットプラントの運転状況等を考慮しながら高度処理対応型システムについ

て設計等の検討を実施した。 

①－４ 高度処理対応型システム改造 

①－３の検討結果をもとに高度処理対応できるシステム研究ができるよう平パイ

ロットプラントの改造を検討した。 

①―５ 高度処理対応型システムの運転・解析 

高度処理対応型システムの運転を実施し、データの採取と解析を実施した。 

①－６ スケールアップの検討 

トータルシステムとしてのスケールアップおよびＦＳ等を実施し、システムの実用

化レベルを向上させる。 

② 下水処理分野への適用に関する研究開発（独立行政法人土木研究所） 

本研究開発の下水処理分野への適用のために、UASB-DHS（嫌気性－好気性処理システム）

からの処理水の水質変動が大きい場合は変動を吸収して放流水質を安定化させ、BOD15mg/L

以下を安定的に達成可能とする後処理システムの研究開発を行った。候補技術としては、

急速砂ろ過の検討を予定しており、下水処理への適用性について、ラボスケールおよびベ

ンチスケール実験ならびに実証プラントにより実験・検討を行った。 

また，UASB-DHSシステムおよび高度処理対応型システムについて，下水処理分野への適

用性に関して評価を行った。評価は，実証プラントの運転データの解析結果および処理妨

害物質の影響に関するラボスケールおよびベンチスケール実験結果に基づいて行った。 

②－① UASB-DHSシステムに適した砂ろ過技術の基礎開発 

UASB-DHSシステムからの処理水をより高度に処理して水質を安定化させるのに適し

た砂ろ過技術の基礎的開発を行った。実施にあたっては，平成18年度にラボスケールの

実験装置を製作して模擬廃水を用いて室内で運転して実験を行うとともに，ベンチスケ

ールの実験装置を製作して下水処理場内の実験施設に設置して実下水を用いて連続運

転する実験を行った。これらの実験データを解析して砂ろ過技術の基礎的開発を行った。 

②－② UASB-DHSシステムの下水処理分野への適用性評価 

UASB-DHSシステムの下水処理分野への適用性について評価を行った。実施にあたっ

ては，平成19年度におけるUASB-DHSシステムの実証プラントの運転結果および解析結

果を用いるとともに，UASB-DHSシステムの処理性能に影響を及ぼすような妨害物質が

流入した場合の処理安定性評価実験を行った結果もふまえて，我が国における下水水

質，流入変動，温度条件等を勘案して，下水処理分野への適用性を評価するものとす

る。エネルギー回収の検討も行い，下水処理分野への適用性の評価行った。 
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③ システム普及促進のための研究 

産業廃水は業種によって廃水に含まれる成分が大きくことなるため、十分な性能が得

られるか試験を行い検証する必要がある。そこで、業種別にいくつかの産業廃水を選定

し、その処理特性を明らかにする試験を並行して行った。 

③－１ 嫌気-好気反応槽を用いた各種廃水処理試験 

嫌気-好気反応槽の適用廃水種拡大を目的とし、ラボスケールの嫌気-好気反応槽

による有機性廃水試験を行った。平成１９年度以降、廃水種を増やして連続処理特

性を把握した。 

③－２ 嫌気-好気反応槽の制御因子の検討 

上記③－１の結果から、装置運転最適化のための制御因子の検討を行った。 

③－３ 嫌気-好気反応槽の衛生工学的特性評価 

嫌気−好気反応槽の大腸菌等衛生工学的特徴を評価した。評価手法を確立し、パイ

ロットスケール反応槽サンプルを用いて評価を行った。 

③－４ 嫌気-好気反応槽の微生物生態評価 

嫌気−好気反応槽に保持される微生物生態の特性を代謝活性試験、分子生物学的手

法を用いて評価した。 

 

(4) 実用化、事業化の可能性に関する調査 

実用化、事業化の可能性について客観的な判断を行うためのデータを提供することを

目的に、技術動向・市場動向、市場規模、波及効果、実用化までのロードマップに関す

る調査を行った。 

① 技術動向調査 

特許調査、文献調査により嫌気処理の技術動向を把握した。 

② 開発技術の市場調査 

各種統計データから本開発技術の市場規模と波及効果を推定するとともに、アンケー

ト調査により活性汚泥の省エネルギー化や汚泥減容化に対するユーザーの関心度を調査

した。 

③ 開発技術普及の課題、ロードマップに関する調査研究 

本開発技術の実用化、事業化までの課題、課題解決方法について調査し、普及までのロ

ードマップを作成した。 
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表 2.2-2 研究開発のスケジュール 

1/4 2/4 3/4 4/4 1/4 2/4 3/4 4/4 1/4 2/4 3/4 4/4

(１)　前段　嫌気処理に関する研究開発

　①　反応槽の設計基準、構造、操作因子に関する研究開発

　　①-1　UASBパイロットプラント設計・製作

　　①-2 　UASBパイロットプラント運転デ-タ収集とデ-タ解析

　　①-3 　UASB設計・運転方法のとりまとめ

　②　無加温嫌気処理における有機物分解特性の評価　　

　　②ー１　ラボテストによる評価

　　②ー２　パイロットプラントによる評価

　③　嫌気廃水処理制御方法の研究

　　③ー１　ラボテストによる評価

　　③ー２　パイロットプラントによる評価

（２）　後段　無曝気好気性処理に関する研究開発

　①　反応槽の設計基準、構造、操作因子に関する研究開発

　　①－１　ＤＨＳ担体構造の開発

　　①－２　ＤＨＳ担体支持構造等の開発

　　①－３　ＤＨＳパイロットプラント設計・製作

　　①－４　ＤＨＳ運転データ採取とデータ解析

　　①－５　ＤＨＳ設計・運転方法のとりまとめ

　②　ＤＨＳ基礎技術研究

　　②－１　濃度影響評価試験

　　②－２　新規担体評価試験

    ②－３　DHS内生物特性評価

（３）　廃水処理トータルシステムの開発

　①　トータルシステムの開発

　　①－１　パイロットプラントの設計・設置

　　①－２　パイロットプラント運転計画および実験データ解析

　　①－３　高度処理対応型システムの設計検討

　　①－４　高度処理対応型システム改造

　　①－５　高度処理対応型システムの運転・解析

　　①－６　スケールアップの検討

　②下水処理分野への適用に関する研究開発

　　②－①　UASB-DHSシステムに適した砂ろ過技術の基礎開発　

　　②－②　UASB-DHSシステムの下水処理分野への適用性評価

　③　システム普及促進のための研究

　　③－１　嫌気-好気反応槽を用いた各種廃水処理試験

　　③－２　嫌気-好気反応槽の制御因子の検討

　　③－３　嫌気-好気反応槽の衛生工学的特性評価

　　③－４　嫌気-好気反応槽の微生物生態評価

（４）　実用化、事業化の可能性に関する調査

　①技術動向調査

　②開発技術の市場調査

　③開発技術普及の課題、ロードマップに関する調査研究

（５）　技術開発委員会の開催

　　　　　○印は委員会開催 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

平成20年度
研究開発項目

平成18年度 平成19年度
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表 2.2-3 研究予算の推移（百万円） 

会計・勘定 Ｈ１８ｆｙ Ｈ１９ｆｙ Ｈ２０ｆｙ 総額 

特別会計 ７１ ８４ ６６ ２２１

企業 ７１ ８４ ６６ ２２１

総予算額 １４２ １６８ １３２ ４４２

 

2.2 研究開発の実施体制 

本研究開発は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「NEDO 技術開

発機構」とする。）が、公募によって研究開発実施者を選定後、共同研究契約を締結する研

究体を構築し、共同研究開発により実施した。共同研究開発に参加した各研究開発グルー

プの有する研究開発ポテンシャルの最大限の活用により効率的な研究開発の推進を図る観

点から、研究体にはＮＥＤＯ技術開発機構が委託先決定後に指名する研究開発責任者（プ

ロジェクトリーダー）を置き、その下に研究者を可能な限り結集して効果的な研究開発を

実施した。 

 

 

図 2.2-1 研究開発の実施体制 

 

2.3 研究開発の運営管理 

(1) 研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯ技術開発機構は、経済産業省及び

研究開発責任者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開

発の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施した。技術検討委員会においてプロジ

再委託

NEDO

三機工業（株）
・後段無曝気好気性処理に関する研究開発
・廃水処理トータルシステムの開発

荏原環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)
(平成18～19)

(株)荏原製作所
(平成20年度)

・前段嫌気性処理に関する研究開発

（独）土木研究所
・下水処理分野への適用に関する研究開発

（財）造水促進センター
・実用化、事業化の可能性に関する調査
・技術開発委員会の開催

東北大学
・ＤＨＳ基礎技術研究

（独）国立環境研究所
・無加温嫌気性処理における

有機物分解特性の評価

長岡技術科学大学
・嫌気性廃水処理制御方法の研究

プロジェクトリーダー （独）産業技術総合研究所 中村和憲
研究開発のマネージメント

技術開発委員会

委嘱
呉工業高等専門学校

（平成18年度）
鹿児島工業高等専門学校

（平成19～20年度）
・システム普及促進のための研究

再委託

NEDO

三機工業（株）
・後段無曝気好気性処理に関する研究開発
・廃水処理トータルシステムの開発

荏原環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)
(平成18～19)

(株)荏原製作所
(平成20年度)

・前段嫌気性処理に関する研究開発

（独）土木研究所
・下水処理分野への適用に関する研究開発

（財）造水促進センター
・実用化、事業化の可能性に関する調査
・技術開発委員会の開催

東北大学
・ＤＨＳ基礎技術研究

（独）国立環境研究所
・無加温嫌気性処理における

有機物分解特性の評価

長岡技術科学大学
・嫌気性廃水処理制御方法の研究

プロジェクトリーダー （独）産業技術総合研究所 中村和憲
研究開発のマネージメント

技術開発委員会

委嘱
呉工業高等専門学校

（平成18年度）
鹿児島工業高等専門学校

（平成19～20年度）
・システム普及促進のための研究

再委託

NEDO

三機工業（株）
・後段無曝気好気性処理に関する研究開発
・廃水処理トータルシステムの開発

荏原環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)
(平成18～19)

(株)荏原製作所
(平成20年度)

・前段嫌気性処理に関する研究開発

（独）土木研究所
・下水処理分野への適用に関する研究開発

（財）造水促進センター
・実用化、事業化の可能性に関する調査
・技術開発委員会の開催

東北大学
・ＤＨＳ基礎技術研究

（独）国立環境研究所
・無加温嫌気性処理における

有機物分解特性の評価

長岡技術科学大学
・嫌気性廃水処理制御方法の研究

プロジェクトリーダー （独）産業技術総合研究所 中村和憲
研究開発のマネージメント

技術開発委員会

委嘱
呉工業高等専門学校

（平成18年度）
鹿児島工業高等専門学校

（平成19～20年度）
・システム普及促進のための研究
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ェクトの進捗状況についてプロジェクトリーダーからおよび共同研究者から報告を受け、

外部有識者の意見を運営管理に反映させた。外部有識者の意見を実施内容に反映したのは

以下の２点である。 

省エネルギー率の比較には水処理だけでなく汚泥処理も含めるべきである。 

省エネルギー率の比較には統計値だけでなく実際の処理場のデータとの比較も必要であ

る。  

 以上の意見をふまえて目標値を設定し、データを採取するよう実施者に指示した。 

 

表 2.2-4 無曝気・省エネルギー型次世代水資源循環技術開発委員会委員名簿 

氏名 所属 役職 

中村 和憲 産業技術総合研究所 評価部 主席評価役 

浦瀬 太郎 学校法人片柳学園 東京工科大学応用生物学部 教授 

鈴木 隆幸 科学振興機構科学技術連携群 主監補佐 

吉村 和就 グローバルウォータ・ジャパン 代表 

長野 晃弘 三機工業株式会社 技術開発本部研究開発部 研究開発部長 

米山 豊 株式会社荏原製作所 経営企画統括部 経営企画室  副参事 

岡本誠一郎 
独立行政法人土木研究所  

材料地盤研究グループリサイクルチーム 
上席研究員 

秋谷 鷹二 財団法人 造水促進センター 常務理事 

原田 秀樹 
国立大学法人 東北大学 大学院 工学研究科  

土木工学専攻 
教授 

珠坪 一晃 独立行政法人 国立環境研究所 水土壌圏環境研究領域 主任研究員 

山内 正仁 
独立行政法人 国立高等専門学校機構 

鹿児島工業高等専門学校 土木工学科 

准教授 

 

山口 隆司 国立大学法人 長岡技術科学大学 環境・建設系 准教授 

 

 (2) 開発技術の普及を図るため、水処理ユーザーや報道機関等を対象に見学会を開催し、

マスコミに対して事業の PR を行った。また海外に対してはインド ケムにおいて展示を行

い、非常に関心度が高かった。CHEMIKAL ENGNIEERING に成果を発表するなど、国際的にも

事業成果を発信した。 
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3.情勢変化への対応 

水循環技術の省エネルギー化に対する社会的要求は年々高まっている。 

該当するプログラムが 2008 年に「省エネルギー技術プログラム」から「エネルギーイノ

ベーションプログラム」に変更された。  

2009 年 1 月には、「海外水循環システム協議会」の発足、「省水型・環境調和型水循環プ

ロジェクト」（NEDO)が開始するなど、水循環技術の社会的ニーズが高まり、特に省エネル

ギー化について注目されている。 

そのような状況下において、プロジェクトについては計画について大きな変更を行わず、

開発目標の達成に向けて確実な遂行を目指した。 



 Ⅲ.1-1 

Ⅲ．研究開発成果について 

1 事業全体の成果 

 

(1) 所期目標 

新規な嫌気性処理-好気性処理システムによって、汚泥発生量やエネルギー消費量も少な

く、二酸化炭素排出量削減に寄与する下記の目標値を満足できる廃水処理技術の開発を目

的とした。 

①消費エネルギー：活性汚泥法に対して 70％削減 

②二酸化炭素排出量：同 70％削減 

③汚泥発生量：同 70％削減 

④処理水質 ：BOD、SS、大腸菌群数は現状活性汚泥法と同程度 

 

(2) 目標に照らした達成状況 

 目標に照らした達成状況を表 1.1 に示す。 

 

(3) 目標に対する成果の説明 

1) 開発システム 

嫌気－好気反応槽を用いた次世代型水処理技術として、UASB-DHS を中核としたシステム

を開発した。パイロットプラント（図 1-1）による実下水処理試験より、UASB-DHS は BOD

の除去に優れる反面、水温低下時に SS の除去が不安定になることが明らかとなった。 

 そこで、UASB-DHS の実用化を念頭に置き、SS 除去安定化のための装置を付加したシステ

ム開発を行った。最も高度な処理水質が確保できるシステムとして UASB-DHS-砂ろ過シス

テムが得られた。 

表 1.1 目標に照らした達成状況 

目標 達成度 本開発（UASB-DHS-砂ろ過） 

エネルギー消費量： 

活性汚泥法に対して 70%削減 
◎ 

73%削減 

（汚泥処理含めると推定 78%削減）

二酸化炭素排出量： 

活性汚泥法に対して 70%削減 
◎ 

73%削減 

（汚泥処理含めると推定 77%削減）

汚泥発生量： 

活性汚泥法に対して 70%削減 
◎ 85%削減 

処理水質： 

活性汚泥法と同程度 

（放流基準 BOD 15mg/L, SS 40mg/L） 
（H17 下水道統計平均値 BOD 5.0mg/L, 

SS 5.3mg/L） 
（国分隼人ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 消毒前大腸菌群数 

3.8×105CFU/100mL） 

○ 

BOD：5.6 mg/L 

S S：8.0 mg/L 

消毒前大腸菌群数： 
1.9×105CFU/100mL 
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2) エネルギー消費量 

UASB-DHS-砂ろ過システムにおけるエネルギー消費量を図 1-2 に示す。 

水処理に係るエネルギーは、日処理量 10,000m3 未満の標準活性汚泥法に対して、

UASB-DHS-砂ろ過では 72.9%減であった。 

また、UASB-DHS では汚泥発生量がわずかであるため、汚泥処理に係るエネルギーは必然

的にごく小さくなる。汚泥処理に係るエネルギーまで含めると、標準活性汚泥法に対して

UASB-DHS-砂ろ過では 78.0%減が見込まれる。 

 

 

3) 二酸化炭素排出量 

前項で得られた消費電力量から、パイロットプラントおよび標準活性汚泥法における処

理水量あたりの CO2 排出量を算出した。 

結果を図 1-3 に示した。水処理に係る二酸化炭素排出量は、比較対象とした日処理量

10,000m3 未満の標準活性汚泥法に対して、UASB-DHS-砂ろ過では 72.9%減であった。 

 

図 1-1 パイロットプラント(日処理量 50m3) 
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図 1-2 エネルギー消費量の比較（左:水処理のみ，右:水処理+汚泥処理） 
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また、汚泥処理に係る二酸化炭素排出量まで含めると、標準活性汚泥法に対して

UASB-DHS-砂ろ過では 76.8%減が見込まれる。 

 

 

4) 汚泥発生量 

トータルシステムにおける汚泥発生量を図 1-4 に示した。 

標準活性汚泥法との比較において、UASB-DHS-砂ろ過で 85%の汚泥発生量削減効果が確認

された。 

 

 

5) 処理水質 

UASB-DHS-砂ろ過システムで得られた水質を、標準活性汚泥法との比較という観点から評

価した。 

まず、BOD および SS 除去について比較した（図 1-5）。比較対象とする活性汚泥法のデ

ータは下水道統計 2)から引用した。UASB-DHS-砂ろ過の BOD および SS 除去性能は、活性汚

泥法と比較同等ということができる。 
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図 1-3 二酸化炭素排出量の比較（左:水処理のみ，右:水処理+汚泥処理） 
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図 1-4 汚泥発生量の比較 
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 ついで、大腸菌群、ふん便性大腸菌群除去について比較した。通常、処理水は塩素消毒

後に放流されるため、一般的な統計情報からは標準活性汚泥処理直後の大腸菌群数を知る

ことはできない。そこでここでは、パイロットプラント設置先の個億部隼人クリーンセン

ター塩素消毒前の水質を調査し、開発システムとの比較に用いた（図 1-5）。UASB-DHS-砂

ろ過は活性汚泥法と同等以上の大腸菌群/ふん便性大腸菌群除去能を示した。 

 

 

(4) 達成度の評価 

 開発システムは、標準活性汚泥法と比較し、水処理に係るエネルギー消費量 73%減、水

処理に係る二酸化炭素排出量 73%減、汚泥発生量 85%減であり、目標を上回る成果が得られ

た。よって達成度は◎（大幅に達成） 

 また、処理水質（ＢＯＤ、ＳＳ、大腸菌群数）は、BOD、SS について統計データより得

られた標準活性汚泥法処理水質と同等であり大腸菌群数は、消毒前大腸菌群数について活

性汚泥法と同等以上の水質を確保した。よって達成度は○（達成） 
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図 1-6 標準活性汚泥法との水質比較 
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(5) 成果の意義 

 UASB-DHS による嫌気－好気処理システムは廃水処理に係わるエネルギーを大幅に削減

すること、地球温暖化の原因となる CO2 の発生を低減できること、二次廃棄物である汚泥

発生量の抑制が可能であることが実証できた。また、この技術の普及により、生活に係わ

る基盤的なエネルギーや廃棄物を低減し、低炭素社会の実現に貢献できるものと考える。 
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2. 研究開発項目ごとの成果 

2.1 前段嫌気処理に関する研究開発（有機物の可溶化とメタン化技術の研究開発） 

2.1.1 反応槽の設計基準、構造、操作因子に関する研究開発 

 

(1) 研究の背景・目的・目標 

 生活廃水の UASB 処理については、近年では、グラニュ－ルの生成にはこだわらず、沈降

濃縮した汚泥を用いることで一定の成果をあげ、インドやブラジル等の比較的気温の高い

地域で採用されるケ－スが増えてきた。しかしながら、無加温条件下における嫌気性微生

物による有機物の分解およびメタン化に関するメカニズムについては十分把握できておら

ず、日本国内では、流入水温がさらに低いことから、さらなる技術開発が必要である。ま

た、生活廃水等の低濃度で難分解性有機物を含む廃水に対しては、十分な安定性や効率を

持つ嫌気発酵法が確立されていない。本研究開発では、実証プラントにおける連続廃水処

理実験により低有機物濃度廃水の無加温メタン発酵技術を確立することを目標とした。 

 

(2) 開発工程 

 本研究では霧島市国分隼人クリ－ンセンタ－に UASB パイロットプラント（有効容量

20m3）と小型 UASB 実験機（有効容量 1m3）を設置し、表 2.1.1-1 に示す工程で研究を行っ

た。 

H18 年度は UASB パイロットプラントの設計と製作を行い、H19 年度～H20 年度において運

転デ－タの取得とデ－タ解析を行い、UASB 設計・運転方法のまとめを行った。UASB パイロ

ットプラントでは一定水量（50m3/d）で年間を通した UASB 処理成績（SS、CODcr）と汚泥

性状の変化の把握を中心に行った。また、補完実験として小型 UASB 実験機を用い、高水温

時（25℃以上）における HRT と UASB 処理成績の関係、鉄塩添加による汚泥性状改善効果の

検討を行った。 

 

表 2.1.1-1 研究の実施内容と工程 

 H18 年度 H19 年度 H20 年度 

(1)UASB プラントの設計と製作    

(2)UASB 運転データ収集とデータ解析    

UASB パイ

ロ ッ ト プ

ラント (3)UASB 設計・運転方法のまとめ    

高水温時における HRT の検討    補完実験 

小型 UASB Fe 塩添加効果の検討    
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(3)成果 

1)実験装置と実験方法 

図 2.1.1-1 に UASB 実験装置の処理フロ－を示す。また、表 2.1.1-2 に UASB 実験装置主

要機器の概略仕様を示す。 

流入下水

自動スクリ－ン

原水槽

分配槽

UASB槽
UASB

処理水槽

小型UASB槽 UASB
処理水槽

好気性処理後
処理場へ

　DHSへ

　水封槽→脱硫塔→ガスホルダ-　→余燃

Fe塩の添加

最初沈殿池

可溶化槽

濃縮汚泥

可溶化汚泥

実験区5、6
のみ使用

 

図 2.1.1-1 UASB 実験装置の処理フロ－ 

表 2.1.1-2  UASB 実験装置主要機器の概略仕様 

機器名称 概略仕様 

自動スクリ－ン 目開き 2.5mm 

原水槽 2m3（有効容量 1m3：撹拌機付きタンク） 

最初沈殿池 直径 1.4m×深さ 3m （水面積負荷 32.5m3/m2/d） 

UASB 槽 

（パイロットプラント） 

1.5m×2.8m×5m   有効容量 20.2m3 

（HRT：10h   LV：0.5m/h） 

UASB 処理水槽 

（パイロットプラント） 

2m3（有効容量 1m3：撹拌機付きタンク） 

汚泥可溶化槽 2m3（有効容量 1m3：撹拌機付きタンク、バンドヒ－タ－

で加温） 

小型 UASB 槽 直径 0.5m×高さ 5m  有効容量 0.94m3 （HRT：4～10h）

 UASB パイロットプラントは鋼板製角型槽（有効容量 20.2m3、有効水深 5m）を用いた。 

最初沈殿池、可溶化槽は低水温時対策として設置した。補完実験に用いた小型 UASB 実験機

は円筒形反応槽（直径 0.5m×高さ 5m、有効容量 0.94m3）のものを用いた。 
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2) UASB パイロットプラントの処理結果 

図 2.1.1-2 に水温とガス発生量の変化を示す。また、図 2.1.1-3 に CODcr 処理の変化を

示す。 

図 2.1.1-2 に CODcr 負荷とガス発生量の変化 

 

 

下水の中温消化汚泥を種汚泥とし、下水を通水開始 1 年後には UASB 槽内の汚泥性状が

改善され、発生ガス量も 2～3m3/d に安定した。 

UASB 処理が安定した期間（2008/7/1～2009/2/20、実験経過後 397～631 日）の UASB 処

理結果を平均値で見ると、 UASB 槽平均水温 23.8℃、CODcr 負荷 0.99kg/m3/d , CODcr 汚

泥負荷 0.12 kg/kg MLVSS/d、の条件で、 原水 CODcr 400mg/L に対し、UASB 処理水 CODcr 

145mg/L、 CODcr 除去率 63.8%、ガス発生量 2.4m3/d、メタンガス濃度 70.5％の安定した処

理結果が得られた。なお、この期間における除去 CODcrあたりの汚泥転換率は 0.032（gMLVSS

／gCODcr）あった。 
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2.1.1-3 CODcr 処理成績の変化 

 

 

 

3) ガス発生量に及ぼす水温の影響（UASB パイロットプラント実験結果） 

水温 20℃以下、水温 20～25℃、水温 25℃以上の範囲に区別したときの、CODcr 汚泥負

荷と流入下水あたりのガス発生量の関係について検討した。図 2.1.1-4 に結果を示す。 

 水温 25℃以上では CODcr 汚泥負荷 0.18kg／kgMLVSS/d おいて、0.045（m3 ガス／m3 下水）、 

CODcr 汚泥負荷 0.15kg／kgMLVSS/d 以内では 0.05～0.06（m3 ガス／m3 下水）である。水温

20～25℃では CODcr 汚泥負荷 0.15kg／kgMLVSS/d で 0.04（m3 ガス／m3 下水）で、CODcr 汚

泥負荷 0.2kg／kgMLVSS/d で 0.01（m3 ガス／m3 下水）と急激なガス量低下が見られる。水

温 20℃以下においても同様な傾向にあった。 

 以上の結果より、水温 20℃において UASB 槽内汚泥負荷 0.15 kg／kgMLVSS/d 以下に維持

することで安定した UASB 処理が得られことがわかった。 
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図 2.1.1-4 各水温における CODcr 汚泥負荷と流入下水あたりのガス発生量の関係 
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4) HRT と UASB 処理成績の検討結果（小型 UASB 実験機による補完実験） 

 水温 25℃以上において、HRT 4～10h に変えた時の UASB の CODcr 除去率、処理水 SS 性状

の比較を行った。 

 図 2.1.1-5 に HRT と CODcr 除去率、UASB 処理水 SS 濃度との関係を示す。小型 UASB 実験

機では GSS 3 段構造であり、当初 GSS にスカム多くたまる傾向にあったため、定期的に GSS

よりスカムを除去した。ここでの CODcr 除去率、UASB 処理水 SS 濃度はこれらスカムが処

理水に流出したことを想定し、スカム排出量／積算水量より、処理水 SS、処理水 CODcr 濃

度にスカム由来のものを加えた。 

 CODcr 除去率は HRT 8h で 65%、HRT 6h で 60％、HRT4h で 50％と急に低下する傾向にあっ

た。一方、UASB 処理水 SS 濃度は HRT が長くなるにつれて低下する傾向にあった。UASB 処

理後段の DHS 処理において、UASB 処理水 SS 濃度は 50mg/L 程度に維持することが好ましい

と考えられた。 

 以上のことを考慮すると、水温 25℃以上の条件での UASB 処理での最適 HRT は 8h 以上と

考えられた。 

 

図 2.1.1-5 HRT と CODcr 除去率、UASB 処理水 SS 濃度との関係 
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5) Fe 添加による汚泥性状改善効果に関する検討結果（小型 UASB 実験機による補完実験） 

 本プロジェクトに先駆けて UASB＋DHS のパイロットプラント実験を行っている長岡市下

水処理場での UASB 汚泥と国分隼人実験での UASB 汚泥の沈降性に差があった。汚泥分析結

果より、長岡下水汚泥の方が、汚泥中の Fe と S 含有率が高いことがわかった。流入下水中

の SO4、Fe 濃度には差がないことより、通水期間の違いにより汚泥中の Fe、S 無機成分が

多くなることで汚泥の沈降性に差が出ることが予測された。 

 そこで、小型 UASB 実験機を用いて、HRT 8h の一定条件で、鉄塩添加（Fe 2～4mg/L）

による汚泥性状改善効果について検討した。 

  図 2.1.1-6 に鉄塩添加前後の小型 UASB 実験機槽鉛直方向の MLSS 濃度分布を示す。鉄

塩添加前（08/11/20）における MLSS 濃度は槽下部で MLSS 35000mg/L、槽底部から 2m 位置

で MLSS 10000mg/L であった。一方、鉄塩添加後（09/2/12）では、槽底部 MLSS 45000mg/L、

槽底部から 2m 位置で MLSS 20000mg/L であり、汚泥濃度が改善された。以上の結果より、

Fe 塩添加により汚泥性状改善効果があることがわかった。 

 

 

図 2.1.1-6 鉄塩添加前後の小型 UASB 実験機槽鉛直方向の MLSS 濃度分布 
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(4) 達成度 

 以上の成果は、共同研究業務実施計画で挙げたパイロットプラント実験デ－タ収集・解

析し、UASB 設計・運転方法に反映する事項をほぼ達成している。 

① 下水の中温消化汚泥を種汚泥とし、下水を通水開始 1 年後には UASB 槽内の汚泥性

状が改善され、発生ガス量も 2～3m3/d に安定した。 

② 水温 20℃において UASB 槽内汚泥負荷 0.15 kg／kgMLVSS/d 以下に維持することで

安定した UASB 処理が得られことがわかった。 

③ 水温 25℃以上の条件での UASB 処理での最適 HRT は 8h 以上と考えられた。 

④ Fe 塩添加により汚泥性状改善効果があることがわかった。 

 

(5) 成果の意義 

今回の現地実験で使用した UASB パイロットプラントは有効容量 20m3、寸法 1.5m×2.8m

×5m（有効水深）規模で、流入配管、GSS 部等の設備仕様（材質は別）は実施設を想定し

たものである。したがって、UASB パイロットプラントより得られた以下の実験結果は実設

備を設計、運転する上で貴重なものとなった。 

① 水温（18～20℃）において CODcr 汚泥負荷 0.15kg/kgMLVSS/d 以下に維持すれ

ば、スカムによる GSS 部の汚泥閉塞などトラブルはなく、安定した UASB 処理

ができることが確認できた。 

② 高水温（25℃）において、HRT と UASB 処理成績の関係が得られた。 

また、消化汚泥を種汚泥として UASB を立ち上げ運転した場合、スタ－トアップ期間が

長くかかる問題があり、今回の実験でも、安定した UASB 処理になるまで 1 年かかった。こ

の対策として、補完実験で流入下水に鉄塩を添加することにより、汚泥性状を改善するこ

とが出来た。この成果を実際の立ち上げ運転時に応用し、スタ－トアップ期間を短縮でき

る可能性がでてきた。 
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2.1.2 無加温嫌気処理における有機物分解特性の評価 

（1）研究開発の目的と目標 

 メタン発酵などの嫌気性微生物を利用した排水処理法は、曝気動力が不要で余剰汚泥の

発生量も少ないため、省エネルギー型の排水処理技術として期待されている。しかしなが

ら、都市下水の有機物濃度は低く固形性の有機物を多く含むこと、常温条件下(15℃〜

25℃)では微生物群が不活性化すること等の理由から、適切なメタン発酵処理技術は未だ

確立していない。 

 以上の様な背景から、本研究では、下水に含まれる固形有機物（SS: Suspended Solid）

の低温条件下での分解特性評価（水温と SS 分解との関連）を目標とし、回分集積培養試

験を行った。また、UASB プラントの安定運転に関わる基礎データの収集を目標として、

国分隼人クリーンセンター内に設置した実証規模下水処理 UASBプラントの保持汚泥性状

（物性、微生物活性等）の把握を行った。 

 

(2)開発工程 

 本研究では、都市下水に含まれる固形有機物の常温条件下における嫌気的分解特性や、

都市下水処理 UASB 槽の安定運転に関わる基礎的知見収集を目的として、以下の表 2.1.2-1

に示した項目について研究を行った。 

 

表 2.1.2-1 研究項目とスケジュ－ル 

 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

1)集積培養による

有機物分解特性の

評価 

   

2)実証 UASB プラン

ト保持汚泥の性状 

   

 

 

(3)成果 

1) 集積培養による固形有機物の常温分解特性の評価 

 常温条件下における固形有機物の嫌気分解特性を把握するため、下水 SS（最初沈殿池汚

泥）および下水 SS の主要構成成分(セルロース、タンパク質、炭水化物：スターチ)を炭素

源とした嫌気集積培試験を 20℃条件下において行った。その結果、スターチ、セルロース

等の糖系の基質では、投入 COD 量の 90%以上がメタンに転換され良好に分解が進行した。

下水 SS、タンパク質などのタンパク質を含む基質では、メタン生成量が投入 COD の 80%程

度と若干低かったが、分解の進行は概ね良好であった。 

 集積培養終了後に、下水 SS およびセルロース集積培養体の酸生成活性の温度依存性を調

査した（図 2.1.2-1）。下水 SS の酸生成活性は、水温 20℃まである程度の値（約 0.02 

gCOD/gVSS/d）が維持されるが、水温が 15℃に低下すると大きく活性が低下した。セルロ

ース集積培養体では、35℃活性は下水 SS と比較して高く維持されるが、20℃での活性は下
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水 SS とほぼ同程度であった。また、下水 SS の集積培養系と同様に水温 10℃〜15℃の条件

で活性が大きく低下した。 

 

 以上の結果、都市下水に含まれる固形有機物嫌気分解は、水温 20℃未満で大きく低下す

ること、また固形有機物の分解速度は 20℃で 0.02 gCOD/gVSS/d 程度であることが明らか

になった。 

 

2) 実証 UASB プラント保持汚泥の物理的性状の評価 

 

 実証 UASB プラントにおける汚泥保持に関する基礎データ収集のため、保持汚泥濃度、汚

泥沈降指標(SVI)、セルロース含量の測定を行った。図 2.1.2-2 に実証 UASB 装置の保持汚

泥濃度と SVI の経日変化を示した。実証 UASB プラントでは、実験開始時に中温消化汚泥を

植種したが、汚泥の流失が生じ、54 日目に再植種を行った。その結果、85 日目には、一時

的に汚泥濃度が 23 gSS/L(17 gVSS/L)程度にまで増加するが、汚泥の沈降性は改善せず、

155 日目には、汚泥濃度は 13 gSS/L(9 gVSS/L)前後にまで低下した。 

 運転開始後 246 日目以降は、保持汚泥の沈降性が改善されると共に、保持汚泥濃度が徐々

に増加し、最終的に 25-28 gSS/L(19-21 gVSS/L)に達した。また、最終的な保持汚泥の汚

泥沈降指標（SVI）は、50 mL/gSS 以下と良好な沈降性を示した。 

 セルロースは、流入固形有機物の中でも微生物分解が困難な成分であるため、UASB リア

クターの処理水温と保持汚泥に含まれるセルロース濃度との関連を調査した（図 2.1.2-3）。

その結果、水温の低い（16.7℃）2008 年 2 月 1 日には、約 1.3 g/L 存在したセルロースが

図 2.1.2-2 UASB 槽保持汚泥濃度と汚泥
沈降指標の変化 

図 2.1.2-3 処理水温と保持汚泥セルロ
ース濃度の経日変化 

図 2.1.2-1 集積培養体の酸生成活性の温度依存性評価、(a)下水 SS、 (b)セルロース 
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夏季の水温上昇に伴い（2008 年 9 月 19 日、 水温 27.8℃）減少することが分かった。その

後、水温低下に従いセルロースの再蓄積が観察された。これより、冬季の水温低下により、

保持汚泥中に下水由来の固形有機物（セルロース等）が蓄積し、水温の上昇に伴い捕捉さ

れた固形有機物の微生物分解が進行することが明らかになった。 

 

3) UASB プラント保持汚泥のメタン生成活性と菌相構造の解析 

 図 2.1.2-4 には、実証プラント UASB 保持汚泥のメタン生成活性の変化を示した。メタン

生成活性は、20℃条件下で、酢酸、プロピオン酸、セルロース、コントロール（基質無添

加）の各基質について測定した。また図中には、汚泥試料採取時の UASB 槽の水温も示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これより、保持汚泥のメタン生成活性は水素からの活性が高く、それ以外の基質からの 

活性は、水素基質からの活性の 1/3〜1/5 程度であった。汚泥の沈降性が悪く、汚泥濃度の

低かった 246 日目までは、保持汚泥のメタン生成活性は UASB 槽水温の上昇と下降に伴い増

減した。汚泥の沈降性が向上した 344 日目以降は、メタン生成活性は経時的に増加する傾

向にあった。特に 477 日目以降は、水温が低下したにも関わらず、メタン生成活性は継続

的に増加した。これより、UASB 槽の汚泥保持能の向上は、汚泥中へのメタン生成細菌等の

集積化を促進し、水温等の変動に対する安定性が確保出来ることが分かった。最終的な保

持汚泥の 20℃におけるメタン生成活性は、酢酸やセルロース基質に対して約 0.03 

gCOD/gVSS/d 程度であった。 

 また別途行った、小型 UASB を用いた下水処理試験において、都市下水に鉄塩を添加する

ことで、汚泥中への硫化鉄の沈積を促し、汚泥の沈降性向上が図れる事を明らかにした。 

 保持汚泥の菌相構造解析の結果、メタン生成細菌として酢酸資化性 Methanosaeta 属細菌、

水素資化性 Methanobacterium 属細菌の優占化が確認され、細菌数の増加に伴う保持汚泥の

メタン生成活性の増加を確認した。また、一般的な中温メタン発酵では、ファーミキュー

テス門に属するクロストリジウム属細菌が主に酸生成反応を担っているが、下水処理 UASB

ではバクテロイデス門に属する酸生成細菌が多く存在し、有機物の分解に関与しているこ

とが明らかになった。 

 

 

図 2.1.2-4 実証 UASB プラント保持汚泥のメタン生成活性の変化（試験温度 20℃） 
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(4) 達成度 

①下水に含まれる固形有機物を用いた集積培養試験により、固形有機物の分解速度と水温

との関係を明らかし、UASB 槽の負荷条件設定のための情報を得た。 

②実証 UASB 槽汚泥の物性解析により、低水温期（冬季）における UASB 槽への固形有機物

（セルロース）の蓄積と、高水温期（夏季）における分解の様相を明らかにした。 

③実証 UASB 槽汚泥の物性とメタン生成活性の評価より、保持汚泥の沈降性向上と汚泥のメ

タン生成活性の増加に密接な関係を見いだし、沈降性を考慮した植種汚泥の選択や、鉄塩

の添加による沈降性向上法など、下水処理 UASB 槽における効率的汚泥保持（運転の安定化）

に関する基礎知見を得た。 

④実証 UASB 槽汚泥の菌相解析結果より、下水の常温嫌気処理には、酢酸資化性

Methanosaeta 属、水素資化性 Methanobacterium 属のメタン生成細菌の寄与が確認され、

酸生成細菌としてはバクテロイデス門に属する細菌の寄与が確認された。 

 

(5) 成果の意義 

 下水処理 UASB 槽の保持汚泥性状に関する知見は乏しく、常温下で運転される UASB 槽の

適切な設計（運転条件の決定）を行うことが困難であった。本事業を通じて、UASB 槽保持

汚泥の沈降性向上によるメタン生成活性の維持と低水温期における処理安定化など、UASB

法の都市下水処理への適用のための実用的な知見を初めて得ることが出来た。また、下水

の嫌気処理に関わる主要な細菌群を同定し、将来的な技術最適化のための基礎知見を得る

ことが出来た。さらに学会発表などを通じ、研究成果の発信を積極的に行った。 
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2.1.3 嫌気廃水処理制御方法の研究 

 
(1) 研究目的 

 UASB 法は、インドやブラジル等の熱帯・亜熱帯地域では、下水処理にも適用されてい

る。今後は、温帯地域でも UASB 法による下水処理が期待されている。この場合の課題の

一つに、水温が低下する冬季においても安定した処理性能を維持することが挙げられる。

水温低下時の UASB では、微生物活性の低下が低下するため、固形成分の蓄積が懸念され

る。過剰な固形成分の蓄積は汚泥性状を悪化させるため、ウォッシュアウトが誘発される。

嫌気処理では、増殖速度の遅い微生物を利用するため、ウォッシュアウトによる保持微生

物量の減少によって、処理性能が低下することが懸念される。安定した処理性能を維持す

るためには、保持汚泥量の変動や固形成分の蓄積など汚泥性状変化の知見は重要であるが、

温帯地域における実規模レベルの UASB の運転報告例は少ない。 

 そこで本研究では、パイロットスケール UASB を無加温で長期連続運転し、温帯地域の

下水処理 UASB の処理性能と保持汚泥量の変動、性状の変化について定量的な知見を得る

ことを目的とした。 

 
(2)開発工程  

低温かつ低濃度排水である温帯地域の下水処理メタン発酵プロセスにおける有機物分

解過程やマスバランスを把握すると共に、有機物分解の安定化や効率化のための嫌気処理

方法（制御方法）の検討をラボテストおよび実証プラントを通して行う。 

平成18年度は無加温メタン発酵における有機物の分解特性や保持生物の生態学的構造

について検討し、嫌気反応槽の設計条件に反映する。実証プラントの嫌気反応槽の設計・

作製を行う。 

 平成19年度は低濃度対応型UASBの性能確認と運転方法の確立を行う。処理性能の評価と

してSS、CODcr、BODを、保持汚泥特性の評価としてMLSS、MLVSS、グラニュール粒径、SVI、

VSS/SSの測定を行う。 

平成20年度は平成18年度から連続運転して得られたデータを解析し、定量的に評価を行

う。 

 
(3) 研究成果 

 1) 研究装置および方法 
 ① 実験装置 

 本実験で用いたパイロットスケール UASB リアクター（以下、UASB）は高さ 4 m、内

径 0.56 m の金属製カラム上部に、GSS（Gas-Solid Separator）を備えた構造とした。UASB
の全容積は 1,148 L（カラム容量 1,022 L、GSS 容量 126L）であり、HRT の算出は UASB

全容積を用いて行った。 

 ② 実験方法 
 UASB は長岡中央浄化センター内に設置した。供給下水は、本センターの分流・スクリ

ーン通過後、容量約 1 m3 のタンクに一時貯留（HRT：約 6 時間）した下水とした。植種

汚泥として、本センターの中温消化汚泥を約 500 L 用いた。UASB は、HRT24~12 時間で
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約 80 日間馴養運転後、HRT を 8 時間に設定し、この時を連続処理実験開始日とした（t=0）。
UASB は外気温下で運転を継続した。なお、UASB 運転に際して、下水や UASB への pH

調整剤、SS 凝集剤等の薬品投入は行わなかった。分析は下水試験法に準拠した。 

 
 2) 実験結果および考察 

 ① 連続運転下水処理性能 

 図 2.1.3-1 に連続運転における水温(A)、SS(B)、全 COD(C)、メタン生成量(D)の経日変

化を示す。SS は流入下水で 125±70 （平均±標準偏差）mg/L、処理水で平均 37±30 mg/L 

であり、UASBによる SS除去率は平均 69±20% を達成した。全 CODは流入下水で 350±140 

mg/L、処理水で平均 120±40 mg/L となり、全 COD 除去率は 63±13 %となった。冬期の処

理水質は、約 80 日間にわたり 15℃以下の水温が続いたにもかかわらず、全 COD で平均

127±49 mg/L(除去率 59±12%)、SS で平均 43±33 mg/L(除去率 63±23%)と安定していた。

このため本 UASB は、HRT8 時間の運転条件下で、Uemura ら（2000）の報告と同様に、

水温が低下した際にも処理水質を維持できることを示した 2）。得られたバイオガスの平均

的な組成は、メタン 69±9%、窒素 29±11%、二酸化炭素 4±1 %レベルであった。 

 
② UASB における COD 分解特性 

 図 2.1.3-2 に UASB 高さ方向の溶解性 COD の変化を示す。溶解性 COD は、UASB 下部 

0.3 m にて増加した後、UASB 上部に向かって低下する傾向を示した。これは、UASB に

流入した固形有機物が保持汚泥に捕捉された後、加水分解されるためと考えられ、同様の

傾向は Uemura ら（2000）によっても確認されている 1)。夏期では、UASB 下部において

COD 分解が卓越するため、高さ 1 m 程度で、溶解性 COD は約 100 mg/L で安定した。一

方、冬期では、溶解性 COD の分解速度が低下し、高さ 3 m 以上でようやく 100 mg/L 前後

の水質が得られた。すなわち、水温の低下に伴い UASB における流入固形有機物の加水分

解速度および溶解性 COD の分解速度が低下した場合、汚泥床下部だけでなく、中部およ

び上部においても徐々に有機物分解が進行することで、安定した処理水質を維持していた

と言える。 

 
③保持汚泥濃度の変遷 

  図 2.1.3-3 に UASB カラム有効容積当りの平均 MLSS および MLVSS を示す。平均

MLVSS は、１年スパンでは平均 MLVSS は冬期に上昇し、夏期に低下する変動を見せた。

また全運転期間では徐々に増加する傾向を示したが、その増加速度は遅く（ 2.3 

mgVSS/L/·year）、定常状態には到達しなかった。このため MLVSS は、今後さらに増加す

ることが示唆された。 
 下水処理 UASB において保持汚泥のメタン生成活性と加水分解速度を維持するためには、

水温が 25℃以上では 15 日以上の SRT を、15℃以下では 100 日以上の SRT を維持するこ

とが求められる 2）。温帯地域（水温：16~25℃）で優れた処理性能を発揮した UASB の SRT
は 450 日確保されていた 3)。本 UASB における SRT は、約 250 日に達していたことから、

この長い SRT が安定した処理性能に寄与していると考えられる。 

 図 2.1.3-4 に UASB における保持単位汚泥量あたりの全 COD 負荷を示す。負荷は、保持
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汚泥濃度の増加に伴って低減し、運転期間後期には 0.05 gCOD/gVSS/day 程度に低く維持

されており、この結果、UASB は冬期においても安定した処理性能を維持していた。これ

は、汚泥濃度が高く保たれることで、水温低下に伴う加水分解速度の低下を補っていたこ

と言える。 

 
④ 保持汚泥性状 

 低濃度排水である都市下水 UASB の処理においても分散状の中温消化汚泥から優れた処

理性能や沈降性の鍵となるグラニュールが形成された。また、冬期においてもグラニュー

ルを維持することがわかった。SVI は運転継続に伴って徐々に低下し、173 日目以降 20~60 

mL/g 程度となったが、これは植種した消化汚泥がグラニュール化したことによると考え

られる。これは、SVI が 20~40 mL/g であり良好な沈降性を有していたとの報告 4)と一致

しており、本 UASB が安定した汚泥性状を維持していたことを示している。 

 図 2.1.3-5 に VSS/SS の経日変化を示す。VSS/SS は運転開始後 200 日以後から、温度

に依存して変動する傾向を示し、温度の低下とともに増加した後、温度の上昇とともに低

下した。セルロースは、UASB 下部に一時蓄積した後に分解し、蓄積量は冬期に増え、下

記に減少する傾向が見られた。このため本 UASB では、水温が低い時には固形性有機物の

蓄積が進行し、逆に水温が高いときには固形性有機物の分解が促進されたと考えられる。 

 本 UASB の保持汚泥は、運転初期を除けば SVI の変化が少なく、冬期に未分解有機物の

蓄積は確認されるものの気温の上昇とともに分解し、スカムなどの蓄積は確認されなかっ

たことから、UASB 汚泥床全域で良好な汚泥性状を維持していたと考えられる。 

 
3) 結論 
 本研究では UASB リアクターにより無加温、HRT 8 時間の条件で、夏至の連続処理を行

いその処理特性および保持汚泥性状を評価した。以下に得られた知見を示す。 

 
①UASB は水温が 10~28℃の条件において、流入下水の全 COD、SS はそれぞれ平均で 350 

mg/L、125 mg/L であり、処理水ではそれぞれ平均で 120 mg/L、37 mg/L であった。UASB

は安定した処理性能を発揮した。 
② 溶解性 COD は冬季では処理水と同じレベルに達するのに高さ 3.25m(HRT:6.5 時間)要

したが、夏季で  は高さ 1.25m(HRT:2.5 時間)で同様のレベルに達することから、冬季で

は十分な反応時間が確保されることにより、処理水質は維持されることが示された。 
③ 消化汚泥を植種汚泥とした場合においても、良好なグラニュールが形成されることが確

認された。その結果、SVI は 20〜60mL/g を維持し、良好な沈降性を示した。 

④ 保持汚泥の平均 VSS/SS 比は冬季に 0.73 と最大になり、夏季には 0.70 と最小となった。

またセルロースは冬季に蓄積し、夏季に分解した。未分解有機物の蓄積は水温低下時に起

こり、水温の上昇に伴って分解することが示唆された。 
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図 2.1.3-1(A) 水温および外気温の経日変化 

 
図 2.1.3-1(B) SS の経日変化 

 
図 2.1.3-1(C) 全 COD の経日変化 

 
図 2.1.3-1(D) 全メタン生成量の経日変化 
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図 2.1.3-2 溶存性 COD のプロファイル 

 
図 2.1.3-3 MLSS および MLVSS の経日変化 

 

図 2.1.3-4 全 COD 汚泥負荷の経日変化 

 
 

図.2.1.3-5 VSS/SS 比の経日変化 
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(4) 達成度 

 HRT 8 時間、水温 10〜28℃の条件で運転した実下水処理 UASB について以下の項目を

明らかにすることができた。 
1) COD 除去率、SS 除去率はそれぞれ平均 63%、69%を達成した。冬期においても処理性

能は維持できる。 

2) 中温消化汚泥を植種汚泥とした場合においても良好なグラニュール汚泥が形成される

ことが確認された。 

3) 長い汚泥滞留時間 (SRT)と良好な汚泥性状維持が冬期に水温が低下する温帯地域にお

ける処理性能の維持に重要であることが示唆された。 

 
 (5) 成果の意義 

 本研究で得られた成果は、検討事例の少ない温帯地域 (平均気温：15~20℃程度) の下水

を対象とした UASB 法の処理性能および保持汚泥性状の基礎的知見の蓄積として意義があ

る。また、得られた結果は適切な設計条件を設定する上で重要な情報になる。 
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2.2 後段無曝気好気性処理に関する研究開発 

2.2.1 反応槽の設計基準、構造、操作因子に関する研究開発 

 

(1) 研究の背景・目的・目標 

DHS の先行技術として散水ろ床が知られている。散水ろ床法では担体として、初期では

砕石、後にプラスチックメディアが採用されてきた。これらの担体は内部に空隙を持たな

い構造であり、担体自体に保水性がないため、散水された廃水は直ちに反応槽内を下降し、

廃水中有機物が生物分解されるのに十分な水理学的滞留時間（HRT）を確保し難い。さらに

これらの問題に加え、悪臭の発生などもあって、国内では標準活性汚泥法に取って代わら

れた経緯がある。 

これに対し DHS では、スポンジを担体の素材に用いることで、スポンジ自体の保水能力

によって廃水の HRT を確保するとともに、海綿構造の中に微生物を捕捉することで反応槽

内の生物濃度を極限まで高めることを図った。これを実廃水処理レベルで実現するために、

DHS パイロットプラントを実際に試作・運転し、その中で DHS 反応槽の設計基準・構造・

操作因子を最適化することが望まれた。この課題に対応すべく、DHS パイロットプラント

を建設し、実廃水処理試験を行った。 

 

(2) 開発工程 

鹿児島県霧島市国分隼人クリーンセンターに DHS パイロットプラントを設置し、表

2.2.1-1 に示す工程で、実廃水処理試験を行った。 

DHS パイロットプラントの運転は、主として二つの目的のもとに行った。第一の目的は、

種々の担体、ディストリビュータの性能調査であり、H19 年度～H20 年度初期においてデー

タ採取・解析を行った。第二の目的は、実廃水（UASB 処理水）処理における性能安定性の

実証であり、第一の目的から得られた成果に基づいた DHS の改造を行った上で、H20 年度

において長期連続運転を行った。 

なお、これら二つの目的のための運転期間を併せると、プラントの総運転期間は 631 日

に及んだ。 

表 2.2.1-1 DHS パイロットプラントの実証試験工程 

H19 年度 H20 年度 年度 月 

項目 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

分析・データ採取             

水質関係             

汚泥関係             

担体等選定期間             

担体交換             

ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰﾀ交換             

担体統一             

性能安定性調査機関             

24hr 連続ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ             

 中間季             

冬季   



 Ⅲ.2.2-2 

 

(3) 成果 

1)  DHS パイロットプラント設計・製作とスポンジ担体の開発 

DHS パイロットプラントの平面寸法は横幅 2.4m×奥行 2.4m であり、担体充填部を横幅

1m×奥行 1m に 4 分画した。このことにより、最大 4 種類の担体を並列に充填し、それぞれ

の処理性能を比較できるようにした。担体保持汚泥のサンプリングおよび槽内流下水のサ

ンプリングのためのサンプリング口を、計 16 箇所設けた。DHS 槽下部に 2 箇所の吸気口を

取り付け、槽天井部の排気口からファンで能動的に槽内換気する構造とした。 

DHS 廻りの機器配置図を図 2.2.1-1 に示した。DHS パイロットプラントには UASB 処理水

を DHS 上部のディストリビュータから散水供給した。DHS 上部には空気供給のための排気

ファンを設置した。DHS 処理水は DHS 処理水槽へ一時貯留し、最終的には国分隼人クリー

ンセンター最初沈殿池に返送した。DHS 後段には SS の水質の向上を図るため、高度処理設

備として移動床式砂ろ過器/沈殿槽を備えたが、その詳細は 2.3 廃水処理トータルシステム

の開発で述べる。 

 DHS 用のスポンジ担体は、2 種類のキューブ型担体と 3 種類のカーテン型担体を用意し

た。キューブ型担体、カーテン型担体の仕様を、表 2.2.1-2 にそれぞれ示す。 

 

 

UASB処理水 DHS処理水

分配槽 排気

吸気

3610 5680 5000

3
30

0
3
15
0

6
57

0

DHS
反応槽

DHS
処理水槽

(砂ろ過器)

処理水
ポンプピット

処理水
ポンプピット

汚泥
貯槽
汚泥
貯槽

 

図 2.2.1-1 DHS パイロットプラント 模式図と周辺機器配置図 
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キューブ型担体は図 2.2.1-2 に示すように、DHS 内のかご状カートリッジにランダムに

充填し使用した。カーテン型担体は図 2.2.1-3 のように槽内に懸垂した。 

 

 

前述のように DHS パイロットプラントは平断面が約 2m × 約 2m であり、内部を約 1m×

約 1m×4 区画に分割した。ディストリビュータ（散水器）もそれにあわせて 4 基設置した。 

ディストリビュータの試作に当たり条件として、動力を必要としないこと、施工性のよ

い簡素なものであること、を挙げた。これを踏まえ、正方形の樋に一定間隔の三角堰を切

った形状の散水装置とした（図 2.2.1-4）。 

キューブ型担体では垂直方向だけでなく水平方向にも担体間の連絡があるため、固定式

散水器を使用した場合も、担体最上層を除き、流入水は概ね満遍なく担体全体にいきわた

ることが目視観察された。しかし一方で、カーテン型担体では水平方向に隣り合う担体間

   

図 2.2.1-3 カーテン型担体（G5-4）：単体(左)およびＤＨＳ内懸垂状況(右) 

表 2.2.1-2 DHS 担体仕様 

 

図 2.2.1-2 カゴ状カートリッジに充填されたキューブ型担体 
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の縁が切れているため、より厳密な散水機構が要求されることが明白となり、カーテン型

担体用に可動式（電動）（図 2.2.1-4）の散水機を設計し、運転 125～360 日の期間適用し

た。 

 

DHS 担体別処理水質を図 2.2.1-5 に示す。DO は、流入がほぼ 0 mg/L に対して、いずれ

の担体も 5 mg/L 以上を維持した。反応槽内へのスポンジ充填率が 50%を超える G3-2 担体

でも、酸素の供給が十二分に果たされることが示された。G5-4.1 担体で、処理水中の SS

濃度、BOD 濃度が変動する傾向があった。これは、担体支持体の強度不足によるスポンジ

のゆがみにより、偏流や短絡流が生じたためと考えられる。 

図 2.2.1-6 は、DHS 担体毎の保持汚泥濃度の経日変化と総保持汚泥量を示す。スポンジ

1L あたりの保持汚泥濃度はカーテン型担体よりもキューブ型担体のほうが安定して高い

値を示した。また当然ながら、充填率が高い担体のほうが、槽内に保持できる汚泥総量は

大きくなる。結果として、高充填密度キューブ型担体である G3-2 が、生物保持量という観

点から優れていることが示された。 

キューブ型担体 G3-1、G3-2 は処理水質に大きな違いはなかったものの、保持生物量（VSS

量）の点で G3-2 のほうが優れていた。G3-2 は G3-1 よりも薄い担体保護材を用いたが、強

度の面でのトラブルも認められなかった。また、施工性という観点からも、カゴ状のカー

トリッジに担体を投げ入れるだけでよく、取扱いが容易であった。 

カーテン型担体は、目的の処理性能を得るためのスポンジの充填密度を最小限にできる

と考えられた。実際に、処理水質の観点からは担体充填率の低さにもかかわらず一定の処

理能力を示した。しかしながら、G5-2 担体ではスポンジが支持材から滑落する問題が生じ、

G5-3、G5-4 では支持材である樹脂繊維網が加重に耐えられず破断する場合があるなど、強

度面で不安が残った。また、カーテン型ではキューブが頼りもディストリビュータに高い

散水精度が求められた。以上より、試作した担体のうち、G3-2 が生物保持量、ハンドリン

グの両面から優れているといえる。 

       
図 2.2.1-4 固定式散水器（左）と可動式散水器（右） 
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担体選定期間 担体統一（G3-2）

 
図 2.2.1-5 DHS 担体別処理水質 
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2) DHS パイロットプラント処理性能 

 図 2.2.1-7 は、 DHS 流入・流出水における SS の経日変化を示す。DHS に対するスポンジ

容積負荷、MLSS 負荷は、DHS 流入水である UASB 処理水の水質に依存する。流入下水の水温

が 20℃付近まで低下した 2007 年秋季前半におけるスポンジ容積負荷は、 0.80 

kg-SS/m3-sponge/d 以下であった。このとき DHS 流出 SS は、35 mg/L であった。2007 年秋

季後半から 2008 年冬季前半にかけた流入下水の水温が 20℃を下回る運転条件では、UASB

汚 泥 の 流 出 が 顕 著 と な り 、 DHS に 対 す る 負 荷 が  1.29 kg-SS/m3-sponge/d （ 0.04 

kg-SS/kg-MLSS/d）と大幅に上昇した。このとき、DHS 処理水質も著しく悪化し、100 mg/L

以上の流出を記録した。2008 年冬季から春季前半は、処理水量を一時的に 40m3/d にして、

UASB 保持汚泥の流出を抑える措置を施した。その後の定格運転（2008 年春季：平均水温

22.8℃）は、スポンジ容積負荷 0.72 kg-SS/m3-sponge/d（平均流入 SS 71mg/L）に対して、

平均流出 SS 33 mg/L の処理水質を得た。2008 年夏季（平均水温 27.5 ℃）は、スポンジ容

積負荷 0.63 kg-SS/m3-sponge/d（平均流入 SS 62mg/L）に対して、平均流出 SS 32 mg/L の

処理水質を得た。2009 年冬季（平均水温 18.6 ℃）は、前年のような大幅な負荷変動はな

く、スポンジ容積負荷 0.56 kg-SS/m3-sponge/d（流入 SS 57 mg/L）に対して、平均流出

SS 45 mg/L の処理水質を得た。 

図 2.2.1-8 は、 DHS 流入・流出水における全 BOD の経日変化を示す。UASB-DHS システム

における DHS に対する全 BOD の流入負荷は、UASB 保持汚泥流出と同時期である 2007 年秋

季を除き、通年して 0.50 kg-BOD/m3-sponge/d（0.02 kg-BOD/kg-MLSS/d、平均流入全 BOD 47 

mg/L）以下で流入し、平均流出全 BOD は 14mg/L 以下（平均流出溶解性 BOD 4mg/L）を得た。

溶解性 BOD については、通年して処理性能は安定しており、負荷が急激に上昇した UASB

汚泥流出時においても処理は可能であった。 

すなわち、DHS では、BOD に関しては流入負荷変動にかかわらず一定の処理水質を確保で

きるが、SS の処理においては流入水質（前段 UASB 処理水質）の影響を受けやすいといえ

る。 

 担体選定期間 担体統一（G3-2）

 

図 2.2.1-6 DHS 担体別保持汚泥濃度 



 Ⅲ.2.2-7 

図 2.2.1-9 は、DHS 反応槽の水質プロファイルを示す。季節の移り変わりによる顕著な

差は無かった。DO は、両担体共、流下過程で上昇している様子が確認でき、流下 1m で既

に 4 mg/L 以上を示した。SS は、流下途中で濃度が増加する場合があった。これは、担体

からの汚泥の剥離や局所的に堆積した汚泥が反応槽内部で洗い流されたものと考えられる。 

 

 

図 2.2.1-8 DHS 流入・流出水の全 BOD 経日変化 

 

図 2.2.1-7 DHS 流入・流出水の SS 経日変化 



 Ⅲ.2.2-8 

 

 

3) DHS 設計基準・構造・操作因子 

DHS パイロットプラントでは、UASB パイロットプラントの処理水を流入水としたため、

DHS の許容流入負荷を明確に示すようなデータは得ていない。しかしながら、後述（2.2.2 

DHS 基礎技術研究）の濃度影響評価試験の結果からは、溶解性の有機物に関して活性汚泥

法と同等以上の流入負荷を許容できることが示された。よって BOD 容積負荷は、活性汚泥

法と同等程度（0.3～0.8kg-BOD/m3-sponge/d）で設計するのが妥当である。なお、DHS パ

イロットプラントでは、運転期間を通じて、DHS 流入負荷 0.5kg-BOD/m3-sponge/d 以下で

あった。 

 DHS パイロットプラントの高さは、DHS 高さ方向の水質分布からみて、4m 程度の流下長

を確保することが望ましい。ディストリビュータは、流入水分散機能に優れた、かつ簡素

な構造のものがよい。キューブ型担体に対しては、DHS パイロットプラントで用いたよう

なシンプルな散水枡が適用できることが示された。 

DHS 法は活性汚泥法とは異なり、反応槽からの汚泥引抜きは行わないことが前提である。

（余剰汚泥は反応槽内で自己酸化するか、処理水に混入して少しずつ流出する）。そのため、

活性汚泥法のように槽内の汚泥量を逐次管理する必要はない。また、UASB 処理水を流入水

とする場合、流入水の調整（pH、温度など）は必要がない。しかしながら、槽内を換気す

るためのファンのメンテナンス、ディストリビュータ（散水器）の定期的な清掃は、最低

限の管理項目として求められる。 

 

(4) 達成度 

DHS パイロットプラントを建設し、実廃水処理試験を行う中で、スポンジ担体の開発を

行い、DHS 反応槽の設計基準・構造・操作因子について知見を得ることができた。 

キューブ型、カーテン型のスポンジ担体を並行して開発することで、両者の特徴を明確

に示すことができた。結果として、開発品の中では、キューブ型担体が、強度、所要散水

精度の面で取扱いが容易であることが示された。 

DHS パイロットプラントの高さは、DHS 高さ方向の水質分布からみて、4m 程度の流下長

を 確 保 す る こ と が 望 ま し く 、 BOD 容 積 負 荷 は 活 性 汚 泥 法 と 同 等 程 度 （ 0.3 ～

0.8kg-BOD/m3-sponge/d）で設計するのが妥当であることが示された。 

また、槽内を換気するためのファンのメンテナンス、ディストリビュータ（散水器）の

図 2.2.1-9 DHS 水質プロファイル 
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定期的な清掃は、最低限の管理項目として求められることを明示した。 

以上より、所期目的を達成できたといえる。 

 

(5) 成果の意義 

複数の担体を試験し、その中で最も充填率の高い担体が性能面で優れていたことは、装

置をコンパクトにできる面で有効である。2 年間連続で運転し、安定した水処理実績を得

たことで、構造面も含めてＤＨＳの実施設計ができるようになった。また、水質のプロフ

ァイルや汚泥濃度の経年変化からＤＨＳ内の汚泥や生物の挙動がわかり、汚泥の引抜や洗

浄操作をすることなく、運転が可能であることが示された。これにより汚泥管理がほとん

ど必要なく維持管理が容易であることも実証できた。 
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2.2.2 DHS 基礎技術研究 

 

(1) 研究の背景・目的・目標 

 本研究は、DHS の基礎的な特性の把握を目的とした。具体的には、有機物負荷量による

処理水質への影響、DHS の処理能力に関わる汚泥捕捉能力、酸素供給能力について調査し

た。また新規 DHS 担体である G3-2 の機能・特性を評価するにあたり、パイロットスケール

の DHS を制作し長期連続運転を行い、DHS に生息する微生物の種類を調査した。 

 

(2) 開発工程 

 本研究は、表 2.2.2-1 に示す実施内容と工程で研究を行った。実施内容は、DHS 担体の

基礎的特性の把握、新規担体（G3-2）評価試験、DHS 内生物特性評価とした。 

 

 
 

(3) 成果 

1) 濃度影響評価試験 

DHS 単独の有機物評価を検討するために、プロピレングリコールを主成分とする人工模

擬廃水を作成し流入量を段階的に高めてそのときの応答を調査した。図 2.2.2-1 は COD 容

積負荷と COD 除去率の関係を示す。COD 除去率は、COD 容積負荷 4 kg-COD/m3/d（BOD 容積

負荷は 2.4 kg-BOD/m3/d）まで平均 95 %以上を得た。COD 容積負荷 6 kg-COD/m3/d（BOD 容

積負荷は 3.6 kg-BOD/m3/d）での COD 除去率は平均 75%程度まで低下した。従来の活性汚泥

法ではアルコール系廃水の処理を行った場合、BOD 容積負荷 0.9-1.2 kg-BOD/m3/d で BOD

除去率が 90%を下回る 1)。このことから DHS 単独の単一成分除去は十分に優れていること

が分かった。 

 

表 2.2.2-1 研究の実施内容と工程 
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2) 汚泥捕捉能力評価試験 

図 2.2.2-2 は 30mm 角スポンジ上部より活性汚泥 2,000 mg-SS/L を供給したときの、ス

ポンジセルサイズの違いによる汚泥捕捉濃度を示す。0.56 mm、0.63 mm、1.92 mm のスポ

ンジは、表面短絡や内部短絡により汚泥を捕捉する機能は無かった。一方、セルサイズが

0.83 mm、1.25 mm のスポンジは、理論値 2 g-SS/L-sponge 以上を保持しており、フィルタ

ー効果と汚泥を捕捉する能力を十分に有していることを確認した。 

 
 

3) 酸素供給能力調査 

担体スポンジサイズ、スポンジ間隔の有無による総括酸素移動容量係数（kLa）の比較を

行った。本試験においてスポンジサイズは 15 mm 角、30 mm 角、45 mm 角の担体を用いた。

45 mm 角担体に関してはサイズの大きさからスポンジが水の自重で変形してしまい、定常

的な滴下状態が保てなかった。図 2.2.2-3 は、キューブ型担体の大きさ（15 mm 角、30 mm

角）・ギャップの有無における KLa を示す。ギャップの有無による KLa については、明確な

差は無く、DO の供給能力だけを考慮すると担体間に隙間を作らずとも、水がスポンジを滴

下する過程で十分に酸素を取り込めることが分かった。スポンジサイズの大きさに関して

 

図 2.2.2-1 COD 容積負荷と COD 除去率

 

図 2.2.2-2 スポンジセルサイズの違いによる捕捉汚泥濃度 
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は、サイズが小さいほど酸素供給能力に優れることが分かった。ギャップ無し 15 mm 角担

体の KLa は 46.6 h-1、30 mm 角担体の KLa は 18.8 h-1 であった。 

 

 
 

4) 新規担体評価試験 

DHS パイロットプラントの建設に先立って、新規担体 G3-2 を適用した 3.4m3/d 規模の

DHS を製作し、実廃水処理性能を調査した。本実験装置は水温の制御を行なわず、外気温

度条件で運転した。季節により流入下水の水温は 10-28℃と大きく変動した。 

図 2.2.2-4 は、SS 濃度と温度の相関を示す。DHS の SS 除去性能は、温度が低くなると

低下する傾向が見られた。また DHS 流入に比べ、DHS 流出の方が近似曲線の傾きが小さい

ことから、DHS は前段 UASB に比較して温度の影響による処理能の低下が緩和されていると

いえる。 

 図 2.2.2-5 は、BOD 濃度と温度の相関を示す。DHS 流入の BOD 濃度は温度にかかわらず

ばらつきが大きいが、やはり水温が低いほど処理能の低下が認められた。一方、DHS 流出

水は全運転期間を通して温度によるばらつきがほとんど確認されなかった。 

 

 

図 2.2.2-3 キューブ型担体の大きさ・ギャップの有無における KLa 

 

図 2.2.2-4  SS 濃度と温度の相関 
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図 2.2.2-6 は、G3-2 担体のスポンジ状態がバージンであるものと汚泥保持後および保持

汚泥滅菌後の DO を示す。それぞれの状態の酸素供給能力は流下直後から優れており、流下

5 分後から DO 4mg/L 程度を有していた。それ以降、汚泥が保持された担体に関しては、保

持微生物による有機物酸化や内生呼吸により DO を消費していた。本試験では KLa を測定す

るにあたり、その有機物酸化や内生呼吸を無視した滅菌処理後の汚泥保持単体についても

DO を測定した。その結果、担体内に汚泥が捕捉された状態でも DHS 担体は、物理的に酸素

を取り込めることが明らかとなった。 

図 2.2.2-7 は、G3-2 担体のスポンジ状態における酸素吸収能を示す。スポンジ担体は、

汚泥を保持するとバージンな状態の KLa 6.3 h-1 から 4.4 h-1 に低下した。しかしながら、

微生物による有機物酸化や内生呼吸に必要な DO は保持していたことから、汚泥保持後にお

ける KLa の低さは処理における許容範囲内と判断する。 

   
 

UASB-DHS は、有機物除去を担うシステムとして開発されているが、栄養塩除去への対応

を検討することは本システムの普及を考える上で欠かせない。ここでは、有機物と同時に

窒素の挙動をモニタリングし、新規担体（G3-2）を適用した DHS の窒素処理特性を調査し

た。 

ケルダール性窒素の除去性能は、水温が 20℃以上の夏季において特に高く、DHS 流出濃

 

図 2.2.2-7  G3-2 担体の酸素吸収能 

 

図 2.2.2-5  BOD 濃度と温度の相関 

図 2.2.2-6  G3-2 担体通過水の DO 
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度は最高で 0.2 mg-N/L（除去率 99.4％）に達した。アンモニア性窒素は、ほぼ完全に硝酸

性窒素にまで硝化反応が進行した。一方、水温が 15℃を下回る冬季においてケルダール性

窒素の除去能力は低下し、DHS 流出濃度は最大で 12.1 mg-N/L （除去率 64.2％）となった。

これは低温により硝化細菌の活性が低下したためと考えられる。 

 また、好気性処理である DHS は 35 %程度の窒素の処理が可能であった。流出する窒素態

の殆どは硝酸性窒素であった。硝酸性窒素をさらに除去する場合は、DHS の後段に脱窒槽

を設けるか、UASB-DHS システムの場合、DHS 処理水を UASB に返送するなどの操作が必要と

なる。 

図 2.2.2-8 は、DHS 基軸高さでの窒素態の挙動（DHS 水温 25.6℃）を示す。流入のアン

モニア性窒素は、20〜25 mg-N/L であり、流下長 2.5 m で 0.3 mg-N/L 以下まで除去（除去

率 99 %）されていた。アンモニア性窒素は硝酸性窒素にまで酸化され、硝化反応の進行を

確認した。また、亜硝酸性窒素の蓄積はなかった。 

 

5) DHS 内生物特性評価 

DHS 内の微小動物の生態系を把握するために、顕微鏡観察により定量・定性評価した。

図 2.2.2-9 は DHS および活性汚泥に生息する微小動物群の定量結果を示す。DHS 保持汚泥

中に生息する微小動物は、高次の栄養レベルの原生動物である肉質虫類、繊毛虫類、また

後生動物である線虫類、輪虫類、貧毛類そしてミジンコなどであった。原生動物の 1 mg-SS

あたりの個体数は、活性汚泥と同程度であった。後生生物の個体数は、原生動物を下回る

が、活性汚泥より多様性が認められた。DHS に最も多く存在した肉質虫類は、流下長 0.4m

で 2200 個体/mg-SS、流下長 3.2m で 4700 個体/mg-SS となり、流下が進むにつれ個体数が

増加していた。これらの肉質虫類は、有機物汚泥負荷が低く硝化反応が進行している生物

処理反応槽に出現することが確認されている 2）。DHS はリアクター上部で速やかに有機物

が分解され、下部で硝化反応が進行していたことから、肉質虫類がリアクター下部に多数

生息していたと考えられる。一方、後生生物の個体数は流下方向で減少する傾向にあった。

 

図 2.2.2-8  DHS 基軸高さでの窒素態の挙動 
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後生生物が多く生息していた流下 0.4m の個体数は、線虫類で 50 個体/mg-SS，輪虫類で 40 

個体/mg-SS，貧毛類で 20 個体/mg-SS，ミジンコが 10 個体/mg-SS であった。 

 DHS に生息する微小動物の個体数は、汚泥 1 mg-SS あたりでは活性汚泥と同程度である

が、DHS は活性汚泥法に比べて単位容積あたりの保持汚泥濃度が 10〜20 倍と極めて高いた

め、故に多数の微小動物が生息することを示した。 

 一般に，散水ろ床法などの生物膜法は活性汚泥法と比較して 20〜30％余剰汚泥の発生量

が少なく、これは微生物生態系の高次栄養レベルの生物である原生動物や後生動物などの

微小動物の捕食による汚泥減量効果による影響であると報じられている 3）。DHS も散水ろ

床法と同様に生物膜法と類似のシステムであり、汚泥減量に寄与する微小動物を高濃度に

保持可能である。さらに DHS は、有機物汚泥負荷が低いため増殖ポテンシャルが活性汚泥

よりも低く、自己酸化活性の高い汚泥を高濃度に保持できる 4)ことが、余剰汚泥発生につ

いて高い抑制能を有する主な要因であると考えられた。 

 

5-2)  細菌群集構造解析 

 DHS の機能や特性を把握するために、基軸方向での微生物群集構造解析を行った。 

図 2.2.2-10 は、クローニング解析結果を示す。クローニングによる解析はボックス 1、

4、8 から汚泥を採取し、それぞれ 93、99、96 クローン、総数 288 クローンを解析した。

配列については、V3 領域を含む約 500 塩基を解析した。うちボックス 8 からの 1 クローン

はキメラの可能性が高く、解析から排除した。門・網レベルでの分類結果を図 6.3.3-2 に

示す。全てのボックスにおいて Betaproteobacteria および Gammaproteobacteria 網に属す

るクローンが優先していた。この他 Alphaproteobacteria網、Bacteroidetes門、Firmicutes

門、Acidobacteria 門、Verrucomicrobia 門、Nitrospirae 門が数%以上存在した。次に塩

基配列情報を用いて FastGroup II 5) で identity 97%の条件で OTU 分類を行ったところ、

ボックス 1、4、8 においてそれぞれ 32±0、68.5±0.5、61.3±0.6 (試行回数 20 回) の

OTU が得られた。FastGroup II による解析結果で異なる結果が得られた OTU グループにつ

いては、そこに属するクローンの塩基配列情報同士の相同性および系統解析ソフト ARB 6) 

を用いて OTU を決定した。その結果、ボックス 1、 4、 8 においてそれぞれ 32、 70、 61

の OTU が得られた。各 OTU の代表配列は DDBJ に登録した。ボックス 1 において OTU がボッ

 

図 2.2.2-9  DHS および活性汚泥における微小動物個体数 
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クス 4、8 に比べて半数ほどしかない理由は、塩基配列を解読したクローンの約 40% (37

クローン) が Dechloromonas 属に近縁なクローンで 1 つの OTU を形成したためである。

Dechloromonas 属に近縁なクローンで形成される OTU は、ボックス 4 でも 2 OTU 得られ、

合計 14 クローン (10 クローンと 4 クローン)  と全体の約 14%を占めていた。しかしなが

らボックス 8 では 1 OTU でそのクローン数は 3 クローンにまで減少した。Dechloromonas

属に近縁なクローンの OTU の他に DHS 高さ方向に特徴的な変化を見せたのは、

Gammaproteobacteria 網のメタン酸化細菌に近縁なクローンで構成される OTU (ボックス 1

で 4 OTU、9 クローン)、硫黄酸化細菌に近縁なクローンで構成される OTU (ボックス 1 で 2 

OTU、5 クローン)、Gammaproteobacteria 網の Xanthomonadaceae 科のクローンクラスター

に属するクローンで構成される OTU (ボックス 8 で 11 クローン)、アンモニア酸化細菌あ

るいは亜硝酸酸化細菌に近縁なクローンで構成される OTU (ボックス 4 および 8 のみで検

出) であった。 

 

 

図 2.2.2-10 クローニング解析結果 
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(4) 達成度 

 以上の成果は、DHS の基礎的な特性を明らかとし、DHS パイロットプラントの担体選定・

運転方法に反映する事項を達成した。 

＜スポンジ担体の基礎特性＞ 

 ①濃度影響：高い有機物負荷を許容できることを明らかにした。プロピレングリコール

を主成分とした廃水を用いて、有機物負荷を上昇させたときの応答を調査したところ、

COD 容積負荷 4 kg-COD/m3/d（BOD 容積負荷は 2.4 kg-BOD/m3/d）での平均除去率は 95 %

以上であった。 

     ②汚泥捕捉能力：担体に汚泥を捕捉する上で、担体に使用しているスポンジのセルサイ

ズは重要である。セルサイズが 0.83 mm、1.25 mm のスポンジについて汚泥を捕捉す

る物理的特徴を有していることを明らかにした。この結果は実証プラントへの担体の

選定に反映した。 

     ③酸素供給能力：スポンジサイズが小さいほど酸素供給能力に優れることを明らかにし

た。15 mm 角担体の KLa は 46.6 h-1、30 mm 角担体の KLa は 18.8 h-1 であった。 

＜新規担体（G3-2）評価＞ 

     ①有機物処理性能：新規に G3-2 担体を用いた DHS は水温 10〜28℃の温帯地域の気候で

あっても有機物の除去は十分に可能であることを実証した。ただし、水温 15℃以下に

おいては固形性有機物の除去率の低下が確認された。 

 ②酸素供給能力：担体内に汚泥が捕捉された状態でも、DHS 担体は物理的に酸素を取り

込めることがわかった。 

③窒素除去特性：水温が 20℃以上の夏季においてケルダール性窒素の除去率は、99.4％

に達した。アンモニア性窒素は、硝酸性窒素にまで硝化反応が進行していた。一方、

水温が 15℃を下回る冬季においてケルダール性窒素の除去率は低下し、64.2％となっ

た。 

＜DHS 内生物特性評価＞ 

 ①微小動物定量評価：DHS 保持汚泥中の微小動物は、高次の栄養レベルの生物が確認さ

れた。DHS に生息する微小動物の個体数は、汚泥 1 mg-SS あたりでは活性汚泥と同程

度であったが、DHS は活性汚泥法に比べて単位容積あたりの保持汚泥濃度が 10〜20 倍

と極めて高いため、多数の微小動物が生息することを示した。 

 ②細菌群集構造解析：DHS 微生物群集構造は高さ方向に変化しており、高さ方向におい

て水質プロファイルを反映する微生物の存在を明らかにした。 

 

(5) 成果の意義 

 今回の基礎実験では、これまで不明となっていたスポンジ担体の特性を明らかにした。

そこで得られた成果を基に新規 G3-2 担体を選定し、3.4m3/d のパイロットスケール DHS に

て性能・特性評価した結果が、50m3/d のパイロットプラント DHS への反映に至った。すな

わち、実施設への導入を想定した担体の選定と、今後のより高性能な新規担体の開発にお

いても貴重な結果となった。 
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2.3 廃水処理トータルシステムの開発 

2.3.1 トータルシステムの開発 

 

(1) 研究の背景・目的・目標 

UASB-DHS を中核とした廃水処理システム（以降、トータルシステム）の構築を意識した

試験・評価を、行った。トータルシステムの開発では、実用化、普及を念頭においたとき

に求められる水質安定性確保のための設備付加まで含め、UASB-DHS パイロットプラントを

用いた性能確認を行った。 

 

(2) 開発工程 

H18 年度にパイロットプラントの UASB と DHS の組合せ技術や周辺技術を研究できるよう

にプロセス設計・設置を行った。H19 年度からおよそ 2 ヵ年に渡り、実下水を用いた性能

実証試験を行った。表 2.3.1-1 に実証試験工程を示す。 

 

 

 

(3) 成果 

1) UASB-DHS パイロットプラント 

パイロットプラントは、2.1.1 で示した UASB プラントと 2.2.1 で示した DHS プラントを

組み合わせ、さらに付帯設備を追加したものとした。パイロットプラントのフローを図

2.3.1-1 に示した。付帯装置は、UASB で発生するバイオガスの脱硫塔および燃焼焼却装置、

汚泥減量を促進するための可溶化設備、処理水の SS 濃度を高度処理するための沈殿槽／砂

ろ過器、処理水塩素消毒槽、などを備えた。 

表 2.3.1-1 トータルシステム実証試験工程 
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2) 処理水質 

実証試験前半において、夏季、中間季、冬季にわたる運転データの蓄積を行い、UASB-DHS

は BOD の除去に優れること、一方で、特に水温低下時に SS の除去が不安定になることが明

らかとなった（図 2.3.1-2）。 

SS 除去の安定化を図るために、トータルシステムとして図 2.3.1-3 に示すフローを扱っ

た。図 2.3.1-4 に各フローの SS 処理性能を示す。UASB-DHS の後段に砂ろ過を付加したシ

ステムが SS の処理に卓越した。 

そこで、運転 361日目から、UASB-DHS-砂ろ過システムでの長期運転を行った（図 2.3.1-2）。 

期間中の水質（平均値±標準偏差）は、流入水 BOD 165±34 mg/L、流入水 SS 146±18 mg/L、

に対し、処理水 BOD 5.6±2.6 mg/L、処理水 SS 8.0±5.0 mg/L であった。なお運転条件は、

UASB 水理学的滞留時間 9.7 時間、 水面積負荷 0.5m3/m2/h、DHS 水理学的滞留時間 2.5 時間、 

BOD 容積負荷 0.45 kg-BOD/m3-sponge/d 以下であった。 

 

図 2.3.1-1 パイロットプラント概要 
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図 2.3.1-2 水質経時変化 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

図 2.3.1-3 トータルシステム検討フロー 
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砂 ろ 過 DHS UASB 
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Ⅳ 沈 殿 槽 DHS UASB 

 

図 2.3.1-4 フローごとの処理水 SS 濃度 
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3) 汚泥発生量 

トータルシステムにおける汚泥発生量を図 2.3.1-5 に示した。汚泥発生量は、UASB で発

生する余剰汚泥、および、DHS 後段の砂ろ過/沈殿槽における除去 SS の和（乾燥重量；DS）

とした。図 2.3.1-5 には標準活性汚泥法における汚泥発生量を併記した。値は文献 1)より

求めた。標準活性汚泥法の汚泥発生量は、下水 1m3 処理あたり 0.29kg-DS であった。 

①UASB-DHS-砂ろ過（砂ろ過洗浄汚泥→UASB 返送）システムにおける汚泥発生は、UASB

からの余剰汚泥のみである。このシステムでのモニタリング期間は 42 日間と比較的短かっ

たこともあり、汚泥発生量は下水 1m3 処理あたりほぼ 0kg-DS と極小であった。 

②UASB-DHS-砂ろ過（砂ろ過洗浄汚泥→汚泥処理）、③UASB-DHS-沈殿槽（沈殿汚泥→汚泥

処理）における汚泥発生量は、UASBの余剰汚泥と砂ろ過/沈殿槽の除去 SSの合計量である。

②の汚泥発生量は下水下水 1m3処理あたり 0.04kg-DS、③では下水 1m3処理あたり 0.02kg-DS

であった。これら 2 システムの汚泥発生量の差は、砂ろ過と沈殿槽の SS 除去能の差である

と言い換えることができる。即ち、沈殿槽では、汚泥発生量は小さいものの、最終処理水

中に混入して放流される SS 量が砂ろ過よりも大きくなる。 

 

4) 消費エネルギー量 

UASB-DHS システムの消費エネルギーを、パイロットプラント負荷電流・電圧の実測調査

をベースに行った。UASB-DHS システムで基本となる動力は、DHS 槽内換気のためのファン、

揚水ポンプ、余剰汚泥引抜ポンプである。これらに加え、SS 高度処理を行う場合、沈殿槽

や砂ろ過器に係る動力も必要となる。パイロットプラントでは、移動床式の砂ろ過を DHS

後段に採用した長期データを採取した。移動床式砂ろ過では、ろ材洗浄のためのエアリフ

トが必要動力である。 

パイロットプラントから発生した汚泥の処理に係るエネルギーを実測することは不可能

であったため、統計データから算出される汚泥処理エネルギーを用いて推定値を求めた。

まず、パイロットプラントから排出される汚泥量（kg-DS/m3-sew）を SS 収支（実測）から

求め、次いで下水道統計 2)から汚泥重量あたりの処理エネルギー（kWh/kg-DS）を計算し、

これらを乗じることで、パイロットプラントにおける処理水量あたりの汚泥処理エネルギ

ー（kWh/m3-sew）を推定した。 
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図 2.3.1-5 トータルシステムにおける汚泥発生量 
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下水 1m3 処理あたりのトータルシステム消費エネルギーを図 2.3.1-6 に示す。比較対象

として、文献 1)から求めた標準活性汚泥法における処理水量あたりの消費エネルギーを併

記した。標準活性汚泥法では下水 1m3 処理あたり水処理エネルギー0.359 kWh、汚泥処理エ

ネルギー 0.168 kWh であった。 

これに対して、①UASB-DHS-砂ろ過(洗浄汚泥返送)では下水 1m3 処理あたり水処理エネル

ギー0.097kWh、汚泥処理エネルギー0.00kWh（短期間での検討のため、汚泥発生量が過小評

価の恐れがある）であった。 

②UASB-DHS-砂ろ過(洗浄汚泥処分)では、下水 1m3 処理あたり水処理エネルギー0.097kWh、

汚泥処理エネルギー0.025 kWh であった。 

③UASB-DHS-沈殿槽（沈殿汚泥処分）では、下水 1m3 処理あたり水処理エネルギー0.049kWh、

汚泥処理エネルギー0.011 kWh であった。 

 

 

3) 二酸化炭素排出量 

前項で得られた消費電力量から、パイロットプラントおよび標準活性汚泥法における処

理水量あたりの CO2 排出量を算出した。算出は文献 2),3)に基づいて行った。 

結果を図 2.3.1-7 に示した。比較対象とした日処理量 10,000m3 未満の標準活性汚泥法で

は、下水 1m3 処理あたり、水処理に係る二酸化炭素排出量 0.199 kg-CO2、汚泥処理に係る

二酸化炭素排出量 0.064 kg-CO2 であった。 

これに対して、①UASB-DHS-砂ろ過(洗浄汚泥返送)では下水 1m3 処理あたり、水処理に係

る二酸化炭素排出量 0.054 kg-CO2、汚泥処理に係る二酸化炭素排出量 0.000 kg-CO2（短期

間での検討のため、汚泥発生量が過小評価の恐れがある）であった。 

②UASB-DHS-砂ろ過(洗浄汚泥処分)では、下水 1m3 処理あたり、水処理に係る二酸化炭素

排出量 0.054 kg-CO2、汚泥処理に係る二酸化炭素排出量 0.009 kg-CO2 であった。 

③UASB-DHS-沈殿槽（沈殿汚泥処分）では、下水 1m3 処理あたり、水処理に係る二酸化炭

素排出量 0.027 kg-CO2、汚泥処理に係る二酸化炭素排出量 0.004 kg-CO2 であった。 
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図 2.3.1-6 トータルシステムにおける消費エネルギー 
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(4) 達成度 

UASB-DHS を用いた処理フローの検討の結果、UASB-DHS-砂ろ過システム（処理水量 50m3/d、

UASB 水理学的滞留時間 9.7 時間、 UASB 水面積負荷 0.5m3/m2/時、DHS 水理学的滞留時間 2.5

時間）で最も高度な水質が得られることが分かった。処理水質は BOD 5.6 mg/L、S S 8.0 mg/L

であった。 

また、UASB-DHS-砂ろ過システムの汚泥発生量、消費エネルギー量（水処理）、二酸化炭

素排出量（水処理）を調査したところ、それぞれ、下水 1m3 処理あたり 0.043kg-DS、0.097kWh、

0.054kg-CO2 であった。 

 以上のように、実用化を念頭においたシステム開発、またその性能確認を果たすことが

できた。よって、所期目的を達成できた。 

 

(5) 成果の意義 

UASB-DHS-砂ろ過システムによって、下水道法における放流水質基準（ BOD 15mg/L 以下、

SS 40mg/L 以下）を十分達成でき、標準活性汚泥法の処理水質 1)（BOD 5.0mg/L、SS 5.3mg/L）

と同等程度の処理水質が得られたことは、UASB-DHS の実用性を示す重要な結果である。ま

た、汚泥発生量、エネルギー消費量、二酸化炭素排出量の調査によって、本システムが二

次廃棄物排出抑制、省エネルギー、地球温暖化抑止に貢献できる技術であることが示され

た。 
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図 2.3.1-7 トータルシステムにおける二酸化炭素排出量 
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2.3.2 下水処理分野への適用に関する研究開発 

2.3.2.1 研究の背景・目的・目標 

 本研究開発の下水処理分野への適用のために、UASB-DHS（嫌気性－好気性処理システム）

からの処理水の水質変動が大きい場合は変動を吸収して放流水質を安定化させ、BOD15mg/L

以下を安定的に達成可能とする後処理システムの研究開発を行った。候補技術としては、

急速砂ろ過を検討することとし、下水処理への適用性について、ラボスケール実験および

小規模パイロットプラント実験ならびに実証プラントにより実験・検討を行った。 

 また、UASB-DHS システムおよび高度処理対応型システムについて、下水処理分野への適

用性に関して評価を行った。評価は、実証プラントの運転データの解析結果および処理妨

害物質の影響に関するラボスケール実験結果および小規模下水道への導入ケーススタディ

の検討結果に基づいて行った。 

 

2.3.2.2 研究の内容・工程 

研究の内容および工程は表 2.3.2-1 に示す通りである。詳細を以下に述べる。 

(1) UASB-DHS システムに適した砂ろ過技術の基礎開発 

UASB-DHS システムからの処理水をより高度に処理して水質を安定化させるのに適した砂

ろ過技術の基礎的開発を行った。実施にあたっては、まずラボスケールの実験装置を模擬

廃水を用いて室内で運転して基礎検討のための実験を行った。次に、小規模パイロットプ

ラントの実験装置を製作して下水処理場内の実験施設に設置して実下水を用いて連続運転

する実験を行った。これらの実験データを解析して砂ろ過技術の基礎的開発を行った。 

 

(2) UASB-DHS システムの下水処理分野への適用性評価 

UASB-DHS システムの下水処理分野への適用性について評価を行った。実施にあたっては、

UASB-DHS システムの実証プラントの運転結果および解析結果を用いるとともに、UASB-DHS

システムの処理性能に影響を及ぼすような妨害物質が流入した場合の処理安定性評価実験

を行った結果もふまえて、我が国における下水水質、流入変動、温度条件等を勘案して、

下水処理分野への適用性を評価した。また、平均気温が高い地域として、九州・沖縄地方

の小規模下水道への導入を想定したケーススタディにより、適用性を評価した。さらに、

エネルギー回収等の高度処理対応型システムについても実験プラントにより検討を行った。

これらにより、下水処理分野への適用性の評価を実施した。 

 

表 2.3.2-1 研究の内容・工程 

 

 H18 年度 H19 年度 H20 年度 

(1)UASB-DHS システムに適した砂ろ過技術の

基礎開発 

   

(2)UASB-DHS システムの下水処理分野への適

用性評価 
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2.3.2.3 成果 

(1) UASB-DHS システムに適した砂ろ過技術の基礎開発 

1) 方法 

 UASB-DHS-砂ろ過システムの小規模パイロットプラント実験装置を製作して下水処理場

に設置し、実下水を用いて自然の気温条件下で連続運転を行い、低水温、高負荷による処

理性能低下時において、砂ろ過の追加による処理水質安定化の可能性について検討した。

実験装置を図 2.3.2-1 に示す。 

 

図 2.3.2-1 UASB-DHS-砂ろ過システム実験装置 

 

2) 結果 

 処理水質の図 2.3.2-2 より、夏期の運転期間（7 月～9 月、88～176 日目）は高水温（流

入水平均 25.9℃）かつ低負荷（HRT12 時間）の好条件であったため、UASB-DHS 処理水は常

に BOD10mg/L 以下で BOD 除去率は平均 95%以上あり、砂ろ過（粒径 0.6mm）は不要であった。 

 冬期の運転期間（12 月～1 月、2.3.22～299 日目）は低水温（流入水平均 17.4℃）かつ

高負荷（HRT10 時間）で夏期より悪条件に設定したため、UASB-DHS 処理水質は悪化し、砂

ろ過（粒径 1.8mm）後でもほとんど常に BOD15mg/L 以上となった。DHS 処理水中の有機汚濁

は溶解性の割合が高くなったため（全 CODcr の約 80%が溶解性）、砂ろ過では十分に除去さ

れず、UASB-DHS-砂ろ過システムの BOD 除去率は 85%程度に低下した。SS は 40mg/L 以下に

常に制御できたものの、BOD 除去についての砂ろ過の効果は限定的であった。 
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図 2.3.2-2 UASB-DHS-砂ろ過システムの処理水質（BOD） 

DHS 処理水 

(a) UASB 

容量約 230L

(b) DHS 

容量約 230L 

スポンジ容量

約 65L 

(c) 砂ろ過 

ろ過断面積約 10cm2 

上向流方式 

平均粒径 0.6mm（砂）単層

および 

平均粒径 1.8mm（アンスラ

サイト）単層 

を検討 
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流入水↑ 

ATU-BOD で示す区間の BOD は、

N-BOD を除外して C-BOD のみを

測定した値である 運転期間（日）

流入水

砂ろ過
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 砂ろ過のろ材の違いの影響については、夏期が粒径 0.6mm の砂、冬期が粒径 1.8mm のア

ンスラサイトで単純比較は難しいが、冬期の DHS 処理水の水質悪化により、粒径 1.8mm で

も砂ろ過ろ層の閉塞・圧力損失の急増等によるトラブルがしばしば発生しており、粒径が

小さいとさらに閉塞しやすくなることから、可能な範囲で粒径が大きめのろ剤を選んだ方

が運転管理が容易になると考えられた。 

 

(2) UASB-DHS システムの下水処理分野への適用性評価 

1) 処理影響物質に対する水処理安定性に関する評価 

（方法） 水処理に影響を与える可能性のある水質の下水として、下水道法等の法令の許

容範囲で想定して、酸性排水（pH7.4 より pH5.0 へ段階的に低下）、アルカリ性（pH7.4 よ

り pH9.1 へ段階的に上昇）、フェノール性排水（フェノール 5mg/L）がそれぞれ流入した場

合の水処理安定性について、ラボスケールの実験装置（UASB 容量約 16L、DHS:スポンジ容

量約 4L）を用いて 20℃条件下で人工下水による連続運転を行い、実験的検討を行った。 

（結果） 図 2.3.2-3 に示す通り、酸性側で pH5.0 まで、アルカリ性側で pH9.1 までのい

ずれの流入水質の場合も処理に深刻な影響は見られなかった。UASB の COD 除去率がやや低

下した場合でも後段の DHS において十分な処理が行われ、トータルの処理性能に影響はな

く、砂ろ過も不要であった。また、フェノール性排水（フェノール 5mg/L）の流入による

影響実験の結果については、排水の流入による処理影響はほとんど見られなかった。産業

排水処理分野ではより高濃度のフェノールを含む排水の嫌気処理が実施されているが、そ

れらは十分な馴致期間の確保あるいはフェノール処理に適した微生物の選択的利用等によ

り実施されているのに対して、本実験では特にフェノールに馴致していない通常の下水生

物処理においてフェノール性排水が突発的に流入した場合に、処理に深刻な影響が起こら

ないかを確認するためのものであったが、5mg/L 程度は許容範囲であると考えられた。 
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図 2.3.2-3 アルカリ性および酸性排水の処理影響評価実験の結果 
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2) 小規模下水道を想定したケーススタディによる評価 

（方法） 平均気温が高い九州・沖縄地方の下水処理場の維持管理費に占める汚泥処理費

および燃料費の割合を「平成 18 年度版下水道統計（(社)日本下水道協会）」により算出し、

UASB-DHS での年費用削減率を試算した。また、UASB-DHS の導入に際して、汚泥発生量およ

びエネルギー消費量の高度な抑制のために建設コストを増加することが可能か検討した 

（結果） 対象地域の下水処理場の汚泥処理費およびエネルギー費の割合は維持管理費の

約 25%であった。よって、UASB-DHS システムにより、エネルギー消費量・汚泥発生量を 70%

削減すると、維持管理費の約 18%（25%×0.7=17.5%）の削減が可能と考えられた。 

 表 2.3.2-2 に示す年費用の試算例より、UASB-DHS システムの建設費が同規模の活性汚泥

処理システムと同等と仮定すると、処理場の建設費および維持管理費の年費用に対する削

減率は約 8～11%となる。 

表 2.3.2-2 小規模下水道を想定したケーススタディにおける年費用試算例 

 計画人口 日平均 日最大 建設費 償却年数 年当たり建設費 維持管理費 年費用合計
P（人） Qa(m

3
/d) Qd(m

3
/d) C(百万円） Y（y） Cy(百万円/y） M(百万円/y） CM（百万円/y）

1,000 300 429 245 33 7 12 19
5,000 1,500 2,143 1,557 33 47 40 87
10,000 3,000 4,286 2,259 33 68 61 129  

 計画人口 維持管理費削減率 維持管理費削減額 年費用削減率
P（人） R(%) Mr（百万円/y） CMr(%)
1,000 18 2 11
5,000 18 7 8
10,000 18 11 8  

（建設費・維持管理費の推定は、「効率的な汚水処理施設整備のための都道府県構想策定マ

ニュアル（案）」（平成 13 年、(社)日本下水道協会）より） 

 

 また、建設コストの償却年数を検討した図 2.3.2.3.2 より、例えば活性汚泥システムと

比較して、仮に建設費が 10～20%程度割高になっても、15～27 年で回収可能であることが

分かる。逆に、実際の建設費が活性汚泥法と同等かより低ければ、原価償却年数の短縮が

可能になる。従って、UASB-DHS システムの下水処理分野への導入にあたり、経済性の問題

が阻害要因となる可能性は低く、むしろ促進要因となる可能性も十分あるものと考えられ

た。 
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図 2.3.2.3.2 小規模下水道を想定したケーススタディにおける償却年数と建設費の関係 

3) 高度処理対応型システムに関する評価 

（方法） 高度処理対応型システムに関する検討として、エネルギー回収の向上および

UASB 汚泥発生量の制御に関する検討のため、UASB-DHS システムと嫌気性消化槽を組み合わ

せた実験プラント（UASB 容量約 230L、DHS スポンジ容量約 65L、嫌気性消化槽容量は UASB

の 20%の約 46L）を下水処理場に設置し、UASB に実下水 460L/d（HRT12 時間）を流入させ

て温度制御なし（流入水温は 14.4℃～23.2℃で平均 17.9℃）で運転した。 

 UASB と嫌気性消化槽の間で汚泥を 2.3L/d で１日１回循環させる運転条件で（UASB の流

入水量に対する汚泥循環率 0.5%、嫌気性消化槽の SRT20 日）、1～35 日目（Run 0）の予備

運転後に、36～109 日目（Run 1）の運転を行い、110 日目以降（Run 2）は循環量を 2 倍の

4.6L/d（UASB 汚泥循環率 1.0%、嫌気性消化槽 SRT10 日）として 141 日目まで運転した。 

（結果） 運転が安定した Run1 および Run2 について、T-COD（全 CODcr）、VS の除去およ

びメタンガス回収の状況を図 2.3.2-5 に、COD 物質収支を図 2.3.2-6 にそれぞれ示した。 

 水処理は、いずれの条件でも問題がなかった。メタンガスは、実験装置の不具合により

嫌気性消化槽・UASB ともに精確に回収できず、ガス発生量の定量的評価はできなかった。 

 Run1 の UASB 汚泥循環率 0.5%、嫌気性消化槽 SRT20 日の条件では、嫌気性消化槽におけ

る汚泥分解速度よりも UASBにおける汚泥蓄積速度が大であり、UASBに汚泥が蓄積された。 

 Run2 で汚泥循環率を 2 倍にすると、嫌気性消化槽における汚泥分解速度が UASB におけ

る汚泥蓄積速度を上回り、UASB 汚泥の嫌気性消化槽における分解が進んだため、UASB 汚泥

が減少し、UASB＋嫌気性消化槽全体の COD 除去のほとんどが嫌気性消化槽でなされていた。 

 ここで、UASB の HRT(12 時間)、汚泥循環率（0.5%）、嫌気性消化槽の容積比（20%）およ

び嫌気性消化槽の SRT（20 日）の間には、次の関係式（式 2.3.2-1）が成立する。 

 

       UASB の HRT     嫌気性消化槽の容積比 

     嫌気性消化槽の SRT      汚泥循環率 

 

 実際には、UASB の HRT は主として流入水量・水質により決定されることから、汚泥制御

のために操作可能な因子は、残りの 3 因子となる。例えば汚泥循環率を変えずに（0.5%）

嫌気性消化槽の容積比を 2 倍（40%）にして SRT を 2 倍（40 日）にする場合と、汚泥循環

率を 2 倍（1%）にして嫌気性消化槽の容積比を変えずに（20%）に SRT を 1/2 倍（10 日）

にする場合とを比較すると、後者の方が嫌気性消化槽への有機物供給速度が高くなり、嫌

気性消化に過負荷にならない範囲では、有機物分解速度も大になると考えられる。 

 従って、UASB と嫌気性消化槽を組み合わせたシステムでは、汚泥循環率を操作因子とし

て、UASB の汚泥量を容易に制御することが可能と考えられた。 

 循環率が過大になると、UASB 汚泥が減少しすぎて水処理に影響が発生するおそれがある

とともに、汚泥循環等に要するエネルギーの増大を招くことから、流入水質、HRT、汚泥性

状等を考慮して循環率を適切に設定することが重要である。 

 以上より、UASB と嫌気性消化槽を組み合わせることで、汚泥発生量の抑制と水処理性能

の維持を両立しつつ、メタンガス回収によるエネルギー高度利用も達成可能であると考え

られた。効果のより詳細な評価については、ガスの回収可能量の確認などについて、今後

× ＝１・・・（式 2.3.2-1）
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さらなる実験的検討と技術開発が必要であろう。 
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図 2.3.2-5 高度処理対応型システムの UASB＋嫌気性消化槽部分における有機物処理特性 

Run1 全体に対する除去率 全体に対する除去率 総除去率
25% ＋ 17% ＝ 42%

嫌気性消化槽 UASB 全体
↑分解 ←ADへ ↑分解・蓄積 ↑分解・蓄積 処理水→

2.4 4.8 1.68 4.1 5.6

槽内の除去率 UASBへ→ UASB内の除去率 ←流入水
51% 2.3 14% 9.8

Run2 全体に対する除去率 全体に対する除去率 総除去率
84% ＋ -32% ＝ 51%

嫌気性消化槽 UASB 全体
↑分解 ←ADへ ↑分解・蓄積 ↑分解・蓄積 処理水→

3.9 5.3 -1.52 2.4 2.3

槽内の除去率 UASBへ→ UASB内の除去率 ←流入水
74% 1.3 -25% 4.7

Run1+2 全体に対する除去率 全体に対する除去率 総除去率
44% ＋ 1% ＝ 45%

嫌気性消化槽 UASB 全体
↑分解 ←ADへ ↑分解・蓄積 ↑分解・蓄積 処理水→

6.4 10.0 0.16 6.5 7.9

槽内の除去率 UASBへ→ UASB内の除去率 ←流入水
63% 3.7 1% 14.4

 

図 2.3.2-6 高度処理対応型システムの UASB＋嫌気性消化槽部分における有機物収支 

(a) 

(b) 

(c) 

(d) 

(e) 

グラフ a、b、e の点線は除去率を示す。

グラフ c の点線は、嫌気性消化槽における除去量と、

UASB+嫌気性消化槽の全体での除去量との比率を示す。

凡例は、COD-IN・COD-OUT：T-COD（全 CODcr）の累積流入量・

流出量(kg)、VS-IN・VS-OUT：VS の累積流入量・流出量(kg)。

グラフは、a:嫌気性消化槽 COD 除去、b:UASB+嫌気性消化槽 COD

除去、c:全体（UASB+嫌気性消化槽）に占める嫌気性消化槽 COD

除去割合、d:消化ガス回収量、e:嫌気性消化槽 VS 除去 



 

 Ⅲ.2.3-13

（全 CODcr(kg)および除去率） 

2.3.2.4 まとめと今後の課題 

(1) UASB-DHS システムに適した砂ろ過技術の基礎開発 

 UASB-DHS システムへの砂ろ過追加による処理水質安定化の検討を行った結果、夏期の高

水温時の処理水質は良好で安定しており、砂ろ過は不要であった。冬期の低水温時に高負

荷で処理水質が悪化した場合で、処理水中に溶解性有機物が多くなった状況下では、砂ろ

過の効果は限定的であり、運転条件の変更など他の対策の併用が必要と考えられた。 

(2) UASB-DHS システムの下水処理分野への適用性評価 

 UASB-DHS システムの処理影響物質に対する水処理安定性に関する実験的検討を行った

結果、現実的に想定される流入下水の水質の範囲内では、酸性、アルカリ性またはフェノ

ール性排水が流入しても水処理への影響は少なく、UASB-DHS システムの実下水への適用に

問題はないと考えられた。 

 小規模下水道を想定したケーススタディによる検討の結果、UASB-DHS システムでは活性

汚泥法と比較して維持管理費が約 2 割削減可能と想定され、建設費もあわせた年費用の約

1 割を削減できる可能性があるなど、経済性で有利となりうることが分かった。費用関数

を用いた試算であり、かつ開発した UASB-DHS システムの実際の建設費用についても現時点

では不確定要素があるなど、精度に課題が残るものの、少なくとも導入に当たり経済性が

阻害要因となる可能性は低く、むしろ促進要因となりうるものと考えられた。 

 高度処理対応型システムに関する検討の結果、UASB-DHS システムに小型の嫌気性消化槽

を組み合わせることで汚泥発生量を抑制し、エネルギー回収を促進できる可能性が示され

た。効果のより詳細な評価については、さらなる実験的検討が必要であり、今後の技術開

発が必要と考えられた。 
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2.3.3 システム普及促進のための研究 

 

(1) 研究の背景・目的・目標 

 無曝気・省エネルギー型排水処理システム（UASB-DHS）完成後、下水などの低濃度排水

以外への本システムの普及促進を円滑にするため、産業廃水について試験を行い、下水以

外への適用可能性を調査する必要があった。そこで、本章では、ラボスケール UASB-DHS

システムにより各種産業廃水を原水に用いた連続処理実験を行い、嫌気-好気反応槽の処理

性能の評価を行い、嫌気-好気反応槽の装置運転最適化のための制御因子の検討、大腸菌な

ど衛生工学的特徴の評価、および、保持微生物の特性を代謝活性試験や分子生物学的手法

を用いて評価を行うことを目的とした。 

 これらの目的を達成することにより、下水以外の排水へ無曝気・省エネルギー型排水処

理システム（UASB-DHS）が、普及促進が円滑に進めることができるようにすることを目標

とした。 

 

(2) 開発工程 

1) 染色廃水処理試験 

生活排水だけでなく、広範な廃水種への UASB-DHS 適用を検討するため、模擬工場排水と

して染色廃水を想定し、平成 18、19 年度において連続処理実験を行い、HRT、流入 COD 濃

度などの運転制御方法について最適な条件を模索した。 

2) フェノール含有廃水処理試験 

平成 19、20 年度においてフェノール含有廃水を対象とした連続処理実験を行い、HRT、

流入 COD 濃度などの制御因子について最適な条件を模索した。 

3) 嫌気-好気反応槽の衛生工学的評価 

嫌気-好気反応槽の衛生工学的評価は、平成 19、20 年度にわたり、大腸菌群（T.coli）

およびふん便性大腸菌群（F.coli）のモニタリングを行い、それらの除去性能の評価を行

った。また、各プロセスにおける消毒コストの低減効果について評価するために、次亜塩

素酸ナトリウムを用いた塩素消毒実験を行い、消毒理論に基づいて各プロセスの必要消毒

剤量を計算した。 

4) 嫌気-好気反応槽の微生物生態評価 

微生物反応に依拠する処理技術を論じるうえで、プロセスを担う微生物の活性や生態系

を知ることは重要である。平成 20 年度は、DHS パイロットプラントから汚泥サンプルを採

取し、その微生物活性および微生物生態系を解析することで、嫌気反応槽（UASB）後段に

おける好気反応槽（DHS）の微生物生態評価を試みた。 
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表 2.3.3-1 開発工程表 

平成18年度 平成19年度 平成20年度 項   目 
1 / 4 2 / 4 3 / 4 4 / 4 1 / 4 2 / 4 3 / 4 4 / 4 1 / 4 2 / 4 3 / 4 4 / 4

染色廃水処理試験              
フェノール含有廃水処理試験              
嫌気-好気反応槽の衛生工学的評価             
嫌気-好気反応槽の微生物生態評価             

 

(3) 成果 

1) 染色廃水処理試験 

実廃水を用いた、UASB-DHS の染色廃水処理へ適

用性評価を行った。流入廃水は、染料を含んだ染

色廃水と原反の糊（ポバール等）を除去する際に

発生する糊抜き廃水の混合水とした。表 2.3.3-2

に染色廃水の組成を示す。図 2.3.3-1 は、本実験

で使用した実験装置の概要を示す。リアクターへ

の植種は、UASB には下水処理汚泥を使用した。リ

アクターの運転温度は UASB では加温水を循環す

ることで 25〜30℃に調節し、DHS は無加温にて運

転を行った。処理のフローは、中性に pH 調整した染色実排水を、前段 UASB の下部より連

続供給し、後段 DHS に散水した。DHS 処理水の一部は UASB 流入下部に返送し、残りは最終

沈殿槽にて浮遊物質・汚泥の除去を行った後、最終処理水として排出した。 

 

リアクターは総 HRT20〜26 時間で運転を開始した（UASB HRT=6.4〜8.5 時間、DHS HRT=13.3

〜17.7 時間）。このとき、原水性状は染色廃水：糊抜き廃水=3:1（v/v）の混合比であり、

BOD 容積負荷は 0.6〜1.2 kgBOD/m3/d であった。植種汚泥性状に起因する UASB からの汚泥

の流出が観察されたため、運転開始後 50 日目に、総 HRT を 48 時間（UASB HRT=16 時間、

図 2.3.3-1 本連続処理実験で使用した UASB-DHS プロセスの処理フロー 

表 2.3.3-2 染色廃水の組成 
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DHS HRT=32 時間）に変更し、汚泥を追加投入して運転を再開した。その後、汚泥の流出が

減少を確認し、67 日目に総 HRT（48 時間）はそのままに原水性状を染色廃水：糊抜き廃水

=6:1（v/v）に変更して実験を継続した。このとき、BOD 容積負荷は 0.1〜0.7 kgBOD/m3/d

であった。117 日目以降は、総 HRT を 29 時間（UASB HRT=9 時間、DHS HRT=19 時間）に短

縮し、BOD 容積負荷 0.2〜0.8 kgBOD/m3/d で運転した。 

 BOD 処理状況を図 2.3.3-2 に示す。総 HRT20〜26 時間のとき、原水 BOD 168〜324 mg/L

（平均 240 mg/L）、UASB 処理水 BOD 36〜276 mg/L（平均 146 mg/L）、DHS 処理水 BOD 7〜140 

mg/L（平均 42 mg/L）であった。UASB では、植種汚泥の流出もあり、経時的に除去率が低

下し、運転 49 日目には除去率が 7 %になった。しかしながら、後段の DHS によって BOD 除

去性能は補われ、UASB-DHS システムとしては BOD 除去率 80 %程度を得た。 

植種汚泥を追加し、UASB の汚泥流出を抑えるため総 HRT を 48 時間にした期間では、原

水 BOD 97〜463 mg/L（平均 276 mg/L）、UASB 処理水 BOD 77〜275 mg/L（平均 174 mg/L）、

DHS 処理水 BOD 6〜94 mg/L（平均 33 mg/L）であった。UASB における BOD 除去率は、原水

BOD 濃度の変動の影響を大きく受け、16〜58 %（平均 35 %）であった。UASB-DHS システム

としては、期間中 BOD 除去率は漸増し、最終的に除去率 98 %を示すまでにいたった。 

汚泥の流出が解消されたと判断し、総 HRT を 29 時間に短縮した期間では、原水 BOD 93

〜315 mg/L（平均 199 mg/L）、UASB 処理水 BOD 57〜243 mg/L（平均 128 mg/L）、DHS 処理

水 BOD 2〜14 mg/L（平均 8 mg/L）であった。良好な BOD 除去性能が得られ、除去率は UASB

で 37%程度、UASB-DHS システムとして 91〜99 %であった。 

以上のとおり、初期植種汚泥の沈降性の問題で UASB からの汚泥流出というトラブルがあ

ったものの、十分な馴致の後には、UASB-DHS システムが染色工場排水由来の BOD を 90 %

程度除去できることが示された。 

 

 

 総 HRT を 29 時間に短縮した期間の脱色状況は、原水着色度 2600〜11000（平均 7000）、

UASB 処理水着色度 2400〜6600（平均 4300）、DHS 処理水着色度 500〜4500（平均 2900）で

あった。除去率は安定傾向を示し、UASB-DHS システムでは 53〜80 %を得た。 

本研究における流入水は、混合染料（黒色を呈した）であったため脱色の定量評価が容

易ではなく、リアクターの制御因子の決定も難しかったが、少なくとも今回の UASB-DHS

システムの仕様を踏襲することで、染色工場排水の着色を 60 %程度除去できるといえる。
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図 2.3.3-2 全 BOD 除去率 
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完全な脱色には、例えば凝集法などを用いる必要があると想定されるが、染色廃水を直接

凝集脱色する場合に比べ、使用薬品量、汚泥発生量の点から、UASB-DHS-凝集法による脱色

のメリットは大きいと考える。従来の凝集法のみに頼った処理法と比べ、薬品使用量は 2/3

に抑えることができた。また、リアクター運転期間中、汚泥の引抜きは一切行わなかった。 

 

2) フェノール含有廃水処理試験 

嫌気-好気反応槽の制御因子の検討は、フェノール含有廃水の連続処理実験結果で得られ

た値から試験装置最適化を行った。主に生物処理に影響する HRT、流入 COD 濃度などの因

子から最適な運転条件を検討した。 

実験に使用した UASB-DHS プロセスの処理フローは図 2.3.3-3 に示す。UASB-DHS プロセ

スの各リアクター容積は、UASB が 22 L（11 L×2）、DHS が 34.6L である。UASB リアクター

の温度はウォータージャッケットを用いて中温条件（35 ℃）に制御し、DHS リアクターの

温度は無加温で運転した。UASB で発生するバイオガスは、脱硫塔で硫化水素を吸着除去し

た後、ガスメーターでガス量を測定した。連続処理実験は表 2.3.3-3 に示すように 5 条件

について行った。 

 

 

植種汚泥は、UASB リアクターには中温（35℃）グラニュール汚泥（0.418kgVSS/UASB リ

アクター）を、DHS リアクターには国分隼人クリーンセンターの活性汚泥を用いた。 

表 2.3.3-3 連続処理実験の運転条件 

 

 

図 2.3.3-3 UASB-DHS プロセスの処理フロー 
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連続処理実験期間中は、冬期間では 3〜15℃で、夏期間では最高 35℃程度になる期間も

あった。 

 表 2.3.3-4 に各 RUN における実験結果をまとめたものを示す。Run 3 の 93 日目以降は、

COD 容積負荷 1.4kgCOD/m3/d、HRT 28.4 時間で、UASB リアクターと DHS リアクターの全 COD

除去率は各々64.6％と 99％の良好な処理性能を得た。Run 4 では、UASB リアクターと DHS

リアクターの全 COD 除去率は各々46.2％と 99.6％であった。RUN 5 では、流入 COD 濃度を

2500 mg/L に上昇させ、COD 容積負荷を 2.3 kgCOD/m3/d の運転条件で、UASB リアクターの

全 COD 除去率が 30.3％まで急激に低下し、処理性能が低下した。フェノール除去率が 40％

程度まで低下した原因は、フェノール濃度が 1000mg/L 以上になるとメタン生成菌が阻害を

受けることが考えられた。しかし、無曝気好気性処理の DHS リアクターは、UASB リアクタ

ーの処理性能が悪化したにも関わらず、全 COD 除去率が 99.3％以上と安定した処理性能を

得た。 

以上の結果から、流入 COD が 1500mg/L 程度のフェノール含有廃水であれば、総 HRT28.4

時間程度でフェノール含有廃水の処理が可能であると考えられる。 

 

 

3) 嫌気-好気反応槽の衛生工学的評価 

大腸菌群およびふん便性大腸菌群のサンプリングは下水、UASB 処理水、DHS（G3①、G3②、

混合処理水）処理水、砂ろ過処理水、クリーンセンター終沈池処理水について、月 1 回行

った。T.coli はデソオキシコール酸塩寒天培地、F.coli は mFC 寒天培地を用いて、それぞ

れ 37.0℃、44.5℃で 24時間培養し、メンブレンフィルター法によりコロニー数（CFU/100mL）

を計測した。 

消毒実験は、F.coli を測定対象とした。各サンプルを 300mL コミカルビーカーに 150mL

取り、塩素濃度を変えた 4 パターン（表 2.2.2-5）で実験を行った。 

表 2.3.3-5 消毒実験条件：塩素濃度

表 2.3.3-4 各 RUN における実験結果 
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パイロットプラントの T.coli および F.coli のモニタリングの結果の総括を表 2.3.3-6

に示す。測定期間中下水の T.coli、F.coli の幾何平均に大きな変動はなかった。UASB に

おける処理性能は実験期間中、比較的安定しており、その対数除去率は T.coli で平均

1.49log、F.coli で 1.30log であった。また、DHS 処理水混合、砂ろ過、クリーンセンター

終沈処理水の T.coli および F.coli の濃度は、それぞれ、概ね 105/100mL、104/100mL のオ

ーダーであり、下水濃度ベースの対数除去率にも大きな差は見られなかった。 

結果として、UASB-DHS-砂ろ過システムは、既存の活性汚泥法（クリーンセンター終沈処

理水）と比較して、同等以上の大腸菌除去性能を示した。 

各サンプルにおける消毒剤削減効果の結果を表 2.3.3-7 に示す。本実験で F.coli を対象

に、かつ、削減効果の基準として WHO の基準を用いたのは、日本の排水基準が T.coli を対

象に 3000/mL=3×105/100mL と高く、ほぼ表 2.3.3-6 に示す二次処理対の T.coli の実測結

果と変わらなかったからである。また今後、本システムを世界的に普及することを鑑みて、

世界標準をターゲットとすることが妥当であると考えた。下水と比べ、UASB では 76.6％カ

ット、DHS 処理水混合では 87.7％カットできることがわかった。砂ろ過処理水と DHS 混合

処理水の必要塩素量が、G3①および G3②よりも大きかったのは、消毒実験に用いたサンプ

ルの水質が比較的劣悪なものを用いたためである。したがって、G3①、G3②および砂ろ過

の各処理水における消毒剤投入量は、DHS 処理のみの場合と大差ないと考えられた。 

 

 

 

 

表 2.3.3-6 モニタリング結果の総括 

3.73E+07 ± 3.46E+07 1.36E+07 ± 8.54E+06

1.21E+06 ± 1.89E+06 6.76E+05 ± 7.25E+05

G3-2① 2.31E+05 ± 3.29E+05 2.03E+04 ± 6.03E+04

G3-2② 3.32E+05 ± 7.11E+05 2.33E+04 ± 7.33E+04

4.23E+05 ± 4.84E+05 2.73E+04 ± 9.54E+04

1.90E+05 ± 1.97E+05 2.35E+04 ± 1.02E+05

3.80E+05 ± 2.17E+05 1.02E+05 ± 8.11E+04クリーンセンター

UASB

砂ろ過

DHS混合

サンプル T.coli(CFU/100ml) F.coli(CFU/100ml)

下水

 

表 2.3.3-7 消毒コストの評価と結果 

 
但し、 ( ) tCa/NNt ⋅⋅⋅−= 0.434log 0  

N0，Nt：それぞれ 0 分後， t 分後の細菌濃度（CFU/100mL）， 

a：比例定数， C：塩素濃度（mg-Cl/L）， t：消毒時間（分） 
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4) 嫌気-好気反応槽の微生物生態評価 

国分隼人クリーンセンターに設置した UASB-DHS パイロットプラントから採取した DHS

汚泥につき、酸素利用速度（OUR）解析および微小動物解析を行った。 

本研究では、DHS パイロットプラントからスポンジ担体に付着した状態で汚泥を採取、

そのまま密閉容器に封入し、容器気相の酸素濃度変化をモニタリングした（図 2.3.3-4）。 

DHS 高さ方向 1、2、3、4m からサンプル（汚泥付担体）を採取し、測定条件を整えるた

めに持込み基質を洗浄用バッファーにより予め除去した。 

持込み基質を除去したサンプルを、人工基質（表 2.3.3-8）60mL とともに直ちに密閉容

器（図 2.3.3-4）に封入した。 

容器底部の人工基質をチューブポンプにより循環滴下することで DHS リアクターでの

散水を再現し、その間、気相中の酸素濃度変化を酸素濃度計で計測した。 

 

反応槽内高さごとに OUR を測定し、OUR の垂直分布を求めた。結果を図 2.2.2-5 に示す。

OUR は、特に基質(酢酸)資化時において、反応槽上部で高い値を示した。このことから、

DHS では上流側の反応槽上部で積極的な有機物酸化が行われると考えられる。 

表 2.3.3-8 人工基質組成 

 mg/L (as ThOD)150CH3COO・Na

7.2pH
mg/L0.25FeCl3・6H2O
mg/L27.5CaCl2

mg/L22.5MgSO4・7H2O
mg/L44.6Na2HPO4・12H2O
mg/L8.5KH2PO4

mg/L21.75K2HPO4

mg/L (as ThOD)150CH3COO・Na

7.2pH
mg/L0.25FeCl3・6H2O
mg/L27.5CaCl2

mg/L22.5MgSO4・7H2O
mg/L44.6Na2HPO4・12H2O
mg/L8.5KH2PO4

mg/L21.75K2HPO4

 

 

（基質,60mL）

O2
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Ｐ
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有効容積485mL
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図 2.3.3-4 測定および OUR の算出 
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反応温度ごとの OUR を図 2.2.2-6 に示した。基質(酢酸)資化時、内生時とも 15～35℃に

おいて反応温度と OUR に正の相関が得られ、35℃では 15℃のおよそ 2 倍の OUR が確認され

た。 

 UASB 後段 DHS 微小動物相解析結果を図 2.3.3-7 に示した。 

DHS の汚泥 1 mg-SS あたりの原生動物の個体数は、高さ方向の分布に大きな違いはなく、

同時に活性汚泥と同程度であることが明らかとなった。後生動物の個体数は、高さ方向で

ばらつきが多かったものの、活性汚泥では出現しなかった分類群が検出された。つまり、

活性汚泥よりも微小動物群の多様性が高いという結果を得た。このことから、DHS のスポ

ンジ担体は微小動物を定着させるのに適した形状を有しているということができる。 

 

(4) 達成度 

UASB-DHS では、一定の馴致期間と滞留時間を設けることで、染色廃水、フェノール含有

廃水を処理できることが示された。 

UASB-DHS では、大腸菌群、ふん便性大腸菌群の処理について標準活性汚泥法と同等以上

の能力を有することが示唆された。 
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        図 2.3.3-5 OUR の垂直分布           図 2.3.3-6 反応温度の影響  

 

肉質虫類 繊毛虫類 線虫類 輪虫類 貧毛類 ミジンコ

原生動物 後生動物
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図 2.3.3-7 DHS 微小動物相 
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DHS 内の微生物は活性汚泥微生物と同等の酸素利用速度を示し、また、活性汚泥法より

も多様な高次微生物（原生動物、後生動物）により構成されることが示唆された。 

以上の通り、嫌気-好気反応槽の処理性能について知見を得ることができた。これをもっ

て、所期目的は達成できたと考える。 

 

(5) 成果の意義 

 非生活系廃水の実処理試験を行い、UASB-DHS が有機性廃水処理の分野で広く適用できる

可能性を実証したことは意義深い。加えて、標準活性汚泥法と同等、あるいはそれ以上の

大腸菌群の処理能力を持つことが明示されたことは、UASB-DHS-砂ろ過が、衛生工学的に優

れた装置であることを意味する。また、DHS の OUR 測定は、実機設計の重要な資料となる。 
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Ⅳ. 実用化、事業化の見通しについて 

 

1. 実用化、事業化の可能性に関する調査 

(1) 目的および内容 

実用化、事業化の可能性について客観的な判断を行うためのデータを提供することを目的

に、技術動向・市場動向、市場規模、波及効果、実用化までのロードマップに関する調査を

行った。 

(2) 調査結果と考察 

1)嫌気性処理に関する技術動向調査 

水循環設備は安全性・安定性が強く求められ、突飛な技術、リスクのある技術は普及しに

くいと考えられる。また、盛んの研究開発が行われている技術はそれだけ社会のニーズが高

いと考えられる。そこで、最近の技術動向に照らして本開発技術はどの様に位置付けられる

のかについて調査を行った。 

図 1.1 嫌気処理の文献発表数の推移 
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図 1.2 嫌気処理の特許の出願件数の推移 

出典：文献については（独）科学技術振興機構（ＪＳＴ）の文献情報検索サービス、特許

情報については（独）工業所有権情報・研修館の特許電子図書館のサイトを利用。検索式 ：

（廃水処理 or 排水処理を含む）and（嫌気性 or メタン発酵を含む） 

 

全体の傾向として、以下のようなことが言える。 

①水処理分野での嫌気処理の応用研究・技術開発は近年盛んに行われている。 

②下水処理における嫌気処理の応用研究は増える傾向にある。 

③嫌気処理の研究開発における反応槽は UASB が多い。 

 

 

図 1-3 嫌気処理技術開発における反応槽の温度 

出典：同上 
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低温嫌気処理低温（常温＝非加熱）で嫌気処理を行う研究も最近増える傾向にある。低温

での処理対象は下水が圧倒的に多い。ただし実験装置の規模から推定して実用レベルの研究

は少ないようである。また、好気性処理技術として DHS ついても既に多くの文献発表がなさ

れている。 

本開発技術の技術要素は UASB、低温（常温）嫌気処理、産業廃水と生活排水を含めた幅広

い適用分野への対応、後処理の DHS などであり、最近の文献や特許に見られる技術動向とマ

ッチしており、この点からも普及の可能性が大きいと考えられる。 

 

(2)開発技術の市場性調査 

開発技術の実用化、事業化のためには十分な市場規模があること、また開発技術に対する

ユーザーの関心が高いことが不可欠である。 

1) 市場規模の調査 

 産業廃水については、食品・飲料、繊維・染色、紙パルプ、印刷、化学、石油製品、ゴム

製品、電子部品･デバイス、輸送機械工場などの有機性廃水が排出され、活性汚泥処理等の生

物学的処理を行っている可能性がある業種を普及対象とし、廃水量については製造プロセス

からの廃水と考え、業種ごとの新規補給水量から原料及びボイラ用水量を差し引いて推定し

た(平成 18 年度工業統計より)。生活排水については、上水道と下水道の普及人口のギャッ

プ＝給水人口－処理区域人口 の生活排水処理設備が新たに必要と仮定し、さらに給水量≒

生活排水量と仮定して対象水量を求め、１箇所当たりの処理水量を 1,000m3/日と仮定して事

業所数を推定した（平成 18 年度下水道統計、および平成 18 年度日本の水資源より）。 

表 1-1 本開発技術の推定市場規模 

 

  

 国内産業廃水処理分野で約 20,000 事業所、約 2,000 万 m3/日の市場があると推定される。

生活排水処理分野では下水道未整備地域に今後建設される処理場だけでも処理水量約 1,000

万 m3／日、人口約 3,500 万人の潜在需要があると推定される。 

 

海外市場については、Assessment of Water Resources and Water Availability in the 

World;Prof. I, A. Shiklomanov, 1996（WMO 発行）の生活用水、工業用水の需要量をから市

場規模を推定した。 

対象水量 平均設備費 成功率
普及
年数

市場規模

千m3/日 千円/m3 - 年 百万円/年
産業廃水分野
（食品・飲料、繊維・
染色、紙パルプ、印
刷、化学、石油製
品、ゴム製品、電子
部品･デバイス、輸
送機械など）

20,000 20,000 500 1/6 30 55,556

生活排水
（新設下水処理場） 10,000 10,000 700 1/3 30 77,778

事業所数適用分野
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図 1.4 1995 年■と 2025 年■における生活用水（左図）と工業用水の需要（右図） 

（単位：十億ﾄﾝ/年、出典：Assessment of Water Resources and Water Availability in the 

World;Prof. I, A. Shiklomanov, 1996（WMO 発行）） 

 

 アジアにおいて人口増加と経済発展に伴い、生活用水、工業用水とも需要が大幅に増加す

るとされており、アジアを中心とした大きな海外市場が存在する。 

 

 2) ユーザーの関心度 

約 500 社の水処理ユーザーアンケートを行い、食品、繊維、化学、輸送機械の 4 業種、135

事業所から回答があった。このうち活性汚泥処理を行っている 51 事業所に現状の活性汚泥処

理に関する満足度を訪ねた。このうち問題あり、または改善の必要ありと回答した事業所は

約 33%であり、このうち 36%は省エネルギー化、37%はコストの低減を要望した（図 1-5）。

また、今後開発が期待される水処理関連技術ついて、期待の強さを点数化したところ、汚泥

減容化みたいする期待度が高いことが分かった。 

また開発が期待される水関連技術については汚泥減容化技術への期待が高い（図 1-6）。 

 

図 1-5 活性汚泥処理に関する要望 
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図 1-6 開発が期待される水処理関連技術 

注記：水処理分野で開発が期待される技術について期待度には大小があるため、期待度大を

4 点、期待度中を 2 点、期待度小を１点、回答なしを 0 点として期待度を算出した 

 

3) 市場調査の成果 

調査の結果、国内産業廃水処理分野で約 20,000 事業所、約 2,000 万 m3/日（１事業所平均

約 1000m3/日）の市場があると推定される。生活排水処理分野では下水道未整備地域に今後

建設される処理場だけでも処理水量約 1,000 万 m3／日、人口約 3,500 万人の潜在需要がある

と推定され、国内での市場規模が大きく、普及による経済効果は大きい。またアジアを中心

とした大きな海外市場が存在することも明らかになった。アンケート調査の結果より、活性

汚泥処理の省エネルギー化、汚泥の減容化というユーザーの期待に添った開発技術であるこ

とが明らかとなり、本開発技術が普及の可能性が大きいことが明らかになった。 

 

(3)波及効果 

1)省エネルギー効果 

2030 年における普及率で、事業所廃水処理設備更新需要の 1/6、生活排水で下水道等未整

備人口 1/3、程度の普及が可能と推定し、省エネルギー効果を算出した。本開発技術の普及

により、国内産業分野で 19 億 kwh/年、原油換算で 46 万 KL の省エネルギー効果が期待され

る。国内生活排水処理分野で 4 億 kwh/年、原油換算で 10 万 KL の省エネルギー効果が期待さ

れ、国内産業と生活排水の分野合計で原油換算 56 万 KL の省エネルギー効果が期待される。 

2)汚泥減容効果 

上記と同じ普及率を見込むと、本技術の普及により国内産業分野で汚泥発生量、11,551 千

ﾄﾝ、最終処分量、573 千ﾄﾝの削減が見込める。生活排水処理分野で汚泥発生量、27,149 千ﾄﾝ、
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最終処分量で 152 千ﾄﾝの削減が見込め、国内産業と生活排水の分野合計で 725 千ﾄﾝの最終処

分量削減が見込める。これは現状の汚泥の最終処分量 7,370 千ﾄﾝの約 10%に相当する。 

 

(4)実用化、事業化の課題とロードマップ 

 本開発技術普及の課題としては、産業分野、生活排水処理分野とも実績が少ないため、ま

ず実績を積み重ねることが必要である。産業分野ではバイオエタノール製造廃水、フェノー

ル含有廃水での受注が有望であり、この実績を足がかりに各種産業廃水への普及を図ってい

くものとする。小規模産業廃水向けには設備費低減のため、仕様の標準化、ユニット化が課

題であり、これを早期に実施し OEM での普及を図っていくものとする。 

生活排水分野では、新設処理場への普及に関しては認可団体による型式認定等の問題をど

うクリアするか、また既設処理場の更新需要に関しては窒素、リン除去、既設水槽の本シス

テムへの改造などのニーズにどう対応していくかが課題であり、これらの課題克服には時間

を要すると考えられるので、普及については中長期的にならざるを得ないと思われる。 

 海外市場については、インドでの等の経験をふまえ、現地の受け入れ機関（国、地方政府、

業界団体等）との連携、国内設計会社との連携、現地水処理メーカーとのパートナーシップ

の確立が不可欠と思われ、これが当面の課題である。これらの課題を比較的短期間で克服し、

海外市場での普及・実用化を図っていくものとする。 

 上記の検討結果を図 1-7 のロードマップに纏めた。 
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図 1-7 普及・実用化までの課題とロードマップ 

 

2. 実用化、事業化の見通し 

 本開発の成果は、省エネルギー、二酸化炭素発生量、汚泥減容化、処理水質のすべてにお

いて目標に到達しており、最近の技術動向や市場のニーズにもマッチしている。また普及可

能な市場の規模は大きく、東南アジア等の電力事情が良くない国への普及の可能性もある。

普及のために幾つかの課題もあるが、解決困難なものはなく、比較的短期間で課題を解決し、

普及が進むものと考えられる。 
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